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社会保障の比較研究は今日珍しいものではないが、カナダ、韓国、日本、三カ国の比較となれば、あま

り馴染みがなく、首を傾げる向きもあろう。しかし、実はこの三カ国を取り上げた背景には、偶然以上の

戦略的意義がある。

いわゆる「55年体制」下における利益誘導や仕切られた競争、護送船団方式などといわれた調整システ

ムが、さまざまな批判を受けながらも、西欧先進諸国の福祉国家とは異なる、わが国固有の社会的保護・

救済システムを提供してきたのは否めない事実である。しかしながら、1990年代に入ると、グローバル化

の進行、長期的景気低迷のなかで、現状への否定的評価・危機感が強まり、それが小泉構造改革を生む大

きな原動力となっていった。構造改革の歴史的意味と意義は正当に評価されねばならないが、他方市場の

みでは社会統合の調達が難しいことも確かである。格差社会、少子高齢化といった現象は、単純な市場社

会や従来の福祉国家的再分配を超えた社会投資型政策の一層の展開が必要であることを、再認識させるも

のといえよう。

一方韓国をみれば、労働慣行や社会保障政策において、従来日本を手本としてきたところが少なくなかっ

たが、通貨危機に対する IMF勧告の受け入れとその後の急速な自由主義化によって、日本をはるかに上

回る速度で市場主義的改革を推進し、労働の柔軟化とそれに伴う雇用保障の低下が深刻化している。また

高齢化率はなお低いとはいえ、その極端な合計特殊出生率の低下は、今後わが国を上回るスピードでの高

齢化を招くと考えられている。このように韓国は日本とは同じような問題を抱えるが、韓国では問題がよ

り深刻かつ急速に進行した（している）ため、対応が日本よりも迅速かつ包括的に行われている。かつて

日本の経済・社会保障システムは、韓国にとって一つのモデルとなっていたが、今日では韓国の迅速な改

革が、わが国のポスト構造改革の秩序形成を考える上で、貴重な教訓を提供しているといえよう。

他方カナダは、アメリカ同様自由主義の国といわれ、連邦制をもつ移民国家であり、日韓とは大きく異

なる。しかし日韓両国においても、今日移民や外国人労働者が増え、社会的同質性が弱まりつつある。そ

してそのことが社会不安を惹起しているが、カナダの経験は、多民族化が直ちに社会的連帯の衰退に結び

つくものではないことを示唆している。多民族国家・多文化主義社会カナダの社会的求心力維持・強化の

鍵となっているのが、社会政策である。とりわけ、全国民をカバーする（窓口負担のない）普遍主義的な

医療保険は、いまだに皆保険システムを持たない米国に対して、カナダ国民の誇りといわれる。また年金

においても最低限保障の老齢保障年金は税方式による普遍主義制度であり、さらに貧困者への補足所得保

障が存在する。つまりカナダは、福祉国家として、小なりとはいえども、アメリカとは異なるモデルを提

示しているのである。

アメリカ型の自由主義モデルが、今日深刻な分断社会状態を惹起している現実をみれば、他方北欧型の

高福祉社会に伴う高負担が政策的に支持されないとすれば、自由主義を原則としながらも基本的な社会的

保護を実現しているカナダの社会保障は、日韓両国にとって一つの参照基準たりうる。またジェンダー政

策においても、カナダは最も進んだ事例を提供しており、なお女性の継続的就労の妨げになる社会的慣行
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を数多く抱える日韓両国にとって、学ぶべき点は少なくない。他方カナダは、日韓ほどの高齢化を予想し

ていないとはいえ、ベビーブーマー世代の退職を控え、社会保障の再編を始めており、例えば公的年金基

金の拡充と市場運用は、日本と同じ方向の改革といえる。また高齢者介護や継続雇用などにおいては、日

韓の経験が大いに参考になるだろう。

最後に、本特集に至る経緯を簡単に紹介しておきたい。1999年カナダのクレティエン首相来日の折、日

加両国の社会政策上の協力を謳ったコミュニケが結ばれ、両国で会議が開催された。その後、加韓の二国

間会議も立ち上がり、今回これら二つの動きが合流し、三カ国共同研究体制が生まれた。本特集号は、カ

ナダ大使館，京都大学大学院法学研究科学術創成研究プロジェクト，国立社会保障・人口問題研究所の共

催によって 2008年 2月 16日カナダ大使館において開かれたカナダ・日本・韓国三カ国社会保障研究プロ

ジェクトのシンポジウム「多様化する高齢社会における医療、仕事と家庭の両立および所得再分配のあり

方」の成果である。本会議開催のため尽力されたカナダ大使館クリスティーン・ナカムラ参事官（広報部

長）、国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析研究部長の金子能宏氏に謝意を表したい。

（新川敏光 京都大学教授）

（イト・ペング トロント大学准教授）

（スンマン・クオン ソウル国立大学教授）
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はじめに

欧米の民主主義諸国が現在直面している最も切

実な問題の一つが、多様な民族社会でコミュニ

ティーの絆をいかに維持、強化するかという点で

ある。我々は、増大する文化の多様性と、相互支

援の規範や保障の充実した福祉国家を支えるアイ

デンティティーの共有化との調和を、どのように

図ればよいのだろうか。

カナダの政治理論家たちは、多文化主義の多様

性と権利および市民権の関係性をめぐる国際的な

議論に、重要な貢献を行ってきた。最初に、市民

権という多文化主義の概念と基本的な自由民主主

義の原則の関係性について議論がなされた。しか

しながら、1990年代半ばから、この哲学的な議論

に、民族多様性と認識と再分配の関係性に関する、

より実証的な議論が加わるようになった。多様性

は市民の信頼感と連帯感を損ない、現代の民主主

義は、民族多様性の受容と再分配の支持との二律

背反に陥っている――こう論じる分析者が増えて

いる。

こうした懸念は「革新派のジレンマ」（Goodhart
 

2004年、Pearce 2004年）と呼ばれている。これま

では、移民や多文化主義の概念である市民権に反

対を唱えるのは、もっぱら保守右派であった。し

かし現在では、左派や中道左派の政治勢力からも

疑問の声が上がっている。彼らは、多文化主義の

せいで、従来の経済の再分配を維持し強化するこ

とがますます困難になっているという懸念を募ら

せている。こうした懸念の結果、多くの欧米諸国

において移民、多文化主義、社会保障制度を従来

支持してきた自由主義の左派が分裂しかねない状

況に陥っている。

現在の議論では、二つの全く異なる議論が混同

されているケースが往々にして見受けられる。こ

うした議論は要約すると、基本的に以下の二律背
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■ 要 約

欧米の民主主義諸国が現在直面している最も切実な問題の一つが、多様な民族社会でコミュニティーの絆をいかに維持、

強化するかという点である。この多様性が所得などの再分配に貢献する社会政策を弱体化させていることや、多文化主義政

策が、社会の多様性と社会連帯との間に緊張関係をもたらし、その結果、再分配政策への支持が弱体化しているとの議論が

ある。本論文では、こうした議論について、統計データを用いた分析やカナダなどのケーススタディーを用いて検証した。

その結果、移民の人口比率が大きい諸国で、福祉国家を維持発展させることが困難である証拠はなく、多文化主義政策が再

分配政策を弱体化させることを裏付けるものは見出すことができなかった。よって、社会の多様性と所得などの再分配政策

にはさまざまな関係があるということができる。

■ キーワード

カナダ、多文化主義政策、再分配政策、福祉国家、移民



反を指摘していると言える。

●異質性と再分配の二律背反：民族/人種の境

界線を越えて信頼感と国家の連帯感を育むの

は困難である。このため、民族/人種の多様性

が再分配に関する社会政策を弱体化させてい

る。

●認識と再分配の二律背反：エスニックグルー

プを認めるまたは受け入れる多文化主義政策

が、民族多様性と社会連帯との間に存在する

緊張関係を悪化させている。その結果、再分

配の支持が弱体化している。

こうした緊張関係は本物だろうか。それ以上に

重要な点として、普遍的なものなのだろうか。あ

るいは、我々が目にしている緊張関係は、特定の

背景や状況を反映しているのだろうか。これらの

二律背反が本物で、社会的関係における普遍的な

パターンを映し出しているというのなら、多様性

を認めて受容する「多文化主義の福祉国家」とい

う概念自体が、ほとんど形容矛盾であると言って

よい。もしこれが真実ならば、我々は、かなり困

難な状況にある。民族多様性は、欧米のほぼすべ

ての民主主義諸国における現実であり、少数民族

が、差異を認めて受け入れるように要求すること

を、今後差し控えると仮定する根拠はないからだ。

本稿は、これらの問題点をめぐる議論に対して、

カナダが果たす貢献が増大している点について論

じる。貢献には二種類ある。第一の貢献は、国家

レベルと比較レベルの双方から問題に取り組んだ、

カナダ人研究者のチームが実施した調査の結果に

基づくものである1)。第二の貢献は、カナダの経験

そのものである。後述するが、カナダの事例は、

多様性と認識と再分配の関係性において、従来と

は異なるものである。もっぱら事例として挙げら

れることの多い米国とは対照的であり、学界や政

界で取り上げられるケースが増えている。

本稿の前半部では、カナダの研究チームが行っ

た、上記に挙げた二つの二律背反の主張に関する

比較証明について概説する。OECD諸国の多国間

にまたがる定量分析を用いてこれを行う。後半部

では、カナダのケーススタディーを紹介する2)。こ

の多文化主義国は、多文化主義の福祉国家の政治

のあり方について、ひとつの姿を提供している。

結論では、最近の研究結果を紹介した上で、従来

とは異なるカナダの事例が及ぼす影響を検証し、

更に視点を広げて、多様な社会における社会保障

の未来について論考する。

１.多国間にまたがる証明：多様性と認識と

再分配

⑴ 異質性と再分配の二律背反

社会保障政策の研究者は長い間、社会保障は強

力な連帯感と、それに関連する信頼感、互恵主義、

相互義務の上に構築され、これらによってのみ支

えられると論じてきた。初期にこの見解を解説し

たのが、T・H・マーシャルである。マーシャルは、

戦後の社会制度の拡大期に、社会的市民権に関す

る最も傑出した論文を執筆した。マーシャルは、

社会保障の権利拡大は、イギリスにおいて国民意

識――現代の社会制度の拡大以前から発達しはじ

めた意識――が台頭してきたことの表れであり、

20世紀における社会制度の発展を支えてきたと考

えた。マーシャルは、しばしば引用される一文だ

が、「市民権には異なる種類の絆、共有物である文

明への忠誠心に基づいた、コミュニティーの一員

としての直接的な感覚が必要である」と論じた

（Marshall 1950年、8頁）。

しかし、近年研究者らは、民族/人種の多様性が

共通のコミュニティーとアイデンティティーを損

ない、同じ市民に対する信頼感を低下させ、結果

として社会保障政策を衰退させる恐れがあると論

じるようになっている。社会運動と同盟のレベル

では、多様化が進むほど、福祉国家を支持した歴

史上重要な同盟が分断化し、または、そうでなけ

相反する立場としてのカナダ：多文化主義と認識と再分配
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れば再分配についての検討を要求する闘いにおい

て結託する可能性のある、文化的に定義された台

頭集団を分断化するのではないかと憂慮している。

選挙戦をめぐる駆け引きにおいては、国民の多数

派たちが「自分たち」に所属していない「見知ら

ぬ者」や「よそ者」に資源を再分配する社会制度

への支持を撤回するのではないかと、批評家らは

懸念している。あるいは多数派たちは、移民に反

対する保守派または極右派政党に投票し、投票用

紙記入所にいる間は求めていなかったと思われる、

社会保障制度の縮小に貢献してしまうかもしれな

い。

こうした主張を裏付ける証拠はあるのだろうか。

福祉国家に関心を持つ研究者らは、こうした要因

にはこれまでほとんど注意を払ってこなかった。

その証拠に、福祉国家の発展とその後の再建に関

する近年の比較研究では、移民と民族多様性が及

ぼす影響には、ほとんど触れていない（Swank 2002

年、Huberおよび Stephens 2001年、Hicks 1999

年、Esping-Andersen 1990年、1996年）。しかし、

ほかの二つの論文がその主張を裏付けている。第

一に、開発途上諸国、特にアフリカにおいて経済・

社会上の成果が乏しいのは、民族・種族の多様性

が原因であると、開発経済学者らが指摘するケー

スが増えている。最初は、異質性が経済成長に及

ぼす影響が重点的に論じられていたが、以後の研

究では、異質性が公共財（教育など）の供給に及

ぼす影響についての分析もなされるようになった

（Easterlyおよび Levine 1997年、Easterly 2001年

aおよび2001年 b、Nettle 2000年、James 1987年、

1993年）。同様に La Ferraraは、アフリカの発展

において、インフォーマル金融やグループ融資の

利用を条件付けする上で、民族性が果たした重要

な役割についても論証している（La Ferrara 2002

年、2003年）。

第二に、米国の社会保障政策に関する研究は、

「人種の多様性が再分配を弱体化させている」とい

う実質的な証拠を提供している。例えばAlesina、

Baqir、Easterly（2001年）は、公共支出は、たと

えほかの関連要因が一定であったとしても、人種

の多様化が進んでいる都市や国家の方が低水準で

ある傾向があると論証している。これらの研究結

果はその他の研究者によっても反復されている

（Luttmer 2001年など）。Alesinaおよび Glaeser

（2004年）は最近、このアプローチを多国間の差異

にまで拡大した。彼らは、米国とヨーロッパ諸国

の社会的支出における差異のおよそ半分は、その

人種の多様性の水準の差異によって説明できると

結論付けた。

この議論を更に進めるため、当研究チームは、

移民と社会的支出の関係性に焦点を当てることに

より、異なるアプローチを試みた（Banting、Johnston、

Kymlicka、Soroka 2006年）。移民と人種の多様性

は明らかに別個のものである。移民のすべてが新

しい国において人種的なマイノリティーを構成す

るわけではないし、アフリカ系アメリカ人の事例

に見られるように、人種的なマイノリティーのす

べてが近年の移民の結果でもない。それにもかか

わらず、欧米諸国では、移民と多様性の関連性が

強まっている。更に、両者が異なるにせよ、移民

と福祉給付を重視する政策は、現在でも精力的に

議論されている。この点は、中欧の新興 10カ国が

準備段階において、最近ヨーロッパ連合（EU）に

加盟した点にも表れている。また、Snidermanと彼

の同僚ら（2000年）は、同様にイタリアでも、あ

らゆる移民（白人か黒人かは問わない）に対する

反応はいまだに否定的なものであることを突き止

めた。

本研究では、国連データにおいてこれまでに移

民してきた者の数と呼ぶことのできる国外で出生

した人口の比率を用いて、移民の測定を行ってい

る。移民が福祉国家の進化に果たした役割を分析

するため、我々はOECD諸国の社会的支出の偏差

に関連する要因の、主要なモデルを採用した。そ

海外社会保障研究 Summer 2008 No.163
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の主なものに、Swank（2002年）とHuberおよび

Stephens（2001年）が開発したモデルがある。し

たがって、本研究で用いたモデルでは、社会的支

出との関連性が示されてきたさまざまな要因（高

齢化率、労働力に占める女性の比率、左派政党の

勢力など）を盛り込んでいる3)。本研究では、支出

の伸びは、一部には、初期に支出水準が低かった

諸国が追いついてきたことを表わしている可能性

があるという仮説に基づいて、1980年の移民と社

会的支出の水準を、この組み合わせに追加してい

る。

際立った発見が二つある。一つは、1970年から

2000年にかけての、移民の人口比と、社会的支出

の伸びとの間には、何の関連性もないという点で

ある。この発見は、社会的支出と関連するその他

の要素をコントロールする、回帰分析に異を唱え

るものである。この 30年間に、移民の比率が大き

い諸国の方が、小さい諸国よりも、社会制度の開

発・維持においてより多くの問題を抱えているこ

とを示す証拠は、単純に存在しなかったのである。

一方もう一つの発見は、変化のペースには関連性

があるらしいという点である。分析によって 1980

年から 2000年までの移民の増加と社会的支出の対

GDP（国内総生産）比の変化との関係性を検証す

ると、その結果は明白であった。移民の比率が大

きく増加した諸国は社会的支出の伸びが小さいと

いう傾向が存在したのである。図 1は基本データ

を示したものである。前述した社会的支出と関連

のある要素の範囲をコントロールする多変量分析

において、この関係性は依然として統計上大きい

ことがわかる。マイナスの関係性は、オランダ、

米国、ニュージーランドの 3カ国の事例に強く影

響されている。これら 3カ国は戦後、きわめて異

なる福祉国家として発達してきた。オランダはヨー

ロッパで最も広範囲にわたる制度を構築してきた。

一方、米国とニュージーランドは、それより限定

的なモデルを選択した。しかし 1980年以後、これ

らの諸国では、移民の人口比率が大幅に増大し、

一方で社会的支出の対 GDP比の伸びは大幅に鈍

化した（オランダの場合は実際に低下した）。

この分野では研究すべき課題が多く存在するが、

初期の証拠は示唆に富んでいる。移民の人口比率

が大きい諸国は、歴史的に重要な福祉国家を維持、

発展させるのがより困難である、という証拠はこ

資料：Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年)

図１ 移民の増加率と社会福祉支出の増加
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こには存在しない。しかし大きな変化が重要なの

かもしれない。最終的な分析においては、政治生

命を脅かす恐れがあるのは、多様性が存在すると

いう事実よりも、むしろ社会的変化のペースなの

かもしれない。

⑵ 認識と再分配の二律背反

変化がもたらす不安定な影響は、「国家は人口動

態の移行期にどう対処すべきなのか」という重要

な疑問を投げかける。公共政策が果たす役割は何

であろうか。民族の多様性に対応する政府の政策

は、再分配国家の活力にとって重要な問題だろう

か。

歴史的に欧米諸国は、移民の民族としてのアイ

デンティティーに無関心であるか、あるいは疑い

の目を向ける傾向があり、新参者には国の共通の

文化への同化を求めてきた。しかし、1990年から

2000年にかけて多くの諸国が、移民の民族として

のアイデンティティーを受容する義務を受け入れ、

「多文化主義政策」として知られる政策を採用して

きた。多文化主義政策の本質とは、自由民主主義

国家においてすべての個人に対して保障されてい

る基本的人権および政治的権利の保護を超えて、

少数民族が独自のアイデンティティーや慣習を維

持、表明することへの、一般の認識・支持レベル

を高めることにある（Kymlicka 1995年）。こうし

た流れから、多様な社会で、市民権と権利の本質

をめぐる活発な論争に火がついた。このアプロー

チをどの程度採用するかは、各国によってまちま

ちである。更に、オランダやイギリスなど一部の

諸国では、近年、多文化主義が後退している。

一部の理論家たちは、多文化主義政策は、多様

性か再分配かという根本的な二律背反の状況を増

幅すると主張している。こうした政策は、政策議

題から再分配の問題を締め出したり、再分配の推

進において連帯する弱い立場に置かれた人々の信

頼を損ったり、あるいはマイノリティーが直面し

ている真の問題を誤って判断したりする――その

結果、当のマイノリティーは、彼らの抱えている

問題が反映しているのは、ほかの多くのマイノリ

ティーがともに直面している経済的な障害よりも、

むしろ彼らの文化であると考えるようになる（Barry
 

2001年、WolfeおよびKlausen 1997年、2000年、

Rorty 1998年、2000年）――ような政治を招いて

しまうというのが、彼らの言い分である。一方で

多文化主義の擁護者は、こうした政策は集団間に

不信感を生み出すものではないと応じている。不

信感は、民族間の差異に無関心であった、あるい

はそれを抑圧しようとした初期の世代の歴史的遺

産である。多文化主義政策はむしろ、長期的には

コミュニティー間の緊張関係を和らげ、再分配を

支える相互尊重と信頼感を高めることのできるも

のである（Kymlicka 1995年）。

こうした議論がケーススタディに基づいて行わ

れているという傾向に苛立ちを感じたKymlickaと

私は、これらの主張の論拠をより体系的な実証的

証拠に求めた（BantingおよびKymlicka 2004年）。

我々は、過去 20年間に強力な多文化主義政策を採

用した諸国は実際に、そうでない諸国に比べて、

福祉国家の弱体化またはその発展の鈍化を経験し

たかをたずねた。これらの質問の回答を導くには、

いくつかのステップを踏まなくてはならない。第

一に、我々は、このアプローチの最も一般的なま

たは象徴的な手法として、以下の八つの政策を用

いて、OECD諸国をその多文化主義政策の相対的

な強度という観点から分類する。

⑴ 多文化主義に関する憲法上の、立法上の、

または議会における主張。

⑵ 学校教育課程における多文化主義の理解の

促進。

⑶ 公共メディアまたはメディアの認定に際し

て、民族の代表/民族に関する配慮が盛り込

まれているか。
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⑷ 服装規定、日曜日の服装に関する法令など

からの免除。

⑸ 二重国籍（市民権）の容認。

⑹ エスニックグループの組織または活動への

資金提供。

⑺ 2ヶ国語教育または母国語指導への資金提

供。

⑻ 不利な立場に置かれた移民集団のためのア

ファーマティブ・アクション（差別撤廃措

置）。

最初の三つの政策は多文化主義を称揚するもの

である。次の二つは多様性に対する法律上の制約

を減らす政策。最後の三つは少数民族のコミュニ

ティーおよび個人を積極的に支援する政策である。

上記の政策を 6以上採用した国を「強い」国に、

2以下の国を「弱い」国に分類した。この中間に該

当する諸国は「中間」に分類される。その結果完

成した分類を示したのが表 1である。

第二のステップとして、上記の 3グループが 1980

年から 2000年にかけて、福祉国家の強度において

どのような変遷を遂げたのか、検証を行った。こ

の期間に、強力な多文化主義政策を採用した諸国

の方が、そうでない諸国に比べて、福祉国家の維

持、強化に困難を伴ったというのは事実なのだろ

うか。表 2はこれらの問題について最初の見解を

提供している。多文化主義政策が福祉国家を弱体

化させているという体系的な傾向を示す証拠は、

ここには見当たらない。こうした政策を採用した

諸国は、採用しなかった諸国に比べた場合に、福

祉国家の衰退ましてや社会的支出の鈍化を経験し

たのではない。むしろ、社会的支出、税金と移転

の再分配が子供の飢餓や不平等に及ぼす影響は、

最も強力な多文化主義政策を実施した諸国におい

ての方が拡大している。つまり、多文化主義政策

は多様性と再分配との緊張関係を実際には緩和し

ている可能性があることを示唆している。

認識と再分配との間に体系的な緊張関係は存在

しないという点は、以後の多変量分析でも確認さ

れている。Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka

（2006年）の研究において、我々は多文化主義政策

の測定尺度を、上記で論じた移民と社会的支出の

分析に用いた、社会的支出の決定要因モデルに組

み込んだ。明らかな技術上の課題は、少数移民の

規模が及ぼす影響と、彼らの利益を勘案するため

に採用された多文化主義政策の強度とを区別する

ことである。当然ながら、この二つの変数には一

定の関連性がある（図 2を参照）。しかし、多変量

分析を可能にするだけの外れ値があり、その結果

は先の最初の見解の結論を裏付けるものである。

OECD諸国における多文化主義政策と社会的支出

の伸びとの間には、統計上目立ったマイナスの関

連性は見られない。

このように、これまで見てきた証拠は、「多文化

主義政策は再分配政策を弱体化させる」という大

胆な主張の裏付けにはならない（Barry 2001年、

8頁）。多文化主義政策の浸透作用には時間がかか

り、影響はいずれ現れると論じることにより、普

表１ 民主主義諸国における多文化主義政策の強度

多文化主義

政策の強度
国

強い オーストラリア、カナダ

中間 ベルギー、オランダ、ニュージーランド、スウェーデン、イギリス、米国

弱い
オーストリア、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタ

リア、日本、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スイス

－ －9

相反する立場としてのカナダ：多文化主義と認識と再分配



資料：Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年)

図２ 移民の規模と多文化主義政策の強度

表２ 1980年～2000年または近年における多文化主義政策、社会的再分配の変化

多文化主義政策

の

強度

国名

社会的支出

％

国 平均

再分配

貧困層の減少

％

国 平均

不平等の減

％

国 平均

強い
オーストラリア

カナダ
64.6
 
21.0  42.8  1.0

 
20.0  10.5  7.6

 
15.9  11.8

中間

ベルギー

オランダ

スウェーデン

イギリス

米国

10.8
-19.0
-0.7
 
21.2
 
6.8

 

3.8

-5.9
-14.5
-3.5
-7.1
 
5.5

-5.1

-8.4
-2.5
-16.3
-14.6
-4.4

-9.2

弱い

オーストリア

デンマーク

フィンランド

フランス

ドイツ

アイルランド

イタリア

ノルウェー

スペイン

15.6
-0.7
 
32.4
 
34.1
 
18.3
-20.0
 
31.0
 
28.5
 
25.2

 

18.3

 

13.1
 
2.0
 
4.9
-3.8

 

7.7

 

4.8

 

23.2
-9.0
 
11.2
 
14.8

 

13.0

 

10.6

平均％ 16.8  1.6  2.5

注：データの利用可能性の都合により、ギリシャ、日本、ニュージーランド、ポルトガル、スイスは含まれていな

い。ゼロは変化がないことを表わす。空欄はデータが不十分であることを表わす。

資料：ここに示された結果は BantingおよびKymlicka（2004年）を加筆・更新したものである。上記の計算のデー

タソースおよび詳細については、Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年）を参照。
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遍的な緊張関係という仮説を残しておくことはで

きる。例えば、Philippe Van Parijsは本研究に異

議を唱えている。「こうした社会学的なプロセスが

その効果を表し、またそれを政治において活用す

るには、時間を要する」（Van Parijs 2004年、382

頁、Mylesおよび St-Arnaud 2006年も参照）。とは

言え、20年という期間は、多変量分析においてそ

の他の政治的要因（左派政党の役割など）が顕在

化するには充分な長さである。更に事実を述べる

と、移民の人口比の変化が及ぼす影響は、20年間

の分析においても明白に現れていた。

明らかに本研究は、少数移民の事例における認

識と再分配の関係性についての、より大きな研究

課題の出発点に過ぎない。ただし少なくとも、こ

の証拠は「多文化主義モデルは必然的に連帯を損

なう」という主張を検証している。

２.北米（カナダ）における事例

上記で述べたような多国間の統計上の証拠は、

民族の多様性と多文化主義政策と福祉国家の一般

的な関係性についての大胆な主張を検証する上で

有益である。ただし、こうした研究には限界があ

る。多国間の相関関係は個々の国の経験をほとん

ど明らかにしないし、特定の国または状況におい

ては多様性と再分配との緊張関係が存在すること

もある。更に多国間の相関関係は、潜在的な緊張

関係の根底を成す因果関係の仕組みについても、

ほとんど明らかにしない。したがって、多国間分

析は、理論上説得力のあるケーススタディーで補

足する必要がある。本項では北米のカナダの経験

を深く掘り下げる。カナダは移民の歴史を持つ国

であり、多文化社会であり、より拡大的なモデル

を採用している。

カナダは、移民と民族多様性と多文化主義政策

と福祉国家の関係性の、興味深いテストケースで

ある。カナダは世界有数の多文化主義国である。

人口の約 18％が移民で、先進国ではオーストラリ

アに次いで第 2位である。更に、英語圏とフラン

ス語圏が共存し、「ファースト・ネーション」とし

て知られる多様な北米先住民族が住む多民族国家

である。カナダの社会保障体制は多くの北欧諸国

ほど広範なものではないが、国家が米国よりも野

心的な社会的役割を果たしている。国民皆保険制

度や、再分配構造により基づいた所得保障制度を

取り入れている（Banting 1997年）。更に、1970年

代はじめから、表 1に示したように、一連の強力

な多文化主義制度を導入するなど、多文化主義の

申し子のような存在である（Kymlicka 1998年）。

これらの政策の主要な拠り所は当時から進化して

いると批評家たちは主張しているが（Abu-Laban

および Gabriel 2002年）、政策の中核的特徴は変

わっていない。そのためカナダは前述の中核的要

素を興味深い方法で統合させている。

ここでも我々は、市民の意識、特に民族と信頼

と社会制度の支持の関係性から論じてみたい。最

近の証拠は論文 2点である（Soroka、Helliwell、

Johnston 2006年、Soroka、Johnston、Banting
 

2006年）。これらの論文は二つの関連する命題、つ

まり「民族の多様性は隣人の信頼を損う」「これに

よって社会的再分配への支持が弱体化する」を検

証している。分析データには、人種的なマイノリ

ティーの意識に関するより完全な情報を入手する

ため、大都市圏におけるオーバーサンプルを含む、

特別な全国調査を用いた。分析ではそれ以外にも、

カナダ人が暮らす地域コミュニティーについての

情報（近隣の民族構成など）を入手するため、国

勢調査のデータも利用した。

調査では、最初の命題、「民族の多様性は隣人の

信頼を損う」を検証するため、「財布についての質

問」として知られる、信頼感の度合を測定するた

めの画期的な手法を採用した。回答者は次のよう

にたずねられる。「100ドルの入った財布をなくし

たとします。それが［隣人/警察官/食料品店の店
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員/見知らぬ人］によって発見された場合、中の 100

ドルが残っている可能性はどれくらいでしょうか 」。

この測定手法は、カナダ人の暮らす近隣地域の民

族の多様性と、彼らが隣人に対して抱く信頼感の

水準との緊張関係を、明らかにするものである。

図 3が示すように、近隣地域における少数派の存

在が目立つほど、信頼水準に影響を及ぼすその他

の要因（経済的福祉、教育、性別、年齢など）に

おいて多数派が支配的である場合でも、彼らが抱

く信頼水準は低下する。それとは反対に、人種的

なマイノリティーの信頼水準は、多数派がきわめ

て支配的な場合低下する。近隣地域の民族の多様

性が進むと、信頼水準は高まる。この二本の線は、

人種的なマイノリティーの比率が約 60％に達する

と交わる。この水準を超えると、人種的なマイノ

リティーの平均的な回答者は、「多数派」よりも他

人を信頼するようになる。したがって、多様な人

種間において信頼を維持するのは、最も多文化主

義の進んだ国においてですら、困難なのである。

この点は米国の事例の場合と同様である。

しかし多くの研究者は、個人間の信頼水準が低

下すれば再分配の支持も必然的に低下すると仮定

して、単にここで分析を止めてしまう。しかしこ

の仮定は、少なくとも直接的には真実ではないこ

とが判明している。本調査では、信頼水準の測定

以外にも、特定の社会制度について一連の質問を

行うことによって、回答者が福祉国家をどれくら

い支持しているのかを探った。データを分析した

ところ、民族性や近隣地域の民族の多様性と、社

会制度の支持との間には、事実上何の関係性もな

いことが判明した。この調査結果は多変量分析を

支持するのである。社会的支出の支持にすべて影

響を及ぼす、所得や性別、年齢といった要素と比

較すると、民族性や回答者の近隣地域の民族構成

は、事実上ないも同然である。更に、一定の関係

性の兆候がある場合、再分配の支持率が低いのは、

多数派においてではなく少数派においてである。

再分配の受益者が「見知らぬ人」だという理由で、

多数派が再分配に反対しているという証拠は存在

しない。証拠は準備段階であり、調査プロジェク

トは今なお進行中であるが、多様性と再分配の二

律背反を裏付ける証拠はいまのところ見られない。

カナダの社会保障政策と多文化主義政策の政治

は、この基本的見解に沿ったものである。福祉国

資料：Soroka、Helliwell、Johnston（2006年）

図３ カナダにおける民族性と個人間の信頼水準
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家としてのカナダは、1980年代から 90年代にかけ

て確かに強い圧力を受けた。更には度重なる政策

変更によって、戦後導入された社会制度は再編さ

れ、一部は弱体化した。しかし、こうした再編の

主な圧力となったのは、1980年代から 90年代はじ

めにかけてのグローバリゼーション、技術革新、

人口高齢化、カナダ政府の脆弱な財政基盤、なら

びにより保守的な政治イデオロギーへの傾斜であっ

た。このように、カナダの事例は一般的な欧米諸

国の事例とは異なる。そして民族の多様性または

多文化主義政策が緊縮政策に大きく貢献したとい

う兆候は見つかっていない。

カナダの場合、人種の多様性は社会保障政策を

規定する要因ではない。カナダに到着後間もない

移民は定住サービスや言語研修を提供される。し

かし、生活保護受給者や貧困層が、より一般的に

は、言語、民族、人種の面で目立つことはない。

その一方で、将来に関して危険な兆候があること

は認めなくてはならない。従来移民はカナダ経済

に比較的早く溶け込み、その貧困率は 10年程度で

全国水準を下回るのがふつうであった。しかし、

1990年代から 2000年代はじめにかけて到着した移

民たちは、過去の移民たちほど経済的成功を享受

していない。経済的統合の原動力が停滞したまま

で、移民たちが社会支援やその他の給付に依存す

るようになれば、社会保障政策も変化するであろ

う。しかしこれまでのところ、一般に、貧困層が

特定の人種または民族に特有のものであるとは見

なされていない。多文化主義政策に対する非難が

続いているという証拠も存在しない。多元的政治

に見られるように、多文化主義制度は活発に議論

されることが多い。しかし、カナダの多文化主義

政策への支持はいまもかなり安定していることが、

世論調査の結果からわかっている。基本的な多文

化主義モデルを後退させようという一致した試み

は見られず、多文化主義政策が福祉国家に真剣に

取り組む政治勢力を弱体化させるという証拠はほ

とんど存在しない。

最後に、これは注目すべき点であるが、カナダ

で再分配が果たす役割は、数多くの福祉制度が再

編されたにもかかわらず、ほかの多くのOECD諸

国ほど急激には弱体化していない。図 4はこの点

を実証している。1970年代には市場の不平等は比

較的安定していた。それがほかの多くの諸国と同

様、1980年代から 90年代にかけて増大した。しか

しながら、総所得の分配（政府移転収支を含む）

と可処分所得（税金、譲渡税、直接税を含む）は

はるかに安定した。1990年代末には可処分所得に

おける不平等が拡大したが、過去 20年間における

変化は、米国、イギリス、フランスなどのOECD

諸国にくらべると、はるかに小さい。更に、2004

年の可処分所得における不平等は、多文化主義政

策への移行が開始した 1971年よりもわずかに高い

だけに過ぎない。つまりカナダの事例は、「人種の

多様性の増大、または正式な多文化主義政策の採

用は、戦後福祉国家を建設した際に確立された再

分配水準を陳腐化した」という命題を立証するも

のではない。

結論

冒頭でも述べたとおり、欧米の民主主義諸国が

直面している切実な課題の一つは、多様化の進む

社会でコミュニティーの絆をいかに維持強化して

いくかである。民族の多様性と連帯との間に摩擦

の可能性があることに疑いはない。社会科学者の

指摘を待つまでもない。テレビには、民族や人種

に対する不寛容を示す、あまりに数多くの証拠が

映し出されている。更に、福祉国家からの脱落と

いう疑う余地なき可能性も存在する。それでも我々

は均衡を維持しなくてはならない。利用できる調

査基盤が限られていることを考慮し、早計な判断

は控えなくてはならない。

本稿に概要を示した証拠が示しているのは、民
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族の多様性と多文化主義政策と再分配の関係性は、

現代の論文が示すよりもはるかに複雑だというこ

とである。多国家間の証拠が示す方向性はまちま

ちである。移民の多い欧米の民主主義諸国は、そ

れ以外の諸国に比べて、福祉国家の維持・発展が

困難だったわけではない。とは言うものの、社会

の変化のペースが重要であるように思われる。移

民社会が急成長した諸国は 1970年から 2000年に

かけて社会的支出の伸びが鈍化した。しかし、一

部の批評家の懸念をよそに、健全な多文化主義政

策の採用が緊張関係を体系的に増幅させ、福祉国

家を更に弱体化させたわけではない。こうした多

国間に見られる広範なパターンには、多くのさま

ざまな事例がある。米国およびカナダの対照的な

パターンは、多様性と認識と再分配の間に幅広い

均衡を保つことが可能であることを示している。

この分野について我々が入手している確実な情

報に限りがあることから、一国の事例が主要な事

例、つまり現在の諸問題の本質をとらえていると

みなされる恐れがある。多くのヨーロッパ人にとっ

て、米国は典型的な多文化主義国であり、移民と

民族の多様性と再分配の関係性を示すテストケー

スである。これは単純な事例が誤解を招きかねな

い分野である。ここでは歴史と伝統がものを言う

のであり、米国には人種関係において際立った歴

史がある。輸入されてきた奴隷の子孫たちが重要

な少数派を形成しているという例は、ほかの欧米

の民主主義国にはない。米国以外の諸国は、単に

米国の拡大版、あるいは場合によっては縮小版と

いうわけではないのである。

このような状況では、多様な事例、多様性と再

分配の異なる関係性を示す、さまざまな事例を明

らかにすることが重要である。カナダは明らかに

この対照的な事例である。しかし事例は楽観的な

ものではない。民族の多様性と個人間の信頼に再

び緊張関係が生じている。つまり現実は、多様性

を軽々に称揚するほど楽観的ではないのである。

過去 15年間に移民が直面している経済的問題によ

り、将来が懸念されている。社会的統合のその他

の側面（帰属感、人種差別の認識、アイデンティ

ティー）について最近行われた研究は、重大な疑

問を提起している（Banting、Courchene、Seidle

資料：カナダ統計局資料

図４ カナダにおける所得格差（ジニ係数：1971年～2004年)
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2007年）。それでもなお、カナダにおける市民の意

識についてこれまで検証してきた証拠は、「民族の

多様性は社会制度の支持を必然的に弱体化させる」

という主張を証明するものではない。更に、カナ

ダ政治の進化は、移民、多文化主義政策、社会的

再分配は、政治的均衡の安定化に貢献できること

を示している。

このカナダの事例は、異質性と多文化主義、福

祉国家には、さまざまな関係性がありうることを

強く示すものであり、これは有望な兆候である。

更に、さまざまな諸国において何とかして均衡を

崩そうとする、多様性と再分配との間に介入する

要因の理解を目的とする、切実な研究課題をも提

起している。最後に、これらの事例は、政治的選

択よりも可能性を提起するものである。多文化主

義の福祉国家の未来をめぐる、不穏さを増す一方

の議論における、唯一楽観的な見解なのである。
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注

1) 同研究チームのメンバーは，Keith Banting，Will
 

Kymlicka（クイーンズ大学），Richard Johnston（現

ペンシルベニア大学），John Helliwell（ブリティッ

シュ・コロンビア大学）Stuart Soroka（マギル大

学）．

2) この他に，米国については，シンポジウムでは，

報告の元になった論文とは別に配布された資料に

基づいて報告が行われた（訳者注）．

3) 我々は，別の分析において，更に別の要因（人口

1人当たりの GDP，失業率，労働組合組織率，キ

リスト教民主主義および極右政党の勢力など）に

ついてもコントロールしているが，基本となる結

論に違いはない（Soroka，Banting，Johnston 2006

年）．
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はじめに

カナダの公的医療制度は、全国民に共通に適用

され、税金によってまかなわれている。この制度

は、1972年以来カナダ全土に適用されているが、

その全国的普及に先立ち 30年以上もかけて政治的

議論を重ね、段階的に導入されたものである。こ

の制度は、国民全体を対象とするので、国民医療

制度と呼ばれることもあるが、カナダでは、その

法律名に従い「メディケア」と呼ばれる制度であ

り、概して順調に機能している。世界保健機関

（WHO）による 2000年の各国医療制度に関する評

価で、カナダは「健康達成度」で世界 7位にラン

クされているが、一方で「総合成績」では 30位と

いう結果が出ている（WHO 2000)1
)。カナダの医

療制度は、カナダ政府の地方分権的な構造を反映

しており、政府部門による支出の大半を州政府が

担っている。連邦政府は、保健医療における地域

的な平等の確保に努めている。

カナダにおける 2007年の医療費総額は 1,603億

カナダドル、対国内総生産（GDP）比にして 10.6％

であった。これは、日本（8.0％、2004年）より高

く、米国（15.3％、2005年）より低い、相対的に

見て中程度の水準の支出であると言える（OECD
 

2007）。また、医療費における公的負担率は 70％で、

日本の 82％よりかなり低く、米国の 45％よりは高

い（OECD 2007）。

世論調査によれば、カナダ国民は同制度に満足

している傾向が強く、60％以上の人々が同制度を

信頼していると答えている（Schoen et al 2007；

Soroka 2007）。カナダ人はメディケアを高く評価

し、カナダという国を特徴づけるもののひとつと

している。世論調査でも 85％の人々が、公的医療

制度を廃止すれば、カナダという国が「根源的に」

変容するだろうと答えている（Soroka 2007）。一

方で、73％の人が、英語とフランス語の二つをカ

ナダの公用語とするのをやめたとしても、そのよ

うな根源的な変化は起こらないとしている。国民
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カナダにおける保健医療の財政基盤：その歴史と課題

ジェームス・H・ティエッセン

■ 要 約

カナダの公的医療制度は、税財源で運営され、全国民に共通に適用されている。この制度の導入は、さまざまな政治的議

論を経て、段階的に行われた。その結果、カナダの医療制度への国民や国際的な評価は高い。本論文では、カナダの地方分

権制度と医療との関係について概観した後、国民医療制度（メディケア）の導入過程での連邦政府と州政府との関係につい

て見ていく。カナダの医療費の財源構造について、連邦政府、州政府、民間支出などの各主体から論じるとともに、カナダ

が直面している主な問題について、公平性、財政の持続可能性、改革の可能性の点から検討を加える。
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は、公的医療制度の将来的な持続可能性（Soroka
 

2007）や変革の必要性（Schoen et al 2007）につ

いて、真剣に受け止めているのである。

2004年に行われたカナダ放送協会（CBC）の世

論調査では、「最も偉大なカナダ人」にトミー・ダ

グラスが選ばれた。ダグラスは、1940年代から 60

年代にかけて、地元サスカチュワン州で公的医療

制度プログラムを導入した人物であり、“メディケ

アの父”として果たした役割を評価されたのであ

る2)。

本論文ではまず、カナダの地方分権的な政治構

造について、概観する。その後は、連邦政府と州

政府とがどのように連携して、カナダの国民医療

制度（メディケア）を導入し、維持してきたかに

ついて概略を紹介する。公的財源や民間からの支

出を組み合わせた現在の財源構造を解説し、そこ

から、カナダの政策決定者たちが直面する主要問

題について検討を加える。カナダ国民が十分なサー

ビスを受け続けることができるような医療制度を

確保・維持するために、どのように取り組むべき

か、結論を導き出したいと思う。

カナダの地方分権制度と医療

カナダは 10州から成り、その歴史を通じて、州

政府が医療、教育、福祉プログラムに関して主た

る責任を担う、地方分権制に基づく国家を築いて

きた。これらの政策分野における連邦政府の主な

役割は、最低限の基準を明確にすること、そして、

財政移転を通じて、これら医療・教育・福祉サー

ビスへの公平なアクセスをすべての州および 3つ

の準州3)で確保することにある。

カナダの地方分権制は、政府予算の総額に占め

る地方政府（州および市町村）と中央政府の割合

にも如実に表れている。2001年には支出で 57％、

収入で 50％を地方政府が占めていた。OECD諸国

の財政を比較検討したジュマールとコングストラッ

ドの研究（Joumard and Kongstrud 2003）によれ

ば、カナダのこのような財政構造は、支出の相対

的割合においてデンマークに似ていると言うこと

ができる。しかし税収の面では、カナダに最も近

いのはスイスで、地方政府が政府総収入の 40％ほ

どを占めている4)。医療については、カナダでは医

療支出の 90％以上を州政府が直接負担している。

それでも、各州の医療政策は、連邦レベルの政策

によって制限を受けている。

カナダ連邦政府および州政府それぞれの権力と

責任については、1867年に初めて憲法に規定され

て以来、公式・非公式な形で進化と変遷を遂げて

きた。連邦政府が管轄する主要分野は、防衛、金

融・通貨制度、外交、雇用保険、そして刑法など

である。連邦政府は、また、財政が厳しい州に対

して、財政力平準化のための一般交付金や政策プ

ログラム関連の特定補助金を提供し、どの州でも

裕福な州と同等な社会サービスを提供するための

財源を確保できるよう調整を行う。

カナダの建国以来、連邦政府は財政力平準化の

ための補助金を交付し続けてきたが、このような

制度が正式に法制化されたのは 1957年のことで、

1982年の憲法改正によってカナダ憲法に明記され

ることとなった。これに対して州政府は、州内の

市町村に関する事務のほか、州民の医療、教育、

福祉を保障する責任を負うこととなった。

国民皆保険制度の確立

カナダが建国された当時、医療は、公共支出や

政策課題としてさほど重視されていなかった（Bant-

ing and Boadway 2004）。憲法によって病院に対

する監督権が州政府に付与されたものの、医療全

般に対する関心は限定的なものであった。しかし、

やがて医療が重要性を増してくるにつれ、連邦政

府および州の関係機関は、当初の憲法からの解釈

や司法判断などのほか、正式な法改正を通じて対

カナダにおける保健医療の財政基盤：その歴史と課題
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応することになった。本論文中、後出の解釈では、

州の機関に加え、医療従事者や民間保険会社も監

督権の対象として加えている。これらのプロセス

と並行して、政策的優先課題への取り組みを支え

るため、連邦政府と各州政府との間に財務関連の

協定が結ばれていった。

1930年代を通じて、各州では公的医療制度につ

いての研究を開始した。中でもブリティッシュコ

ロンビア州では、公的医療制度の要素を取り入れ

たいと、州側から提案を行っている（Tuohy 1999）。

第二次世界大戦が始まるころには、連邦政府も独

自に公的医療制度研究に着手していた。そして1942

年、「医療保険に関する省庁間諮問委員会（Interde-

partmental Advisory Committee on Health Insur-

ance）」（通称ハーガティ委員会）により、州政府は

連邦政府から財政上の支援を得て、全州民が加入

する公的医療制度を確立するべきであると提言す

る画期的な報告書がまとめられた。この報告書で

提案された内容の大半は、これに続いて 1944年に

まとめられた特別委員会報告でも、支持・再提案

され、1945年、社会政策イニシアチブに関する連

邦・州会議で討議にかけられた。両委員会は、英

国のビバレッジ卿の研究から影響を受けている5)。

このように 1944年当時、国民健康保険タイプの

公的医療制度導入に関する提案は広く支持を集め

ていたにもかかわらず、連邦の政治的勢力図には

変化が現れてきており、ときの政権を握っていた

自由党は、大々的な改革の導入を避けるようになっ

た（Tuohy 1999;Banting and Boadway 2004）。

加えて、1945年の会議でも、続く 1946年の会議に

おいても、各州と連邦政府は、合意に到達するこ

とができなかった。その結果、全国規模の包括的

な計画を実施するのではなく、25年もかけて徐々

にメディケアを導入していったのである。

1947年、最初に西部のサスカチュワン州で公的

な入院費負担保険が導入され、これに続きブリ

ティッシュコロンビア州およびアルバータ州でも

同様の制度が成立した。1948年には連邦政府でも

進展が見られ、病院建設や公衆衛生活動のプログ

ラムに対する財政支援が行われた（Tuohy 1999）。

連邦・州政府間協議の結果、1957年、病院保険お

よび診療サービス法（Hospital  Insurance and
 

Diagnostic Services Act）が成立、同プログラムの

費用は連邦と州政府が分担することとし、1958年

から 1961年までの間に、すべての州が加入した。

さらに 1960年代の初めには、カナダ全人口の半数

近くが、外来治療についても適用される保険に加

入するようになった。これらは企業の雇用主が提

供する保険で、民間の営利的な保険会社が運営す

るものもあれば、非営利的な保険制度もあった

（Tuohy 1999）。

1960年代を通じて、公的医療の範囲は拡大され

ていき、1962年、再びサスカチュワン州を皮切り

に、入院治療以外でも医師による治療が適用範囲

に含まれるようになっていった。これらのイニシ

アチブに続いて、ホール委員会（Hall Commission）

による大々的な全国的研究に基づく提言が発表さ

れた。

国民皆保険制度の実施には、医師会が激しい抵

抗を示したものの、1966年後半、連邦政府は医療

法（Medical Care Act）の導入に踏み切った。こ

れにより、医学的に必要な医療であり、かつ、⑴

公的な運営、⑵包括性、⑶普遍性（全州民への適

用）、⑷ポータビリティ性の 4つの条件を満たすも

のであれば、連邦政府からの満額の医療費補助が

行われることになったのである。⑷のポータビリ

ティ性とは、カナダ国民がある州から別の州に引っ

越しても、医療制度間の移行が自由に行えること

を意味する。州民一人当たりの平均医療費の 50％

について、連邦からの財政移転が約束されたこと

から、各州も参加を決断しやすかった。こうして

1968年から 1972年にかけて、カナダ全土の州およ

び準州がメディケアの実施に踏み切った。

医学的に必要な」サービスには、ほとんどのヘ
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ルスケアが含まれたものの、歯科治療、医薬品、

メガネそして人工装具は除外された。これらのサー

ビスについては、個人負担もしくは規模は縮小さ

れたがメディケア導入後も運営を続けていた民間

の医療保険でまかなわれた（Tuohy 1999）。各州で

は、自己負担を患者に請求することはなかった。

というのは、連邦政府からの財政移転は州の支出

に基づいて行われていたため、患者への自己負担

の請求は、州政府にとって利益がなかったからで

ある。

医療制度の維持

公的医療制度の実施以来、連邦政府と州政府は

補助金の提供に関する一連の協議を重ねてきたが、

近年では、制度運営の状況が協議の議題として取

り上げられている。全体の傾向として、メディケ

アの導入当初、連邦政府は積極的に費用を負担し

て各州におけるプログラムの立ち上げを支援した

が、1970年代前半の導入初期以降は、以前ほど容

易に補助金を提供しなくなった。それは、制度導

入期から、制度を維持する段階に入ったためであ

る（Banting and Boadway 2004）。カナダの医療

財政に関する主な動きは表 1の通りである。

連邦政府は、1966年の医療法に定められた 4条

件に適合している限り、州の医療費支出に対し同

額の補助を行うことで、州政府がそれぞれの州に

おける医療費をまかなうことができるようにした。

表１ カナダ医療財政に関する主な動き

年次 法・制度名 内容 財政関連事項

1966年 医療法（Medical
 

Care Act）

連邦政府が、全国民に適用される公的医療制

度（国民皆保険制度）を導入。1968年から 72
年の間にすべての州で同制度が採択された。

「医学的に必要な」専門サービスに対して、連

邦政府から補助金を受けるための4つの条件：

公的な管理、包括性、普遍性、ポータビリティ

性が確保されていること

連邦政府は州民一人当たりの

平均医療費の 50％を負担

1977年 制度財源調達法

（Established
 

Programs
 

Financing：EPF）

連邦政府は資金提供のしくみを、医療および

高等教育への資金をひとまとめに提供する「ブ

ロック補助金」へと変更

1975-76年実績を基に、国民総

生産（GNP）および人口増加

率を考慮して調整を行い、50％

を負担

補助金の50％は税源移譲の形

で（所得税の 13.5％、法人税

の 1％）を連邦政府から州政府

の財源へと移転

1984年 カナダ保健法

（Canada Health
 

Act：CHA）

前述の 4条件に加え、「適切なアクセス性」を

追加

自己負担を請求を許した州に

はペナルティを課す規定を導

入

1995年 カナダ医療社会福祉

交付金（Canada
 

Health and Social
 

Transfer：CHST）

EPFの項目に社会福祉を追加 定率補助金ではない。43％が

医療費へ

財政移転総額を減少させ、各

州による柔軟性を増大

2004年 カナダ医療補助金

（Canada Health
 

Transfer：CHT）

医療向け資金をCHSTブロック補助金から分

離

州による透明性および説明責

任の確保を目的とする
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これに加え、ほかの種類の財政移転も手伝って、

カナダ全土のすべての州でほぼ同レベルの医療を

提供できるようになった。しかし、1970年代に入

ると経済が減速し、連邦政府は各州からの資金需

要を抑制する必要が出てきた。これは、州政府の

支出の共同負担責任という理由から、とりわけ重

要であった。つまり、医療費分担政策とは事実上、

各州が税収により自ら調達した資金 1ドルにつき

2ドルずつ使うというもので、残る 1ドル分は連邦

政府が負担するしくみだったからである。

これに対処するため、連邦政府は「制度財源調

達法（Established Programs Financing：EPF）」

を導入した。この新しい方法では、医療費と高等

教育向けに支払われていた補助金とを組み合わせ

て「ブロック補助金」とし、各州が自らの判断で

配分することができるようにした。また、この新

制度では、財政移転の半分だけが現金で提供され、

残りの半分は税源移譲という形で提供された。す

なわち、連邦政府が徴収する所得税を 13.5％、法

人税を 1％減らし、州政府が徴税する割合をその分

だけ増やしたのである（Department of Finance
 

2007a）。こうした変更の結果、州政府にとっては

柔軟な支出を行うための自由度が増し、一方の連

邦政府は、医療費などの社会保障費を援助する将

来的な負担を軽減することができた。

EPFの影響のひとつに、州政府には自己負担の

追加請求を阻止する理由が無くなったという点が

挙げられる。この追加請求とはすなわち、医者が

州政府に対し請求する医療費点数に加えて、別途

患者に対し追加料金を請求することをいう。麻酔

専門医など特定の専門医の間では、このような請

求を行う傾向が強い。しかし、このような慣行に

対しては、多くの市民の間で反発が強かった。ま

た、州ごとに傾向に差があり、とりわけアルバー

タ州ではこのような慣行が顕著に見られた。

1984年に制定されたカナダ保健法（Canada
 

Health Act：CHA）によって、この医療制度の本

質を堅持しようとする連邦政府の姿勢が明示され

た。ほかの措置に加え、CHAにより、連邦政府に

よる補助金を受けるための 5つ目の条件、すなわ

ち「（医療への）適切なアクセス性」という基準が

盛り込まれた。つまり、政府が保証するサービス

に対し追加料金を請求することは、患者にとって

のアクセスしやすさを制限するものであるとみな

したものである。連邦政府は、各州に対し追加請

求額の報告を求め、それと同額だけ連邦補助金支

給額を差し引くという措置を通じて、この新たな

条件の施行を徹底した。これにより、各州は順守

のための行動に出ざるを得ず、それぞれの管轄圏

で追加料金請求を取り締まった。

1990年代初めの不況により、連邦政府の財政難

に拍車がかかり、GDPの 4％ から 5％に上る赤字

を出し続けた結果、1995年、政府債務残高が GDP

の 45％にまで到達した。当時の自由党政権は、支

出の抑制に取り組み、とりわけ各州への移転額を

削減しようとした。

このようなコスト抑制政策の下、1995年、カナ

ダ医療社会福祉交付金（Canada Health and Social
 

Transfer：CHST）と銘打った医療財政改革が実施

された。連邦政府は、それまで社会福祉プログラ

ム向けに提供されていた補助金を、1977年に設け

られた EPF（医療・高等教育）補助金ブロックと

統合したのである。こうして、州による資金配分

の柔軟性はさらに増大した。以前のような定率補

助金ではなく、補助金の使途については、明らか

に過去の支出を基準としてはいたものの各州の自

由裁量に任されることとなった。その反面、すべ

てのプログラムを合計した財政移転の総額は、削

減された。

支出を抑制しようとする連邦政府の固い決意と

経済成長により、1997年以降は一貫して黒字財政

が続いており、2007-08年度には債務残高も GDP

の 30％にまで減少した（Department of Finance
 

2007b）。財政的に余裕が生まれてきたことから、
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連邦政府は医療に関する国民の懸念に応え、再び

積極的に医療分野にかかわるようになった。連邦

政府は、二つの大規模な研究を行い、Romanow

（2002）とKirby（2002）の二つの報告で医療に関

する選択肢の検討結果がまとめられた。

これらの報告を基にした、連邦・州政府間会議

が 2003年および 2004年に開催された。この会議

の主眼は、医療保健システムパフォーマンスの透

明性および州政府による説明責任の向上と引き換

えに、連邦からの補助金を増額することであった。

2003年の会議の結果「医療改革に関する州首相協

定（First Minister’s Accord on Health Care
 

Renewal）」が合意され、連邦補助金が増額された。

これにより、医療改革交付金（Health Reform
 

Transfer）についても合意され、5年間にわたり、

在宅医療、プライマリーケア、医薬品費の一部負

担などを目的として合計 160億ドルが提供される。

新設されたカナダ医療審議会（Canada Health
 

Council）が、各州の制度運営の状況（例えば手術

までの待機期間など）についてモニタリングを行

う。

2004年の会議では「カナダ保健協定（Canada
 

Health Accord）」が合意され、医療費の増大に対

応するため毎年 6％ずつ補助金を増やしていくなど、

今後 10年間にわたり連邦政府からの支援を強化し

ていくことが約束された。また、腰や膝の手術な

ど 5つの重要分野で待機期間を削減するために資

金提供が行われる。CHSTを再び「カナダ医療補

助金（Canada Health Transfer：CHT）」と高等教

育および社会サービスに当てられる「カナダ社会

補助金（Canada Social Transfer：CST）」という

二つの明確な区分に分けることで、説明責任が向

上した。

医療財源の確保

1990年以来、医療費への総支出は、平均して年

率 5.8％の割合で 増加の一途を辿っている。医療

費の 70.6％は公的財源によってまかなわれており、

残りは、前述の通り民間の医療保険を含めた民間

からの支出により構成されている。表 2に示すと

おり、医療のあり方を決定する上で連邦政府も重

表２ カナダにおける医療費支出総額（財源別）1975～2007年

（上段：10億カナダドル、下段：％）

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2007年

公的 9.30  16.83  30.09  45.44  52.72  69.27  99.08  113.03
(76.2) (75.5) (75.5) (74.5) (71.2) (70.5) (70.1) (70.6)

州政府
8.71

(71.4)
15.79
(70.8)

28.20
(70.8)

42.47
(69.6)

48.94
(66.1)

63.64
(64.8)

90.75
(64.2)

103.83
(64.8)

連邦政府

(直接支出)
0.40
(3.3)

0.58
(2.6)

1.16
(2.9)

1.97
(3.2)

2.67
(3.6)

3.61
(3.7)

5.29
(3.7)

5.75
(3.6)

市町村
0.07
(0.6)

0.23
(1.0)

0.27
(0.7)

0.36
(0.6)

0.39
(0.5)

0.69
(0.7)

1.07
(0.8)

1.21
(0.8)

労災等の

社会保険
0.12
(1.0)

0.23
(1.0)

0.46
(1.2)

0.64
(1.1)

0.72
(1.0)

1.33
(1.4)

1.97
(1.4)

2.24
(1.4)

民間
2.90

(23.8)
5.46

(24.5)
9.75

(24.5)
15.58
(25.5)

21.29
(28.8)

28.99
(29.5)

42.17
(29.9)

47.10
(29.4)

総数
12.20

(100.0)
22.30

(100.0)
39.84

(100.0)
61.02

(100.0)
74.00

(100.0)
98.26

(100.0)
141.24
(100.0)

160.13
(100.0)

注：＊ 推計値

資料：CIHI 2007a
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要な役割を果たしているにもかかわらず、連邦政

府による直接の支出は全体の 3.6％でしかない。州

政府からの支出は全体の約 65％を占めており、公

的支出の 92％を占めるに至っている。支出の約 2％

が労災等の社会保険から、1％が市町村から支払わ

れている。民間からの支出は、主に民間の医療保

険からの給付と家計からの支出である。

各分類別の支出割合は、これまで大きく変動し

てきた。公的支出の割合が 1975年の 76.2％から

1995年には 71.2％まで低下した点が注目されるが、

その後はおおむね安定的に推移している。州政府

による負担も 1975年の 71.4％から、2007年には

64.8％まで低下している。その一方で、民間による

支出割合が上昇している（同期間中に 23.8％から

29.4％に増加）。また、連邦政府（直接支出）・市町

村・労災等の社会保険が占める割合の合計も約 5％

から約 6％へと若干の伸びを示している。次に、財

源別の支出の性質について概観したい。

連邦政府

連邦政府による支出の割合は低くとも、実際の

貢献度は決して小さくはない。というのは統計値

には、「支払い責任」に基づく直接支出しか反映さ

れていないからである（CIHI 2007b）。連邦政府に

よるこの直接支出は、先住民および退役軍人向け

医療保険、研究、保健情報、その他の公衆衛生イ

ニシアチブなど、一定のプログラムの運営に利用

されている。

統計では、連邦政府が医療補助金や平衡交付金

として州政府に対して行った財政移転が、州政府

の支出として計上されている。連邦政府による実

際の貢献額を割り出すには複雑な計算が伴う。と

いうのは、連邦から州・準州への財政移転は、5つ

の主要なプログラムを通じて行われているからで

ある。カナダ医療補助金（CHT）、カナダ社会補助

金（CST）、医療改革交付金、平衡交付金（Equaliza-

tion）、そして準州交付金（Territorial  Formula
 

Funding：TFF）である。連邦政府が出し惜しみし

ているとする州側からの再三の指摘を受けて、財

務省が計算したところ、2004年における公的支出

に占める連邦政府支出の割合は、約 40％と算出さ

れた（Department of Finance 2004）。

より最近のデータに基づき控えめに見積もった

結果も、この数値を裏付けている。連邦政府によ

る 2007年の直接支出は 60億ドルであった。医療

財源としてしか利用できない医療補助金（CHT）

は、2007-08年度には現金 220億ドル、税源移譲 130

億ドルで、合計 350億ドルであった（Department
 

of Finance 2008）。これに加えて、前述の医療改革

交付金は臨時対策であるが、5年間で 160億ドルが

予定されており、一年につき約 30億ドルの支出と

なる。

2007-08年度の平衡交付金は合計 349億ドルに

達し、その他にカナダ社会補助金（CST）も州政

府に交付されている。これらの補助金も一部医療

に振り向けられているが、その額を割り出すのは

困難であるため、ここでは計算に含まれていない。

それでも、2007年の連邦政府による直接支出、

医療補助金（CHT）および医療改革財政移転を合

計すると 440億ドル、すなわち公的支出の約 39％

に達するのである。こうした連邦政府による支出

の分担に支えられ、各州はカナダ保健法が連邦政

府からの支援を得る上で求める 5つの条件を確保

することができたのである。しかし、ここにも議

論の種はある。税源の移譲を受けて 30年後の現在、

州政府はもはやこれを州独自の収入源とみなして

おり、その分だけ連邦政府の貢献度は差し引いて

考えるべきだというのである。また、平衡交付金

を医療費に使うべきではないとも主張している。

こうした財源を除外すると、連邦政府が占める割

合は 27％となる。
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州政府

既に述べたように、資金を供給して、州民に医

療サービスを提供する主たる責任は州政府が負う。

州政府は連邦政府からの補助金と州の収入を組み

合わせて、そのための資金に当てている。州の収

入源は、主として州民の所得税および消費税であ

る。

アルバータ、ブリティッシュコロンビア、オン

タリオの 3州には、医療財源だけに割り当てられ

る「医療税」（healthcare tax）というものがある。

医療税には州によって幅があり、オンタリオ州で

は一家族につき年間 900ドルくらいだが、ブリティッ

シュコロンビア州では 1,200ドルを超える。この医

療税によって、オンタリオ州における医療費の約

7％が、またブリティッシュコロンビア州では 12％

がまかなわれている。オンタリオ州で医療税が導

入されたのは 2004年、前政権から負債を引き継い

で新政権が誕生した年である。一般税の増税に対

して州民の批判が強い中、医療だけに割り当てる

特別税なら受け入れやすいのではないかという政

治的計算が働いたのである6)。

連邦政府から州政府に提供される医療補助金は、

前述の通り各州の人口や財力などに応じて決定さ

れる。このような方法を通じて、州ごとの財政力

や人口構造には大きな違いがあるにもかかわらず、

医療面における資金・供給・実績は、全国でほぼ

同等の水準を達成することができたと言える。表

3に示す通り、カナダにおける人口一人当たりの医

療費は平均で年間約 4,867ドルである。最も低いケ

ベック州では 4,371ドルで、カナダ全体の平均額を

10.1％下回っており、逆にアルバータ州の 5,390ド

ルが最高額で、平均より 10.7％高い。これに対し、

各州の支払い能力を一人当たりGDPに基づいて見

てみると、カナダの平均を 29％割り込むプリンス

エドワードアイランド州の 31,071ドルから、平均

を 61％も上回るアルバータ州の 71,102ドルと幅が

ある。

医療費に占める公的支出の割合は州ごとにかな

り異なる。オンタリオ州では 67％だが、サスカチュ

表３ 人口、高齢化率、医療費

人口

（2007
年、千

人）

1人当り国内

総生産(GDP)

(2006年、カ

ナダドル)

高齢化率

(2007
年、％)

医療費合計（2007年）

1人当り

合計（カナ

ダドル）

GDP
の割

合(％)

公的支

出割合

（％）

ブリティッシュコロンビア 4,380  41,835  14.1  4,713  10.9  71.5

アルバータ 3,474  71,102  10.4  5,390  7.3  74.0

サスカチュワン 997  46,603  14.8  5,179  10.6  77.8

マニトバ 1,187  38,081  13.6  5,250  13  75.4

オンタリオ 12,804  43,965  13.1  4,975  10.9  67.2

ケベック 7,701  36,965  14.3  4,371  11.3  71.7

ニューブランズウィック 750  33,832  14.5  5,070  14.3  69.9

ノバスコシア 934  34,243  14.8  4,850  13.6  70.8

プリンスエドワードアイランド 139  31,071  14.3  4,686  14.4  71.5

ニューファンドランド

およびラブラドル
506  50,234  13.9  5,011  10.0  76.6

カナダ全体 32,976  44,333  13.4  4,867  10.6  70.6

資料：CIHI 2007b,Statistics Canada
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ワン、マニトバ、ニューファンドランドおよびラ

ブラドルの諸州では 75～78％である。この違いは、

メディケアを補うものとして企業の雇用主が民間

の保険を提供しているかどうかに拠るところが大

きい。また、マニトバ州やサスカチュワン州で公

的支出の割合が大きいもうひとつの要因は、これ

らの州には先住民が比較的多く住んでいるためで

ある。先住民は、ほかの多くのカナダ人とは異な

り、医薬品費や歯科治療に関しても、連邦政府の

プログラムに基づく公的支出の適用を受けている

のである。

州による財政支援の一部を地域単位で実施した

ことにより、医療への資金供給の仕方に大きな転

機が訪れた。それ以前は、各病院に対し州政府が

総額予算を拠出するのが標準的であった。しかし、

1989年のケベック州を皮切りに、すべての州で、

より一体的なサービスを提供する地域保健局

（RHA）を設立する動きが始まった（Lewis and
 

Kouri 2004）。オンタリオ州が最後で、2005年にこ

のプロセスをスタートさせている。RHAは対象と

する人口にばらつきがあり、サスカチュワン州の

平均 77,000人から、ブリティッシュコロンビア州

の 839,000人やオンタリオ州の 885,000人まで幅が

ある。病院に対する財政支援は地域化されたもの

の、ほとんどの医師に対する支払いは、出来高払

い制に基づき、引き続き州政府が直接行っている。

カナダ保健法で義務づけられていない医療サー

ビスや製品が、どの程度、州ごとのプログラムの

対象となっているのかという点については、州の

間で差がある。最も大きな差があるのは、病院外

での医薬品の使用、歯科治療、理学療法、眼検査・

メガネなどである。しかし、人口の半数以上は、

こうした支出を民間保険でまかなっている。大半

の州では、社会扶助を受けている貧困層や民間保

険に加入していない高齢者に対しては、医薬品や

歯科治療に関して何らかの補助を行っている。ケ

ベック州民は、1997年に導入された政策に基づき、

医薬品への支払が補償される民間もしくは公的な

制度に加入することが義務づけられている。カナ

ダ保健法で保障されている以外のサービスや製品

を対象とする州別のプログラムについては、別途

保険料を徴収したり、一部自己負担が伴ったり、

また、免責金や共同保険料が設けられていること

が多い。

医療制度における労災等の

社会保険と（市町村レベルの）地方自治体

労災等の社会保険支出と市町村レベルの地方自

治体の支出が全医療費に占める割合は、二つ合わ

せてもわずかで、2007年においても 2％強に過ぎ

ない。前者による支出の主なものは、就業中に負

傷した従業者を支援する州の労働者災害補償委員

会による支出である。これらの支出は雇用主の負

担によってまかなわれ、業種別の「事故率」に応

じて給与の一定割合を拠出する義務が課せられて

いる（CIHI 2007b）。労災等の社会保険からの支出

には、前述の（民間保険非加入者を対象として医

薬品費を補償する）ケベック州の強制保険制度も

含まれている。この保険制度は、自営業者や民間

保険を提供していない組織の従業者が支払う保険

料を資金源としている。

後者として、市町村が直接支出する保健医療関

連費用もある。保健医療施設でのサービスや公衆

衛生、設備投資のための支出のほかに、ノバスコ

シア州、マニトバ州、ブリティッシュコロンビア

州の場合は、歯科サービスの一部も市町村が負担

している（CIHI 2007b）。

民間からの支出

民間からの支出は、カナダのメディケアの適用

対象外のサービスや医療品の支払いに当てられる

支出と定義される。
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医療費に占める民間支出の割合は、全医療費の

23.8％から、2000年には約 29％へと増加した。そ

の後は、医療費全体の伸びに伴って民間支出額も

増加し続けているものの、全体に占める割合はあ

まり変わっていない。民間支出に占める営利また

は非営利団体による保険からの支払いの割合は、

2005年には 40.9％に達し、1988年の 29.2％から大

幅に増大している（CIHI 2007a）。この間、民間支

出に占める家計支出額の割合は、1988年の 58.1％

から 2005年の 48.2％へと減少した。これを全医療

費に占める割合に換算すると、2005年、家計から

の支出は全医療費の 15％弱に相当した7)。

民間支出には、民間保険や家計からの支出のほ

かに、第 3の項目がある。「非消費」と呼ばれる項

目で、病院が診療以外から得た収入（駐車場代な

ど）や私的施設への資本支出、医療研究費などの

種々の資金がこれに該当する。民間支出に占める

当該項目の割合は、2005年は約 11％で、1988年の

約 13％より減少している。

民間支出のうち、最も大きな割合を占めるのは

医薬品で 34.2％（内訳は、処方薬が 24.9％、市販

薬が 9.3％）、次いで歯科治療（23.0％）、入院費（個

室代など、9.3％）、その他の機関への支払（介護施

設、精神科治療、慢性疾患治療など、9.0％）、眼科

治療（メガネ処方など、6.9％）、管理費（6.1％）、

研究費（2.3％）となっている（CIHI 2007a)8
)。

概して、上記の割合は過去数年間にわたってほ

とんど変化がないが、その絶対額は医療費の全般

的な増加に伴って増え続けている。例外は医薬品

である。医薬品の割合は、1990年時点で民間支出

の 29.9％であったのに対し、2007年には 34.2％と

なった。これは、処方薬の支出の伸びが大きかっ

たことを反映している。

民間の医療保険は、従業員福利の一環として雇

用主が提供することが一般的である。政府は、民

間保険制度を支援するため、雇用主が従業員のた

めに支払った保険料については課税していない。

カナダ保健法で定められた「医学的に必要な」

サービス以外のサービスを補償する民間保険ある

いは公的保険への加入者の割合にはばらつきがあ

る。2003年の調査によると、カナダ国民の 61％が

民間または公的な何らかの歯科保険に加入してお

り、また、79％が医薬品費にも適用される民間も

しくは公的な制度によって補償されていると報告

している（CIHI 2007b）。収入が少なくなればなる

ほど、パートタイムの従業員や失業者であるほど、

保険に加入していると答える割合が低い。

10州のうちの 6州（オンタリオ州、ケベック州、

ブリティッシュコロンビア州、アルバータ州、マ

ニトバ州、プリンスエドワードアイランド州）に

おいて、公的制度によって補償されるサービスを

対象とした民間保険の販売は禁止されている

（Flood and Archibald 2001）。これは、公的シス

テムと重複する民間システムの市場提供を禁ずる

ものである。この禁止令については、最近法廷で

争われている。1年以上にわたって人工股関節置換

手術の実施を待たされたケベック州のある患者と、

患者が長期の順番待ちを強いられているサービス

を提供するため、民間病院を開設しようとした医

師の訴えに基づいて、カナダ最高裁判所において

審理が行なわれた。その医師の名に因んで「シャ

ウリ（Chaoulli）事件」と呼ばれた裁判の結果では、

人工股関節置換手術や膝関節置換手術など、長期

の順番待ちが必要となる一定の治療について、人々

はそのための保険を購入することができるとされ

た（Day 2007）。

家計からの支出には、民間保険に加入していな

い人の医薬品、歯科治療、眼科治療などの支払が

含まれる。また、民間保険の加入者が支払う免責

金、一部負担金、共同保険料なども含まれる。2004

年の調査によると、医療費の負担の高さを理由に、

医師の診察を受けなかった（カナダ国民の 6％）、

医学検査や治療、フォローアップを断った（8％）、

処方された医薬品を購入しなかった（9％）と答え
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た者がいる（CIHI 2007b）。

カナダの医療における主要課題：公平性、

財政の持続可能性、改革

カナダの医療政策立案者は、すべての先進国が

抱えているのと同様の諸課題に直面している。つ

まり、ますます高まりつつある医療サービスに対

する需要に応えなければならない一方で、国内お

よび州内において均一なレベルの医療を提供する

ことが求められているのである。均一レベルの医

療という点に関しては、カナダは既に述べた通り

十分な成功をおさめており、各州で公平な資金供

給を実現してきた。アクセスやアウトカムについ

て言えば、州ごとの差異はあるものの、カナダ国

民は全般的にかなり公平な医療を受けていること

が、データから分かっている。

表 4は、州間で医療従事者の相対的な数にばら

つきがあることを示している。とりわけ看護師に

ついては、ばらつきが大きい。これらの差が生じ

る背景は、財政面での制約ではなく、むしろ医療

提供方法の相違によるところが大きい（Banting and
 

Boadway 2004）。州面積が最小のプリンスエドワー

ドアイランド州では 1,000人当たりの医師数がわず

か 1.44人であるのに対し、ノバスコシア州やケベッ

ク州は 2人以上である。財政的により裕福なブリ

ティッシュコロンビア、アルバータ、オンタリオ

といった州では、看護師数が少なくなる傾向があ

表４ 医療関連の人的資源および指標

医療関連の人的資源

人口 1,000人当たりの人数
1)

（2005年）

健康指標2)

医師 正看護師
平均寿命

（2004年）

健康状態が「非常

に良い」または「優

れている」とする

12才以上人口の

割合（％、年齢標

準化、2005年）

ブリティッシュコロンビア 1.99  6.50  80.9  64.4

アルバータ 1.88  7.97  80.2  67.3

サスカチュワン 1.56  8.63  79.3  64.9

マニトバ 1.79  9.56  78.9  66.4

オンタリオ 1.76  7.10  80.6  65.9

ケベック 2.15  8.37  79.4 
3)

58.6 
4)

ニューブランズウィック 1.72  9.99  79.7  54.4

ノバスコシア 2.18  9.32  79.1  64.4

プリンスエドワードアイランド 1.44  10.44  79.2  63.3

ニューファンドランド

およびラブラドル
1.93  10.68  78.5  64.2

カナダ全体 1.90  7.76  80.2  65.5

資料：1) Canadian Institute for Health Information (CIHI),2007b
 

2) Statistics Canada,2006、ケベック州については Statistics Canada,2004
 

3) 2001年

4) 2003年
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る。

健康に関する指標は、アウトカムにいくらか差

があることを示している。平均寿命は、ニューファ

ンドランド州の 78.5歳からブリティッシュコロン

ビア州の 80.9歳まで幅がある。自己評価による健

康状態では、ケベック州の平均値が最も低いのに

対し、年齢構成が最も低いアルバータ州が最も高

くなっている。

言うまでも無く、所得は重要な要因である。よ

り精密な指標を用いた最近の研究から、所得に起

因するカナダ国民の健康面での不公平性は、州間

の富裕度の差ではなく、州内における貧富の差と

相関があることが分かってきた（Jimenez-Rubio,

Smith and Van Doorslaer 2008）。それとは対照的

に、医療の利用度（すなわち診療回数や入院日数

など）に関する所得関連の不公平性は、州間の所

得格差と相関がある。これは、主としてケベック

州における差によって表れた結果である。以上の

ことから、カナダにおける地方分権制は、国内に

おける健康の公平性の実現にかなり成功している

といえる。

健康、より広く言えば社会的公平性に関する顕

著な例外は、カナダ人口の約 3.8％を占める（Statis-

tics Canada,2008）先住民に関連するものである。

すべての主要な健康指標において、当グループは、

カナダ国民の平均値を下回っている（Webster
 

2005）。例えば、2000年の先住民の女性の平均寿命

はカナダ全体の平均より 5.5年短く、男性について

は 8.1年の差がある（Statistics Canada 2005）。幼

児死亡率は、カナダ全体の平均の約 1.5倍となって

いる（Webster 2005）。こうした状況は単に医療制

度のみが原因ではなく、低収入、教育、社会問題

といった複合的な要因が絡んでいる。これは自殺

率がカナダ全体の 6倍に達するという点にも表わ

れている（Webster 2005）。

州政府にとって、医療財政の持続可能性は、2番

目に深刻な問題となっている。医療分野で必要と

される支出が州の収入の伸び率を超える速度で増

加を続けているためである。最近の好調な経済情

勢を背景に医療費の増額が実現されているが、ほ

かの優先分野からの予算転用が行われている。

2002年から 2005年にかけて医療費は年率 6.8％

で増加したのに対して、州政府の収入はあらゆる

レベルを合計しても年率 5.2％の伸びである（Statis-

tics Canada 2007）。医療費は州政府予算の約 40％

を占め、支出傾向に変化がなければ、医療費は 10

州中 7州において間もなく州政府予算の 50％を上

回ると予測されている（Skinner 2005）。将来にお

ける生産性を育成するために、本来なら教育に投

じられるべき予算が、今日生活する人々への医療

提供に使われてしまっていることから、今後のカ

ナダにとって深刻な影響を及ぼすと考えられる。

医療に関連した財政的圧力を受けて、深刻な「財

政的不均衡」が生じているとする議論が持ち上がっ

ている。連邦政府の資金調達力と、各州の責任の

下に提供する各種プログラムに伴うコスト、とり

わけ医療費の高騰との間には、現実的な乖離が生

じてきているとする者もあれば、見かけ上の不均

衡であるととらえる者もいる。この問題は、連邦

政府が健康、教育、社会プログラム関連の補助金

を削減した際に、全国的な大問題として顕在化し

た。しかし、そのルーツは、1977年、各州への財

政移転の大きな部分を「税源移譲」という形で移

譲した連邦政府の決断へと遡ることができる。か

つて移譲された税源について、州政府は、また国

民の大半も、連邦政府からの財政移転とはとらえ

ていない。事実上、もはや、州独自の収入源とみ

なされているのである。

財政的不均衡に関する議論は、地方分権制と医

療政策自体の性質ゆえに大きくなっている。医療

需要は決して満たすことができず、そのため国民

の不満は決してなくならないだろう。州政府は、

州の医療問題を連邦政府の財政支援不足のせいに

しがちである。2002年以降の経済成長が幸いし、
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また連邦政府の財政が健全なことから、より多く

の財政負担を求める州政府の不満に対処すること

が可能となっていたことは、既にその概要を述べ

た通りである。しかし、経済が周期的な景気後退

局面に入ると、連邦政府は、財政移転の伸びを抑

制せざるを得ないだろう。連邦政府の問題は、医

療問題の責めを負わされることが多い一方で、医

療サービスの提供に責任を負う者が州政府である

ため、実際に移転した資金に対して連邦政府の功

績がほとんど認められることがないというところ

にある。

カナダにおける第 3の医療関連問題は、改革で

ある。カナダにおいて大切にされてきた国民皆保

険制度の位置づけや地方分権制ゆえに、医療制度

を根本的に変化させるのは難しい。一部負担金を

活用した需要抑制、民間資本によるサービス供給

の増加、さらには類似した民間の制度の許可といっ

た政策案に関する議論はすぐに立ち消えになって

しまうが、他国の国民皆保険制度の多くはそうし

た要素を備えている。典型的な反応として、カナ

ダの隣国、米国における、より民間に依存した制

度が機能していない点がよく引き合いに出される。

さらに、こうした変化を実現しようとすれば、

財政面での根本的な変化にすべての州政府と連邦

政府が実際に合意しなければならない。例えば、

歯科治療を「医学的に必要な」サービスとしない

というのは不自然だ。

最後に、カナダでは、制度設計上、医師に大き

な裁量権を与えており、医師はサービスの対価を

受けとり、治療内容についての制限はほとんどな

い。効率化を図るために規制当局の権限を拡大す

るような改革に、医師たちが協力するとは思えな

い。州政府が一部で推進した医療サービス提供な

どの地域単位化において実際にあったことで、多

くの場合、医師たちを除外していた。

結語

カナダの政治構造が、基本的には州が主体となっ

て提供する国民医療制度を生み出した。しかしこ

の制度においては、連邦政府が財政的影響力を活

用することで重要な役割を演じており、州政府に

対し、足並みのそろった条件・原理に基づき、同

等の医療サービスを提供するプログラムを実施す

るよう、誘導し支援してきた。こうした医療補助

金とともに、各州の支出能力を平準化するための

連邦政府のより広範な政策によって、かなり公正

な医療制度と、比較的公平な健康実績を実現して

きたと言える。

カナダ国民は全般的に、医療制度に満足し、カ

ナダのアイデンティティにとって不可欠な要素と

考えている。しかし、将来的な持続可能性につい

ては懸念を抱いている。こうした不安は、医療費

が近年、政府の収入の伸びにまさる勢いで増大し

ていることに根ざしている。財政の持続可能性に

関する懸念は、引き続き連邦・州政府の緊張の原

因を作り、その緊張は経済が後退すればますます

深刻になっていくと考えられる。連邦政府は現在、

制度の発展よりも、むしろ制度の維持を重視して

いることから、政治主導による改革の見通しはあ

まりない。しかし、このような緊張状態から、今

後も訴訟が起こされる可能性はある。例えば、ケ

ベック州シャウリ裁判のように、政治家の持って

いる政治的感覚に反して、より民間主体の改革を

促す原動力となる場合もある。

連邦主義に付随する柔軟性は、当初は、国民皆

保険制度の段階的導入に貢献した。しかし、それ

以後は、カナダの連邦主義の政治的複雑性ゆえに、

制度改善を実現するための、さらに重要なことに

は、財政面での持続可能性を保証するための、革

新的な改革を実施する州政府の能力が制約される

ことになった。しかし、世論の変化を背景とした

最近の法的な異議申し立てから言えるのは、連邦
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制度は再度、そうした申し立てに対処するために

必要な政策実験を可能にするかもしれないという

ことである（Tuohy 1999）。
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注

1） 総合成績のランキングで，カナダは，イスラエル

とモロッコの次，フィンランドのひとつ上という

順位であった．

2） トミー・ダグラスは，テレビドラマ・シリーズ“24”

（主人公の捜査官ジャック・バウアーがテロリスト

と戦う）で主演している俳優，キーファー・サザー

ランドの祖父でもある．トミー・ダグラスは，実

生活において，“ジャック・バウアー”のごとき不

屈の精神を発揮して 1940年代から 60年代前半に

かけての反メディケア・ロビイストとの戦いを粘

り抜き，メディケアの設立を実現した．

3） 連邦政府は，カナダ北方に位置するユーコン，ノー

スウェスト，ヌナブトの 3つの準州における，こ

れら政策プログラムのための支出に関しても，大

きな役割を担っている．3つの準州には合計で，カ

ナダ全体の 0.3％に当たる人口が暮らしている．

4） 同研究によると，日本では，地方自治体の支出が

政府部門全体の支出の 41％を占めているにもかか

わらず，税収は 26％にとどまる（Joumard and
 

Kongstrud,2003）．

5） ハーガティ委員会のメンバーの一人，レナード・

マーシュは，大学院時代にビバレッジ卿の教授を

受けていた．また，特別委員会では，ビバレッジ

卿自身が講義を行っている（Taylor 1979；Tuohy
 

1999に引用されている）．

6） この政治的読みは正しかった．同政権は，2007年

に再選を果たしている．

7） 1988年以前については，該当する内訳データがな

い．

8） 2007年推計値．
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はじめに

韓国では、急速な高齢化が進んでいる。一例を

あげると、韓国における高齢化率は現在約 8％だが、

今後これまでにない速度で増加すると予測されて

いる。高齢化率は、2010年には 10.7％、2030年に

は 22.5％、2050年には 34.4％になり、その結果、

老年人口指数はそれぞれ 14.8、35.7、62.5になると

見通されている。韓国における急速な高齢化は、

平均寿命の延びによってもたらされているだけで

なく、出生率の急激な低下が拍車をかけている。

人口高齢化が医療費支出や医療制度に及ぼす影

響については、明らかな結論があるわけではなく、

楽観論と悲観論の両論がある。しかし、医療提供

者への支払制度などの医療制度上の要因に比べる

と、高齢化は、医療制度の有効性や医療費支出を

決定する、さほど重要な要因とはならないという

のがおおかたの見方である。例えば、支払制度改

革を通じて、費用最小化を図ったり、費用対効果

の大きい方法で医療を提供したりするよう、医師

へのインセンティブを提供することが、高齢化が

急速に進む中で、医療制度の効率を改善する根本

的な解決策となるだろう。加えて、介護ニーズに

対応するための介護保険制度を別途導入すること

によって、社会的入院を、介護保険に切り替え、

高齢者の医療費を抑えることができる。女性の労

働力参加の増加、家族構成の変化、家庭内で介護

を担ってきた人々の減少など、社会環境の変化に

よって、高齢者介護のための制度改革の必要性が

高まっている。

本論文の目的は、韓国における高齢化および、

高齢化が高齢者の所得、医療政策、介護に係る制

度改革に及ぼす影響を検討することにある。まず、

韓国における医療制度を概説し、高齢化が医療費

支出および医療制度に及ぼす影響について、詳細

に検討してみたいと思う。また、韓国の高齢者の
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■ 要 約
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所得についても分析を行う。後半では、既存の医

療保険制度とは別に、介護保険を導入するに当たっ

ての主要な問題を論じる。

１.韓国の医療制度

1989年以来、韓国の社会医療保険は、全国民を

対象としている。国民健康保険（NHI）は、2000

年、民間企業を基盤とする企業従業員保健組合、

および自営業者のための地方自治体ベースの組合

を統合し、大規模に再編された（Kwon,2003a）。

保険料は、所得に応じて決められ、雇用者と被雇

用者との間で折半される。自営業者に関しては、

政府が補助金を出しており、低所得層の保険料支

払いは完全に免除されている。NHIでは、包括的

な医療給付を提供しており、入院、通院、伝統医

学による治療もカバーされる。ただし、保険診療

における患者一部自己負担、および保険外診療の

医療費（全額自己負担）も含め、患者の自己負担

額は比較的高い。医療扶助プログラムの対象とな

る貧困層は、患者一部負担を免除されており、高

齢者および慢性病や重篤な疾患の患者には、通院

費の一部負担の控除が適用されている。

病院の 90％以上、病床数で言えば 85％以上が、

民間により運営されている。民間病院は、事実上、

医師自身が所有・経営している場合がほとんどで

ある。医師が経営する診療所と病院が提供するサー

ビスには重複している部分があり、競合している。

というのは、医師が経営する診療所の中には、産

科や外科の小規模の入院設備を備えているものが

多いためである（医大や医学部を卒業する学生の

ほとんどが、専門医としての研修を受けてはいる

ものの、こうした専門医の多くが診療所開業医と

なる道を選択し、病院で専門医として勤務する者

は少ない）。専門医が開業している診療所は、入院

設備だけでなく大規模な外来設備も有する病院と

競合することになる。プライマリーケアを担う一

般開業医が果たすべき、専門病院への橋渡しとし

ての役割は、非常に限定的にしか機能していない。

民間医療提供者間の競合の結果、他産業とは異な

り、情報の非対称性ゆえに無駄な競争が生じ、過

剰な設備やコストの増大を招いている。

医療制度の非効率は、医療提供者への金銭的イ

ンセンティブや支払制度とも密接に関係している。

医療提供者は、政府規定の一律な診療報酬表に従っ

て、診療ごとの支払いに基づき診療報酬を受けて

いる。このような出来高払いのシステムの下では

過剰診療の問題が必ず生じる。これに加えて、医

療提供者は、NHIの報酬表に含まれていないため

規定外の報酬を設定できる、新たなサービスや高

度な技術に飛び付きがちだという、本来の意図に

反するインセンティブを与えられているのである。

こうしたことが起こるのは、保険外の診療や薬剤

に関しては、同じ症状に適用される保険診療のほ

かに、追加的に患者に請求できるようになってい

るためである。また、規定の報酬表が完璧でない

限り、医療サービスによって利益幅が異なってし

まう。このことは、医師が最も利益幅の大きいサー

ビスを選択する可能性があることを意味する。こ

のため、治療に最適な医療の組み合わせがゆがめ

られてしまう。1997年以来、診断群（DRG）別定

額支払方式のプログラムを試行してきた結果、入

院期間、医療費、平均テスト実施数、抗生物質使

用量の抑制に効果的であることが分かり、かつ、

医療の質は全く低下しないことが証明された（合

併症の発生率、および追加手術の必要性によって

計測）。それにもかかわらず、医療提供者の反対に

遭い、その本格的な実施は保留された（Kwon,

2003b）。

韓国では、医療費の対 GDP比は約 6パーセント

となっている。これは、OECD加盟国の中では比

較的低いレベルであり、韓国は医療費抑制に成功

していると言える。一方で、その背景には、韓国

のGDPがこれまで急速に成長してきたためでもあ
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る。しかし、今後の GDPの伸びはこれまでより鈍

化すると見込まれており、医療費の対 GDP比は、

上昇することが予想される2)。国民健康保険は実施

されているが、社会保険としての役割を果たして

いるとは言えない。それは、医療費の社会保険制

度および公費からの支出は、医療費全体の約 53％

にしか過ぎないためである。その一方で、国民健

康保険の自己負担額や医療以外の健康関連商品・

サービスの購入費など、家計が負担する個人の医

療費は、37％と高い割合を占めている（OECD,

2007）。

２.高齢化、医療費、医療政策

⑴ 高齢化と医療費

高齢者は、若年者よりも入院日数が長いため、

高齢者の医療費の割合は、外来よりも入院で高く

なっている（例えば、この数値を 2002年について

見ると、外来 15.1％に対し入院 26.1％であった）。

韓国では現在、介護施設が不足しており、介護の

ための公的保険が実施されていなかった1)。そのた

め、多くの高齢者が病院のベッドを占領している。

こうした入院は「社会的入院」と呼ばれ、医療制

度の非効率化を招いている。韓国保健産業振興院

（KHIDI）が、11の救急病院をサンプルとして行っ

た調査（2001年）では、入院患者の少なくとも 14％

が救急病院には不適切な患者であり、退院もしく

は介護施設に移す必要があるという結果が得られ

た。社会的入院患者が介護施設に移ることができ

れば、医療費の削減につながる。

人口高齢化に伴い、高齢者医療費が医療費全体

に占める割合が増大するのは、当然の現象である。

したがって、一人当たりの医療費に着目して調査

を行わなければならない。高齢者一人当たりの医

療費は、高齢者を除いた人口の一人当たり医療費

より 3倍以上も高額である（表 1）。韓国では、65

歳以上の一人当たり医療費と 65歳未満のそれとの

比が、年々上昇している。しかし、OECD加盟各

国の中では、まだ低い方である。なお、主なOECD

加盟国のこの比を見ると、日本 4.8、カナダ 4.7、

オーストラリア 4.0、英国 3.9、米国 3.8、フランス

3.9、ドイツは 2.7である（Anderson and Hussey,

2000）。

韓国の医療保険データから、一人当たりの医療

保険支払額は、典型的なUの字を描きながら年齢

とともに増加することが分かる（図 1）。すべての

年齢グループについて、年々医療費が増大する中

で、高齢者に関しては、増加率が若干大きいため、

グラフに示されるUの字も、少し急勾配になって

いる。しかし、最高齢者（75歳以上）の一人当た

り医療費は、65～74歳人口の一人当たり医療費よ

りも少ない。これは、75歳以上の高齢者の方が、

65～74歳の高齢者より、健康であることを意味す

るのではない。おそらく、75歳以上の高齢者が少

なからぬ割合で、医療機関ではなく、自宅で亡く

なっているためではないかと思われる。あるいは、

韓国における高齢者の保健医療と所得に関する諸問題

表１ 医療費の比較（65歳以上/０～64歳)

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

65歳以上の医療費

（1,000KRW/一人当たり）
700.3  919.0  1,023.5  1,160.8  1,380.8  1,412.4

 
0～64歳の医療費

（1,000KRW）
241.8  331.4  342.6  367.7  398.2  419.6

比

（65歳以上/0～64歳）
2.90  2.77  2.99  3.16  3.47  3.37

資料：韓国国民健康保険公団（NHIC）健康保険統計 年報
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所得が低くて十分な医療を受けることができずに

いたり、病院を訪れることが困難なほど身体機能

が衰えていたりすることが考えられる。また、高

齢者に高度な医療を提供することに対する抵抗感

の存在という文化的背景も考えられる。病院への

アクセスが向上すれば、75歳以上の高齢者の一人

当たり医療費が増加する可能性がある。その意味

で、介護施設の整備を通じて、高齢者を病院では

なく、介護施設へ移すことができれば、高齢者の

医療費抑制に非常に重要な役割を果たすであろう。

図 1～3は、一人当たり医療費の年齢階級別傾向が、

患者一日当たりの医療費より、むしろ一人当たり

の入院日数により決定されることを示している。

一日当たり医療費は、高齢になるほど高くなって

いる。

しかし、高齢化が医療費に及ぼす影響は、一般

に思われているほど顕著ではない。国際比較分析

に基づく多くの研究により、人口の年齢構成は、

医療費の決定要因として、さほど重要ではないこ

とが明らかになっている。むしろ、国民所得や医

療技術など、他の要因の方が決定的な役割を果た

している（Chernochovsky and Markowitz, 2004;

Hogan and Hogan,2004）。例えばOECD加盟国

では、高齢者のための医療費支出がGDPに占める

割合と高齢化率との間には、わずかな相関しか見

られなかった（Anderson and Hussey,2000）。む

しろ、医療制度の特性や医療技術、医療提供者の

行動などが、医療費を決定する重大な要因となっ

ている（O’Connell,1996）。OECDのパネルデータ

や韓国の時系列データに基づくさまざまな分析か

ら、Kim,et al（2003）および Tchoe（2005）は、

高齢化率は、韓国における医療費決定要因として、

統計的に重要ではない、あるいは所得（GDP）や

医師の供給量などの要因に比べて、軽微な影響し

かないことを明らかにした。

医療費に影響を与える要因は多い。したがって、

高齢化が医療費に及ぼす影響の予測には、多くの

不確定要素が関連するため、予測は難しい。高齢

者の健康状態は、経時的に変化することから、年

齢階級別医療費に基づく推定は、将来への予測と

資料：韓国国民健康保険公団資料より作成。

図１ 一人当たり医療費（年齢階級別、1,000KRW)
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資料：韓国国民健康保険公団資料より作成。

図２ 一人当たり受診日数（年齢階級別)

資料：韓国国民健康保険公団資料より作成。

図３ 受診一日当たり医療費（年齢階級別、KRW)
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して信頼することができない。例えば、20年後に

おける 70歳の人の健康状態と医療ニーズは、今日

における 70歳の人の平均的な状態やニーズとは、

大きく変化していると思われる。つまり、20年後

には高齢者の健康状態が改善され、医療ニーズも

減少していることが予想されるのである3)。韓国で

は高齢者向け介護施設が不足していることから、

病院への社会的入院が非常に多い。そのため、現

在のデータに基づいて将来の高齢者医療費を予測

すると、過大推計になってしまう可能性がある。

介護施設で高齢者のケアを行うようになれば、現

在の高齢者医療費のかなりの部分を節約すること

ができるからである。一方、現在の高齢者が医療

に十分にアクセスできずにいるとしたら、現在の

データに基づいて予測しても、見積もりが実際よ

り低くなってしまうだろう。高齢化が医療費に及

ぼす影響の国際比較分析も、あまり信頼性が高い

とは言えない。国によって、医療費や介護費の定

義が異なる上に、医療機関と介護施設の構成も異

なるためである。介護施設が担う役割や、その整

備がどれだけ進んでいるかによって、各国の高齢

者医療費は大きく異なる可能性がある。

さらに、終末期医療、もしくは死亡前の一年間

にかかる医療費は莫大であることから、人口動態

自体の変化よりも、死亡に至るまでの時間や死期

が近い人の数の方が医療費にはるかに大きな影響

を与える（Hogan,Lunney,Gabel and Lynn,2001;

Zweifel,Felder and Meier, 1999）。これに対し、

縦断調査による研究に基づき、Seshamaniと Gray

（2004）は、患者の年齢が高くなるにしたがって医

療費は一様に上昇すると反論、さらに、最も年齢

が高い者については入院費が減少することを示し

た。最も高齢な患者グループにおいては、入院の

可能性が低下するためである。病院で最期を迎え

る場合、長期介護施設や自宅で亡くなるのに比べ

て、医療資源やコストに非常に大きな影響を与え

る。加えて、医師の行動および臨床上の判断も、

高齢者医療費に重要な影響を与える。高齢患者に

もっと良好なアウトカムが期待できると医師たち

が考えれば、高齢者の終末期医療に、より多くの

資源を積極的に投じるようになるかもしれない。

今後、高齢化が医療費に及ぼす影響に関する研究

においては、終末期医療のコストに焦点を当てる

必要がある。また、長期間にわたる追跡調査を行っ

て時系列データを収集することも主要な課題のひ

とつである。

⑵ 高齢化時代における医療政策

人口高齢化自体は、医療費を増大させる重大な

要因とはならないものの、医療制度に影響を与え

る重要な中間変数となりうる。医療政策において

は、高齢者をターゲットとするよりは、むしろ、

人口高齢化にも対応できる医療制度を確立するた

めに、医療制度の根本的な改革によって効率の改

善を図る必要がある。中でも、診療報酬の支払制

度と医薬品政策は、医療制度の効率化にかかわる

主要要因である。また、財源およびサービス提供

の両面にかかわる政策として、介護ニーズに対応

した保険制度の導入などの介護制度の改革が、医

療制度に大きな影響を及ぼすだろう。

韓国では、医師は、先発医薬品とジェネリック

医薬品のどちらでも処方することができる。薬剤

師が、先発医薬品の代わりにジェネリック医薬品

を出すことができるのは、生物学的同等性試験に

よって有効性が検証済みのジェネリック製品が利

用できる場合だけである。これには、患者本人の

同意が必要で、処方を行った医師に対してもジェ

ネリック医薬品で代替したことを、薬剤師は事後

通知しなければならない。このため、薬剤師がジェ

ネリック医薬品を代替薬として勧めることは、非

常に少ない。ジェネリック医薬品の方が先発医薬

品より安価であり、ジェネリック医薬品との競争

から医薬品価格が引き下げられる可能性もあるた

め、ジェネリック医薬品の役割を拡大することは
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重要である。加えて、薬剤師がジェネリック医薬

品を代替薬として勧める機会が少なければ、医師

が強い影響力を行使して先発医薬品を選択するこ

とが可能になるため、製薬企業が医師にリベート

を提供するなど、不公正な取引慣行の誘因となっ

てしまう。コスト効率の高い医薬品の採用を促進

するためには、生物学的同等性試験の役割を増大

させ、先発医薬品に代替することができるジェネ

リック医薬品の数を増やすことが不可欠である。

ジェネリック医薬品の調剤料を高く設定するなど、

薬剤師に対する金銭的インセンティブを設けるこ

とも、ジェネリック医薬品による代替を進める上

で必要かもしれない。

韓国の薬剤費支払いにおける主要な問題点のひ

とつは、医療保険で支払いを行う対象となる医薬

品リストに載っている薬の種類が多すぎることで

ある。政府は、先ごろ、医薬品のコスト効率に基

づくポジティブ・リスト作成システムの導入を提

案した。製薬業界はこの政策に反対しており、と

りわけ研究開発型の多国籍製薬企業は、この新た

な政策の導入により、高品質だが高価格の製品よ

り安価な製品が優遇されることになると主張して

いる。最近の米韓自由貿易協定（FTA）の交渉に

おいては、先発医薬品の価格設定が主要課題のひ

とつとなっている。医薬品の基準価格設定（ある

薬剤に関して、類似の医薬品の価格レベルを参照

しながら支払い価格を決定する方法）についても、

検討している。基準価格設定は、代替薬のコスト

効率に関して信頼性のある情報を積極的に患者に

提供する意思と能力が医師たちにあれば、現行の

支払い制度より有効に機能するであろう。しかし、

もし医師が情報をゆがめて伝えるようなことがあ

れば、患者は、高価で、しかも効果の低い医薬品

を購入することになりかねない。高齢者は、若年

者に比べて医薬品に依存する度合いが大きいため、

医薬品政策は、韓国における高齢者医療費に重大

な影響を及ぼす。

医療提供者は医療の利用および医療費に大きな

影響を有しており、これら提供者への診療報酬支

払制度についても、大規模な改革が必要である。

韓国の権威主義的な臨床文化にあっては、医療に

おける意思決定はいまだ医師によって支配されて

いる。そのため、患者へのインセンティブよりも、

医療提供者側に働きかけるインセンティブの方が

コスト抑制に効果的であり、医療提供者への支払

制度がとりわけ重要になるのである。韓国ですで

に 10年あまり試験運用されている診断群（DRG）

別定額支払方式は、医師の反対のために義務化の

実施がいまだに留保されているが、入院治療を行

うすべての医療提供者に対してこれを適用する必

要がある。メディケア（高齢者向け医療制度）に

診断群別定額支払方式を導入した米国でも証明さ

れているように、定額支払方式は高齢者の入院日

数および医療費に多大な効果を有する。医療提供

者への支払制度改革は医薬品支出の抑制にも大き

な効果を有する可能性がある。例えば、診断群別

定額支払方式の導入は、病院（入院部門）に対し、

コストを最小化するための強力なインセンティブ

をもたらすことになる。そのため、医薬品の使用

に関しても合理化が進み、韓国で実施されている

試験プログラムにおいては、抗生物質の使用量が

大幅に低減した（Kwon、2003b）。

３.高齢者の所得

高齢者の経済力を安定的に保つには、経済活動

への参加が重要な要素になる。韓国では一般に、

高齢者の労働力率が比較的高く、年金等の社会保

障制度からの給付を背景とした早期退職は、まだ

あまり懸念されていない（Chang、2003）。韓国保

健福祉部（MOHW)4
)および韓国保健社会研究院

（KIHASA）が実施した調査（2001)5
)では、65歳

以上の者の労働力率は、28.4％であった。しかし、

高齢労働者は自営業者である場合が多く（57.3％）、
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正規に雇用されているのは、高齢労働者の 5.3％に

過ぎない。この割合も年齢が上がるにつれて低く

なる。さらに、高齢労働者の 21.4％が無給の家族

労働者で、16.2％が臨時雇いまたは日雇い労働者で

ある。職業別では、高齢労働者の大半が農業・漁

業（63.7％）または非熟練労働（19.2％）に携わっ

ている。調査対象となった高齢者の半数以上（56.

7％）が、自らの選択により雇用されていない。

高齢者の労働力率が高いにもかかわらず、高齢

労働者は非正規雇用の形で働いている場合が多い

ため、家計所得は比較的低い。調査対象となった

高齢者の半数以上の 1ヶ月当たり世帯所得が 70万

KRW（韓国ウォン）、約 700米ドル未満であった6)。

世帯所得の水準と年齢との相関関係はあまり明確

ではないものの、世帯の家族類型によって世帯所

得の水準は大きく異なる。単身高齢者が低所得で

ある者が最も多く、1ヶ月当たりの所得が 30万

KRWを下回る単身高齢者は 72％、70万KRWを

超えたのは 4.5％だけであった。

調査対象となった高齢者の約半数では、世帯主

の賃金収入が主要な収入源であったが、うち 20％

は、主要な収入源を家族からの仕送りに頼ってい

た（表 2）。高齢者の主要な収入源は世帯の家族類

型によって異なる。単身高齢者の 46％が、主要な

収入源を同居していない家族からの仕送りに頼っ

ていた。単身高齢者の 21％では、主要な収入源が

社会福祉制度からの給付であり、これが最も低所

得のグループを構成している。国民年金制度が施

行されたのが 1998年であることから、主要な収入

源として年金や退職金に依存している者は、調査

対象となった高齢者の 5.6％しかいなかった。全体

として、主要収入源として社会福祉制度からの給

付に依存しているものは調査対象高齢者の 7.2％し

かおらず、社会福祉制度の機能が限定的であるこ

とが示唆される。成人した子どもと同居している

高齢者については、主要な収入源として世帯主の

所得への依存は、世帯内の所得移転とみなすこと

ができる。従って、政府の社会福祉制度がやや限

定的である一方で、家族を基盤とする福祉が、高

齢者の経済的安定に、重要な役割を果たしている

ことが分かる。しかし将来的には、家族構成の変

化により、成人した子どもと同居するケースが減

少し、その結果、社会福祉制度がより積極的な役

割を果たす必要が生じ、また個人による貯蓄もよ

り重要になるだろう。

より裕福な高齢者は恵まれない高齢者に比べて

支出レベルも高く、最も収入が少ない五分位階級

では 602万 5千KRW、最も収入が多い五分位階級

では 2904万 5千KRWであった（表 3)7
)。高齢者

世帯の支出に占める割合が最も大きいのは、食費

表２ 高齢者の主な収入源

（単位：％）

全体 単身 夫婦同居 子どもと同居 その他

世帯主の賃金収入 50.9  21.8  36.5  72.8  30.1
非世帯主の賃金収入 8.2  8.3  11.6  9.1
利子収入・賃貸収入 6.4  6.9  11.1  3.9  7.2
年金・退職金 5.6  3.2  10.8  3.8  9.1

同居していない家族からの経済援助 20.1  45.8  27.0  4.1  33.5

政府援助 7.2  20.8  5.0  2.2  9.6
その他 1.5  1.5  1.4  1.6  1.4
合計

（世帯数）
100.0
(4,043)

100.0
(875)

100.0
(967)

100.0
(1,992)

100.0
(209)

資料：韓国保健福祉部（MOHW）および韓国保健社会研究院（KIHASA）（2001）
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および住宅費である。食費および住宅費が、世帯

の総支出に占める割合は 38％から 53％の間で、収

入の五分位階級により異なる。第 3五分位階級以

下の収入階層では、3、4番目に大きな支出項目が

医療費であった。つまり、低所得の高齢者にとっ

て医療費は、やはり経済的負担となっていること

が示唆される。

４.高齢化と高齢者介護制度の改革

⑴ 介護制度改革の必要性

急速に進む高齢化、および家族構成の変化や女

性の社会進出などの社会環境の変化に伴い韓国で

は、要介護状態にある高齢者への社会的対応の必

要性が高まっている。成人した子どもと同居して

いる高齢者の割合は 50％未満で、配偶者と暮らす

高齢者は 30.7％、一人暮らしが 17.3％という調査

結果が得られている（MOHWおよびKIHASA,

2001）。子どもとの同居率は、年齢が上がるにつれ

て高くなる傾向がある。子どもと同居する高齢者

の平均年齢は 73.6歳と最も高く、夫婦で暮らす高

齢者の平均年齢は 70.6歳と最も低い。

もうひとつの重要な社会的変化が、女性の社会

進出の拡大であり、このため高齢者の介護を行う

ことができる女性の割合が減少している。2002年

における女性の労働力率は 49.7％（NSO,2002）で

あった。さらに、人々の考え方の変化も、この問

題に拍車をかけている。高齢に達した両親の介護

を家庭内で引き受けようと考える人の数が減って

きているからである。このような社会環境の変化

に加え、介護のための公的資金の不足、高齢者自

身の資金源が限られていることなどがあいまって、

医療施設への高齢者の社会的入院が増大し、医療

保険への過重な負担と社会資源の非効率な配分を

招いている。介護に対応した保険制度を別途導入

することで、高齢化社会に備えた介護サービスの

整備や、医療の提供に影響を与えることができる。

韓国政府は 2008年 7月より介護保険（老人スバル

保険）を実施する計画である。

⑵ 韓国の介護保険について8)

韓国の介護保険の財源は、介護保険料、公費お

よび一部自己負担（施設入居者の場合は 20％、在

宅介護では 15％）によりまかなわれる。介護保険

料は、医療保険の 4.7％の額で設定されている。介

護保険収入の 60-65％が介護保険料によってまかな

われる予定である。食費および個室料金は、介護

保険の給付対象外となる。介護保険は、65歳以上

表３ 高齢者世帯（世帯主年齢65歳以上の世帯）における支出（収入階層別)

（単位：1,000KRW；％）

第 1
五分位階級

第 2
五分位階級

第 3
五分位階級

第 4
五分位階級

第 5
五分位階級

食費 1,917(31.8) 2,664(31.0) 3,742(26.0) 4,474(22.7) 6,920(23.8)

住宅費 1,267(21.0) 1,575(18.3) 2,323(16.1) 2,557(13.0) 4,187(14.4)

衣料費 186 (3.1) 258 (3.0) 472 (3.3) 651 (3.3) 1,517 (5.2)

交通・通信 564 (9.4) 910(10.6) 1,633(11.3) 2,466(12.5) 4,314(14.9)

文化 137 (2.3) 227 (2.6) 354 (2.5) 756 (3.8) 2,300 (7.9)

医療 867(14.4) 1,028(11.9) 1,980(13.7) 2,436(12.4) 2,008 (6.9)

その他 645(10.7) 1,182(13.7) 2,242(15.6) 3,420(17.4) 3,630(12.5)

合計（年間収入） 6,025
(100.0)

8,604
(100.0)

14,404
(100.0)

19,705
(100.0)

29,045
(100.0)

注：1米ドルは約 950KRWに相当

出典：韓国国民年金サービス（2006）
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の要介護者を対象とするが、65歳未満の場合でも、

加齢により介護が必要となった場合に適用される。

20歳以上の国民が保険料を支払わなければならな

いことから、加齢による健康上の問題により介護

の必要が生じた場合には、誰でも保険給付を受け

る資格がある。しかし、結果的には若年者が介護

保険の給付を受ける可能性は低く、政治的妥協で

あると言える。

高齢者の要介護度は、3段階に分けて評価され、

介護保険の給付額を決定するため、審査が年 1回

行われる。審査委員会は、韓国国民健康保険公団

（NHIC）の地域事務所に設けられ、社会福祉士や

医師（もしくは伝統医学の医師）も含めた 15名以

下の委員により構成される。審査委員会では、医

師の報告書および訪問によるヒアリングの結果に

基づき、日常生活動作（ADL）の喪失度の基準に

則って審査を行う。介護保険からの給付は、原則

として現物給付で行われ、現金給付は例外的なケー

スでしか行われない（居住地域で介護サービスの

提供を受けられない場合など）。

⑶ モデル事業と将来の課題

韓国政府は 2005年より、介護保険のモデル事業

を行っている。計 8箇所（大都市 3、小都市 2、農

村地域 3）で行われているモデル事業 2年目の 2006

年 4月～2007年 4月の期間に、65歳以上の高齢者

の 17.2％が要介護認定を申請した結果、高齢者の

3.3％に対し保険の適用が承認された。要介護度 1

（最も重度）に相当した高齢者が 1.07％、要介護度

2が 0.78％、要介護度 3が 1.48％と判断された。承

認された者の 66％が介護サービスを利用し、その

内訳は、施設介護が 46％、在宅介護が 39％、（例

外的な事情で）現金給付を受けたのが 15％となっ

ている。適用が承認されたにもかかわらず、介護

サービスを利用しなかった者（承認を受けた高齢

者の 34％）が存在する。その理由として、家族の

介護を受けている（43.3％）、入院している（17.1％）、

経済的事情（7.1％）、などをあげている。

介護保険からの介護事業者への支払いは、介護

時間（訪問介護）、訪問回数（訪問介護、入浴介護）、

介護日数（施設介護、デイケア・夜間介護）に基

づく。施設介護以外の場合、利用限度額があり、

要介護度 1では月額 109万 7千KRW（約 1,100米

ドル）まで、要介護度 2では月額 87万 9千KRW

まで、要介護度 3では月額 76万KRWまで、とさ

れている。

介護施設および介護事業者の不足が、介護保険

実施における大きな課題となっている。2006年末

現在、介護施設数は 815箇所（収容人数 41,000

名）、在宅介護事業者が 1,045社（対応可能な高齢

者数約 51,000名）存在している。地域格差が大き

く、232自治体のうち 92自治体で、必要な収容人

数の半分にも満たない程度にしか施設が整備され

ていない。介護施設の整備が進まない背景には、

予算不足と施設建設を嫌がる近隣住民の反対があ

る。

韓国の介護保険制度において地方自治体政府が

担う役割は限られており、介護施設の認定および

規制、低所得層の介護費用への助成のみである。

介護保険と各自治体の福祉制度との調整が必要で

あることを考えれば、自治体政府の役割の強化が

今後の課題となる。また、医療保険の適用対象と

なる病床を有する病院に入院している患者と、介

護保険の適用対象となる介護施設入所者との間で、

相対的に給付水準のバランスを取るなど、医療保

険と介護保険との調整も重要である。

結論

急速に進む人口高齢化、家族構成の変化、女性

の社会進出の拡大、限られた高齢者の経済力、高

齢者介護が医療保険に与える財政上の負担、これ

らすべての要因があいまって、韓国における新た

な社会保険制度―介護保険―が検討されることに
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なった。介護保険の実施は、韓国の社会政策およ

び福祉状況に大きな前進をもたらすものと思われ

る。しかし、施設や人員などのインフラがまだ不

十分であり、早急な整備が求められている。また、

医療と介護システムとの十分な調整が不可欠であ

る。介護システムは、高齢者の健康増進とともに、

医療を必要としない高齢者が、健康を損ね、コス

トの嵩む医療に回されるのを防ぐ上でも、重要な

役割を果たすことになるだろう。

国民健康保険と同様に、韓国における介護保険

の円滑な実施にも、政府からの補助が必要になる。

医療保険の給付レベルが比較的低いことを考慮し

て、医療保険と介護保険の給付水準のバランスを

確保することが政策上優先されなければならない

一方で、高齢者の経済的保護、ほかの福祉プログ

ラムへの圧力なども配慮しなければならない。制

度の悪用の恐れ、介護の質、介護の性別役割分担

の固定化に関する問題があるものの、現金給付と

いうオプションが設けられていることにより、当

事者自身が選択できるという利点があり、家庭内

での介護から社会全体での介護へと向かうシステ

ム全体のインセンティブを緩和している。従って

介護保険からの給付については、とりわけ、現金

給付のオプションと相対的給付水準については、

施設介護、地域での介護、家庭内での介護の間で

バランスが確保されるよう、十分に注意を払って

計画しなければならない。
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注

1) 後出のように 2008年 7月より介護保険（老人スバ

ル保険）が施行される（訳者注）．

2) Kim,et al（2003）は，2020年における医療費が

GDPに占める割合を予測し，OECDのパネルデー

タに基づいた場合は 6.9％，韓国の時系列データに

基づいた場合は 13.8％になることを明らかにした．

3) この予測は，寿命の延びに伴って，健康に過ごす

ことのできる期間が長くなるという仮定に基づい

ている（つまり，寿命が延びた分の期間は健康に

過ごすことができると仮定する）．

4) 現在では保健福祉家族部となっている（訳者注）．

5) 施設に入居していない5,058名の高齢者（平均年齢

72.5歳，男性 38％，6割が都市部在住）を対象と

した全国調査．韓国保健福祉部（MOHW）および

韓国保健社会研究院（KIHASA）により，2001年

5月 28日から 7月 10日までの期間に実施された．

6) 1999年当時，4人家族の貧困ラインは，93万KRW

とされていた．この定義に従えば，人口の 18.8％

が貧困ラインを下回っている．

7) 韓国国民年金サービス（NPS）の国民年金研究所

（National Pension Research Institute）が 2005年

10月から 2006年 1月にかけて実施した5,133の高

齢者世帯を対象とした調査に基づく．

8) 韓国における介護保険の導入にかかわるさまざま

な理論上および政治的な問題の詳細な検討に関し

ては，Kwon（2008）を参照．
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はじめに

わが国は高齢社会に突入し、医療費の負担や医

療提供の在り方等といった高齢化に対応した医療

政策の展開が求められているところである。2006

年には、医療制度の長期的持続可能性を維持する

ことを目的とした医療制度構造改革が実現してい

る。太平洋を挟んで位置するカナダや隣の韓国で

も同様の問題を抱えており、カナダでは税方式の

医療保険制度の維持発展、韓国ではわが国以上に

急速な高齢化の中での医療制度の改革が求められ

ているところである。また、後述するように、こ

れら 3カ国はOECD加盟国の中でもほぼ同程度の

水準の格差社会である。そこで、本論文では、異

なる医療制度を抱えながら、高齢化や格差の存在

という点で共通しているこれら 3カ国の医療費の

負担や医療・介護制度、医療提供等に係る政策の

在り方について考察を行う。

１.高齢化の進展とユニバーサルカバレッジ

⑴ 高齢化の進展と医療費

医療費を増大させる 1つの要因として、高齢化

がある1)。それは、加齢等に伴う慢性の疾病が多く

なることで、医療機関にかかることが多くなるた

めである。一人当たり医療費を、高齢者（65歳以

上）とその他の年齢階級との比で見ると、カナダ

は 5.32倍、日本は 4.32倍、韓国は 3.11倍である

（2004年、“OECD Health Data 2007”、日本は厚

生労働省「国民医療費」）。ほかの条件を一定とす

れば、高齢化は医療費を増大させることになる。

カナダ、日本、韓国の 3カ国の高齢化の推移と

見通しを見ると次の通りである。わが国が高度経

済成長期にあった 1960年の高齢化率（カナダは

1961年）は、カナダが 7.6％、日本が 5.7％、韓国

は 2.9％であり、国連が定義する「高齢化社会」（高

齢化率 7％以上）に達しているのはカナダだけであっ

た。しかし、1970年には日本が、2000年には韓国
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がそれぞれ「高齢化社会」に達した。2005年の高

齢化率（カナダは 2006年）は、カナダが 13.7％、

日本が 20.1％、韓国が 9.1％である。2010年以降の

見通しを見ると、日本の高齢化率は急速に上昇し

続け、2030年には 31.8％と 3人に 1人が高齢者と

なる。カナダの高齢化率は緩やかに上昇する一方

で、韓国の高齢化率は急速に上昇し、2030年の高

齢化率（カナダは 2031年）はそれぞれ23.4％、24.3％

となる見通しである。また、75歳以上の後期高齢

者の割合も上昇する見通しである。このように、

水準とテンポに差があるものの、3カ国はいずれも

高齢化が進展しており、これが医療費を増大させ

る背景となっていることが分かる（図 1）。

⑵ ユニバーサルカバレッジ（国民皆保険）の

実現

高齢化に加え、ユニバーサルカバレッジ（国民

皆保険の実現）も医療費を増加させるものと思わ

れる2)。この場合、患者が一部自己負担だけで医療

機関を利用できる、つまり医療サービスの普及を

図るという面では、これはプラスに評価すべき面

があるものと思われる3)。わが国を含むOECD加

盟国の多くが何らかの形でユニバーサルカバレッ

ジ若しくはそれに近い制度を実現させている。医
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注：カナダの年次は統計の関係によりグラフ横軸の年次より 1年後。すなわち、順に 1961年、1966年、、、2031年

となる。

資料：カナダはカナダ統計局資料、日本は 2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・

人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 18年 12月推計）」、韓国は韓国統計庁資料（2005年までは実績

値、2010年以降は 2006年 11月の推計値）。

図１ カナダ・日本・韓国の高齢化率の推移
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療制度の類型と 3カ国の位置づけは後述する通り

であるが、3カ国の制度の概要をまとめると次の通

りである。

カナダでは、カナダ保健法（Canada Health Act）

に基づく税方式の医療（保険）制度“Medicare”

が運営されている。州政府が保険者であり、州の

住民は診療所や病院での診療を無料で受けること

ができる。その一方で、歯科診療等の給付対象外

の項目もある。また、連邦政府は、Medicareへの

財政支援、監督等を行うほか、先住民（First
 

Nations）等を対象とした医療制度の提供等、州の

制度を補完する役割を果たしている4)。次に、わが

国では社会保険方式により、国民健康保険、健康

保険（政府管掌健保、組合健保）等が国民全体を

カバーしている。それぞれの制度の被保険者は保

険料を負担するほか、受診の際に原則として医療

費の 3割（義務教育就学前は 2割、70～74歳は 2

割（2009年 3月までは 1割に据え置き）、75歳以

上は原則 1割等一部異なる場合もある）を医療機

関に支払う。なお、2008年 4月から 75歳以上の者

を対象とした後期高齢者医療制度が施行された。

そして、韓国では国民健康保険公団が運営する国

民健康保険が、国民全体をカバーしている。財源

は保険料（政府からの補助がある）であるが、一

部自己負担もある。一部自己負担の水準は医療機

関の種類、地域等により異なり、その水準がわが

国より高い場合がある。例えば、総合病院では 50％、

一般病院では 40％（いずれも都市の場合）等となっ

ている。また、財源としてたばこ税の税収もある5)。

このように、3カ国ともユニバーサルカバレッジ

を実現させる仕組みは国により異なる。ユニバー

サルカバレッジは、（医療サービスが普及した結果

として）医療費を増加させる。その一方でその制

度の違いは、医療費の負担の在り方の違いにも結

びついてくる（表 1）。

２.医療費の水準と負担の状況

⑴ 医療費の状況

3カ国の医療費の状況は、どのようになっている

のだろうか。“OECD Health Data 2007”から見

ると次の通りである。2004年の保健医療支出（米

ドル換算）はカナダが約 968億米ドル、日本が約

3,704億米ドルであり、韓国が約 374億米ドルであ

る。これを一人当たりで見ると、カナダの 3,029米

ドルに対して、日本は 2,901米ドル、韓国は 777米

カナダ・日本・韓国の高齢化等の状況と医療政策の在り方

表１ カナダ・日本・韓国の医療（保険）制度（主な内容)

カナダ 日本 韓国

対象者 住民すべて 全国民 全国民

財政方式 税 社会保険 社会保険

保険者 州
市区町村、政府、健康

保険組合等
国民健康保険公団

財源 税 社会保険料＋税 社会保険料（政府からの補助あり）＋たばこ税

なし あり あり

一部自己負担

険公団資料等から作成
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）

30％（医療

医療費の 30％（義務教

育就学前までは20％等

別の取り扱いもある）

総合病院 50％（都市）

一般病院 40％（都市）

診療所

3000ウォン（医療費 1万 5千ウォン以下

施行

資料：厚生

費 1万 5千ウォン超）等

注：日本は 2008年 4月より後期高齢者医療制度を

、韓国国民健康労働省資料、カナダ保健省資料 保

診科 等給付対療※歯
は全額自の項目象外

己負担



ドルとなる。カナダと日本の格差はわずかである

が、韓国はカナダおよび日本と比較して、4分の 1

程度の水準である。しかし、1985年からの伸び率

（年率平均）を見ると、カナダの 5.4％、日本の 7.4％

に対して、韓国は 11.7％であり、カナダ、日本の

医療費の伸びが着実であるのに対し、韓国の伸び

が急速であることが分かる。

次に、保健医療支出の対 GDP比を見ると、1985

年にはカナダが 8.1％、日本が 6.7％、韓国が 4.0％

であった。カナダの場合、1990年代前半に 10％近

くまで上昇した後、9％程度で抑えられていたが6)、

2000年頃から上昇に転じ、2004年には 9.8％に達

している。日本は、1990年頃に 6％程度まで低下

したが、その後上昇傾向に転じ、2002年以降は 8％

台の水準に達している。韓国は 4％台の水準が続い

た後、2000年頃から上昇し、2004年に 5.5％へと

達している。このように各国独自の動きがあるが、

おおむね 2000年以降の保健医療支出の対 GDP比

は上昇傾向にある。なお、今後の見通しをOECD

の将来推計で見ると、2050年の公的保健医療支出

の対 GDP比は、カナダ 10.2％、日本 10.3％、韓国

7.8％になると見通されている7)。私費による負担を

考慮すると、この水準はさらに高くなるものと思

われる（図 2）。

⑵ 医療費負担の状況

医療費の対 GDP比が近年上昇する中、3カ国で

は医療費はどのようにまかなわれているのだろう

か。3カ国の医療費の財源構成を“OECD Health
 

Data 2007”から見ると次のようになる。カナダの

場合、医療費の財源として最も多いのは公費（社

会保険制度以外からの政府部門からの支出）であ

り、68.7％を占める。社会保険は 1.5％にとどまっ

ており、カナダの医療制度が税方式であることを

反映している。ただ、保険給付外の項目が多いこ

となどを反映して、私費も 3割近くに達しており、

家計支出が 14.6％、民間保険からの給付が 12.8％

を占める。日本は社会保険が 65.9％と最も多いが、

資料：OECD、“OECD Health Data 2007”より作成

図２ カナダ・日本・韓国の保健医療支出対 GDP比の動き
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公費も 15.8％を占めている8)。社会保険方式で運営

される中、税財源も相当な地位にあることが分か

る。これらの合計である公的な負担割合は 8割を

超え、3カ国の中で最も高い。私費は家計支出がほ

とんどであり、17.3％となっている。韓国の場合、

社会保険の割合は 41.6％、公費の割合は 11.0％と

公的な負担割合は 52.6％にとどまる。私費のうち

家計支出は 38.1％を占めるが、民間保険も 3.4％を

占めている（表 2）。

3カ国の医療費の財源構成に共通して見られるの

は、私費の割合が相当な水準に上ることである。

わが国と同様に、カナダや韓国でも所得格差が存

在する。OECDの資料等9)によると、3カ国の 2000

年～2005年頃の等価可処分所得のジニ係数は、お

おむね 0.31～0.33の水準にある。これは、OECD

加盟国の平均（0.33）に近い水準にあり、3カ国は

同じ程度の「格差社会」であるといえる。このこ

とは、医療費（私費負担分）の負担能力に格差が

あることを意味する。各国の統計から、世帯所得

五分位別の医療費等の保健医療支出の消費支出に

占める割合を見ると、カナダでは、この割合は第

1五分位で 4.0％である一方、第 5五分位では 2.0％

と半分程度にとどまっている。日本はそれぞれ、

4.7％、3.7％と 1.0％ポイントの差、韓国はそれぞ

れ 7.7％、5.1％と 2.6％ポイントの差となっている。

保健医療支出は、高所得層ほどよりよいサービス

を求めるために支出金額自体が増加することも考

えられる。しかし、消費支出に占める割合で見る

と、低所得層ほど負担が大きくなっており、医療

費負担能力の「格差」が明確に現れている（表 3）。

３.医療制度の分類と３カ国の位置づけ

カナダ、日本、韓国の医療制度には上記のよう

な違いが見られるが、各国の医療制度の分類に関

しては、さまざまな考え方がありうる。Gordon（1988）

によれば、各国の医療制度は次の 4つに大別する

ことができるという。

表２ カナダ・日本・韓国における医療費の財源構成（2004年)

公的財源 私費

社会保険 公費 家計支出 民間保険 その他私費

カナダ 70.2％ 1.5％ 68.7％ 29.8％ 14.6％ 12.8％ 2.4％

日本 81.7％ 65.9％ 15.8％ 18.2％ 17.3％ 0.3％ 0.6％

韓国 52.6％ 41.6％ 11.0％ 47.4％ 38.1％ 3.4％ 5.9％

注：公費とは、社会保険制度以外からの政府部門からの支出を意味し、ここでは公的財源の割合から社会保険の割

合を引いて求めた。なお、日本の場合、社会保険制度に公費負担が入っており、それを考慮した公費の割合は

厚生労働省「国民医療費」で見ると、2004年度で 34.8％となる。

資料：OECD、“OECD Health Data 2007”より作成

表３ カナダ・日本・韓国における消費支出に占める保健医療支出の割合（世帯所得五分位別)

第 1五分位 第 2五分位 第 3五分位 第 4五分位 第 5五分位

カナダ（2005年） 4.0％ 3.8％ 3.3％ 2.5％ 2.0％

日本（2006年） 4.7％ 4.8％ 4.3％ 4.1％ 3.7％

韓国（2006年 3月） 7.7％ 6.1％ 5.3％ 4.7％ 5.1％

注：国名の（ ）内は調査時点。日本の家計調査は総世帯ベース（単独世帯を含む）

資料：カナダ統計局資料、日本は総務省統計局「家計調査」、韓国は韓国統計庁「家計調査」
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①伝統的な疾病保険制度（Traditional sickness
 

insurance）

②国民健康保険制度（National health insur-

ance）

③国民保健サービス制度（National health ser-

vices）

④混合型制度（Mixed systems）

①は、ドイツ、オランダ、フランスといったヨー

ロッパ大陸諸国に多く見られる伝統的な社会保険

方式の医療制度である。保険者は職域を基盤とし

た複数の「疾病金庫」が分立する形態をとること

が一般的である。日本は地域保険である国民健康

保険を基盤とする皆保険体制をとっているが、基

本的にこの類型に属しているものと考えられる。

近年の市町村合併等の結果、保険者の数は減少傾

向にあるが、それでもなお 3,000を超える数の保険

者が分立している。その一方で、保険給付の内容

等については制度間の差違はほとんどなく、②に

近い要素も含んでいると考えられる。次に、②は、

カナダのMedicareを典型とする、一国レベルでの

統一的な医療保険制度である。韓国は、従来は日

本と類似した①のタイプの分立型の社会保険医療

制度であったが、2000年 7月のいわゆる「統合改

革」（Integration Reform）によって、複数の保険

者分立の状態から国民健康保険公団に一本化が図

られ、②の類型に移行したと考えることができる10)。

ただし、財源的にはカナダが税方式であるのに対

し、韓国は社会保険方式であるという相違がある。

また、③は、イギリスを典型とする、いわゆるNHS

（National Health Service）タイプの制度である。

この場合、医療需要（財源面）のみならず、医療

サービスの供給についても国が主要な役割を果た

している。こうした基本性格は、いわゆるサッチャー

改革後においても基本的に変わっていない。最後

に、④はこれらの混合型であり、Medicareおよび

Medicaidという公的制度と民間保険が並立してい

るアメリカがこれに相当すると考えられる。この

4分類においては、カナダ、日本、韓国の 3カ国は

①ないしは②の類型に属していることになる。

また、今回の高齢化とヘルスケア（health care
 

systems in diversified and aging societies）という

課題との関連では、高齢者介護の問題にどのよう

に取り組んでいるかも各国の制度の在り方を考察

する上で重要である。日本は、ドイツの介護保険

制度に倣い、2000年 4月に公的介護保険制度を導

入した。そして制度創設後 5年目に当たる 2005年

に一定の見直しが行われたが、医療保険制度や福

祉制度から独立した社会保険方式の制度によって

高齢者の介護問題に対応するという基本的な性格

は変わっていない11)。一方、韓国は、2008年 7月

から介護保険制度を導入することが予定されてい

る。これに対し、カナダの場合は、伝統的な医療

および福祉サービスによって高齢者介護の問題に

対応しようとしている12)。

カナダ保健法（Canada Health Act）は、Medicare

の運営に当たる各州政府が連邦政府から満額の補

助金を受けることができるための各種の要件を規

定している。その中で、次の 5つが基本的な基準

として挙げられている13)。すなわち、a)公的運営

基準（public administration）、b)包括性基準

（comprehensiveness）、c)皆保険基準（universal-

ity）、d)ポータビリティ基準（portability）、およ

び e)アクセス基準（accessibility）である。これら

の基準は、カナダのみならず、基本的には日本お

よび韓国の医療保険制度にもあてはまる要件であ

ると考えられる。さらに、以上の 5つの基準に加

え、カナダのMedicareについては、次の 2つの規

定が適用されている。すなわち、ⅰ)混合診療禁

止（no extra-billing）およびⅱ)患者一部負担禁止

（no user charges）である。カナダにおいては、混

合診療や患者一部負担は、医療サービスを受けよ

うとする人々に対する（経済的）障害とみなされ、

上述したアクセス基準に反するものと考えられて

いる。これに対して、日本および韓国は、これら
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の規定に関して明らかにカナダとは異なった政策

スタンスを取っている。日本の場合、混合診療は、

保険外併用療養費の場合を除いて原則として禁止

されている。また、患者の一部負担は、少なくと

もこれまでは、医療費適正化対策として活用され

てきており、国民医療費総額の 14％を占めるに至っ

ている。韓国の場合は、上述したように、日本以

上に患者一部負担は医療財政上重要な位置を占め

ている。こうした患者負担の問題については、一

般的なアクセス基準や特に低所得者への影響から

医療における公平性を損なうという考え方がある

一方で、患者負担をなくすことは、明確な価格シ

グナル機能の欠如につながり、消費者のモラル・

ハザードや医療サービスの過剰消費につながると

いう考え方もある14)。カナダと日本および韓国は、

この点では明らかに異なった見解を取っているよ

うに見える。

４.３カ国の医療制度のパフォーマンス評価

WHO（2000）は、加盟 191カ国の医療制度のパ

フォーマンスについてランク付けを行ったことで

有名である。表 4は、いわゆる G7諸国および韓国

の医療制度に関するWHOの全般的評価を示した

ものである。

これを見ると、カナダおよび日本は相対的にか

なり良好なパフォーマンスを示していると評価さ

れていることが分かる。全体的な目標の達成度で

は、カナダおよび日本はいずれもベストテンに入っ

ている。韓国も、加盟 191カ国の中では、上位 20

～30％以内にランクされている。しかしながら、

こうしたランキングは、必ずしも実態を反映した

ものではないという批判は当然ありうる。また、

評価の基礎となったデータは 1997年のものであり、

この 10年間で医療の状況に大きな変化が起こって

いることもありうる。特に韓国の場合、近年の抜

本的な医療制度改革の動向等を踏まえれば、その

位置が大きく改善している可能性がある。

OECD（2001）によれば、日本の医療提供体制

については、「機能分化と標準化の欠落」という大

きな問題があるとされている。例えば、病院と診

療所は機能が分かれておらず、地域の医療におい

て協力・連携するというよりはむしろ互いに競合

する関係にある。診療所が病床を有するケースも

少なからずある一方で、病院も通常大きな外来診

療部門を有している。近年に至るまで「医薬分業」

も十分ではなく、医師は医薬品の処方・調剤によっ

て大きな収益を上げてきた。こうした状況は基本

的に韓国も同様であり、2000年 7月のいわゆる「分

離改革」（Separation Reform）によって、ようやく

医薬分業が達成された15)。日本における 2006年の

いわゆる「医療制度構造改革」は、基本的にこう

した医療における機能分化と標準化を推進する方

向の改革であると考えられる。

５.医療分野における diversification

ここで、医療分野における diversificationの問題

について考えてみよう。まず、医療サービスに対

する需要面に関しては、一般に医療サービスは急

性期医療と慢性期医療に大別される。その構成割

合は、疾病構造の変化に応じて変化する。介護サー

ビスに対する需要は多くの先進諸国において増大

表４ WHOによる各国医療制度の評価

（1997年時点、191カ国中順位)

国名 全体的目標到達度
全体的な医療制度

のパフォーマンス

カナダ 7位 30位

フランス 6位 1位

ドイツ 14位 25位

イタリア 11位 2位

日本 1位 10位

韓国 35位 58位

イギリス 9位 18位

アメリカ 15位 37位

資料：WHO、“World Health Report 2000”より作成。
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しつつあるが、これは人口の高齢化のみならず、

家族構造や特に女性の役割の変化に基づくもので

ある。一方、在宅医療サービスに対する人々のニー

ズには大きなものがあるが、実際の医療費の配分

は施設サービスに偏したものとなっている16)。近

年の医療をめぐる議論において、QOL（Quality of
 

Life）は、キーワードの 1つとなっており、従来の

サービス提供「量」から、提供される医療サービ

スの「質」がより問われるようになってきている。

また、予防医療や健康増進に対する人々の関心も

高まってきている。こうした変化はすべて当該社

会における個人の価値観（の変化）に基づくもの

であり、医療政策はこうした多様化する人々のニー

ズに適切に応えるものでなければならない。

一方、医療サービスの供給面に関しては、限り

ある希少な資源の配分が問題となる。入院医療と

外来医療、施設サービスと在宅サービスの間の適

切な組合せが求められる。日本および韓国におい

ては、医療サービスの提供は、非営利ベースの民

間供給主体によって主として担われてきた。この

ことは全体として効率的な医療サービスの提供に

つながってきたと考えられるが、他方で、近年に

おける所得格差の拡大傾向等を考慮すれば、国立

および自治体立病院を含む公的な供給主体の役割

および機能も重要である。こうした面における官

民の役割分担が求められる。また、伝統的なパター

ナリスティックな医療は、次第に消費者重視の医

療に置き換えられてきている。その場合、医療に

おける情報の非対称性の問題をどのようにして克

服するかが課題である。政府や保険者、非営利機

関等重層的な主体による適切な情報開示を推進す

ることが求められている。

最後に医療費負担、特に家計による負担につい

て考えておきたい。すでに述べたように、3カ国に

は医療費の負担能力の「格差」が存在する。この

ことは、同じ疾病にかかっても低所得層にとって

は、医療費負担が重く感じられ、結果として低所

得者には健康状態が良くない者が多くなるという、

「健康状態」と「所得格差」がリンクした状態につ

ながりかねない。そのため、医療費の負担の在り

方について、所得格差に配慮する必要があるもの

と思われる。カナダの場合、民間保険の普及率が

高く、2000年で 65.0％となっている17)。その一方

で保険給付対象の拡大も重要な政策課題であり、

2002年のロマノウ報告は18)、薬剤費や在宅ケア等

を給付対象にすることを勧告している。薬剤費に

ついては、州政府が補助する制度を設けている19)。

患者の一部負担に関しては、日本では低所得者へ

の配慮が行われている。例えば、現役並みの所得

がある高齢者は 3割負担である一方で、低所得の

高齢者は 1割負担とした上で一般の高齢者よりも

低い一部自己負担の限度額が設けられている。韓

国では、一部自己負担はわが国よりも高くなって

いるが、地方の医療機関や高齢者に対しては一部

自己負担を軽減する等の対応を取っている。この

ように、高齢化の進行や所得格差が存在する中、

現在の仕組みの中で医療費の負担における多様な

人々への配慮が重要であることが共通しているも

のと思われる。

６.結論

カナダ、日本および韓国の医療制度については、

多くの共通点が存在する。中でも、まず第 1に、

これらの 3カ国は、イギリスのようなNHSでも、

アメリカのような民間保険中心型でもない、公的

な皆保険制度を採用していることが大きな特徴で

ある。医療制度は、結局、当該制度を成立させて

いる社会の基本的価値観に基づくものであり、こ

れらの 3カ国はその点でも多くの共通点があるも

のと思われる。その一方で、各医療制度は、それ

ぞれ固有の特徴を有している。例えば、日本およ

び韓国は、患者一部負担を医療費抑制政策として

活用するとともに、消費者のコスト意識を重視す
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る政策をとってきたのに対し、カナダは、患者一

部負担はアクセス基準に反するとして、原則とし

てこれを排除してきている。また、保険者に関し

ては、韓国が 2000年 7月以降単一の統合された保

険者に移行したのに対し、カナダおよび日本は複

数の保険者システムを維持してきている。

第 2に、これらの 3カ国の医療制度をめぐる基

本的な環境の変化は、多かれ少なかれ共通である

ように思われる。高齢者人口の増大および出生率

の低下は、そのペースは異なるものの、これら 3カ

国に共通した高齢化ないしは高齢社会をもたらし

ている。そして、高齢化は医療および介護ニーズ

の在り方に大きな影響を及ぼしている。日本はす

でに独立した公的介護保険制度を導入しており、

韓国もこれに追随しようとしている。その一方で、

カナダは伝統的な政策を維持しようとしている。

また、人口高齢化に加えて、人々の医療に対する

ニーズの多様化も重要である。政策立案者は社会

の多様化するニーズに対して敏感に対応しなけれ

ばならない。その場合、異なったニーズと利害を

有する人々の間に合意を形成するためには、エビ

デンスに基づいた政策形成がますます重要となっ

てこよう。

第 3に、3カ国においては、それぞれの社会にお

ける諸変化に対応して、今後とも医療制度改革を

継続していくことが求められている。その場合、

各国の置かれた状況や背景の相違を考慮に入れな

がら、それぞれの国の改革の経験からお互いに学

びあうことが有益かつ有効である。長期的な医療

政策の方向性は、基本的に 3カ国共通であり、今

回のような比較研究を通じて、多くを学ぶことが

できるものと思われる。
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（政策科学推進研究事業））「所得・資産・消費と社会

保険料・税の関係に着目した社会保障の給付と負担

の在り方に関する研究（H19―政策― 一般―021）」

より助成を受けた。

注

1） 医療費を増大させる要因としては，医療技術の進

歩が大きいとされている（Newhouse(1992））．

2) この点については，厚生省（1999）で言及がある．

3) 日本の平均受診回数は 13.8回であるが，これにつ

いて，UNESCAPの専門家会合である Expert
 

Group Meeting (EGM)on“Strengthening Health
 

Systems for Economic Growth and Achieving
 

MDGs in the Asian and Pacific Region”（2006年

11月）での議論では，ユニバーサルカバレッジが

達成された結果，医療サービスを受けやすくなっ

たことを反映しているとしている．

4) カナダ保健省（2005），城戸・塩野谷（1999）参照．

5) 韓国の医療保険制度の沿革，現状については，許・

角田（2003），国民健康保険公団（2007）が詳しい

ほか，詳細な情報は韓国国民健康保険公団webサ

イト http://www.nhic.or.krを参照．

6) 詳細は尾形（2002）参照．

7) 医療費が増加トレンドをとった場合の推計．医療

費を抑制した場合の 2050年の対 GDP比は，カナ

ダ 8.4％，日本 8.5％，韓国 6.0％となる．詳細は

OECD（2006）を参照．

8) 日本の場合，社会保険制度に公費負担が入ってお

り，それを考慮した公費の割合は厚生労働省「国

民医療費」で見ると，2004年度で 34.8％となる．

9) OECD雇用労働社会局作成の資料等による．

10)韓国の医療制度改革については，OECD（2003）
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を参照．

11)日本の近年における介護保険制度および医療保険

制度改革については，尾形（2006）を参照．

12)各国の介護サービス提供制度については，OECD

（2005）を参照．

13)Canada Health Act等の内容については，Health
 

Canada webサイト http://www.hc-sc.gc.ca/hcs-

sss/pubs/cha-lcs/2006-cha-lcs-ar-ra/chap 1 e.

htmlを参照．

14)OECD（1995）p49を参照．なお，Manning and
 

Marquis（1996）によれば，最適な患者自己負担比

率は 45％と推計されている．

15)OECD（2003）を参照．

16)日本においては，国民医療費 33兆円余のうち，在

宅医療費は約 2％程度の水準にとどまっていると推

計されている．

17)OECD（2004）参照．

18)詳細は金子（2004），岩崎（2003），Commission on
 

the Future of Health care in Canada(2002）参照．

19)各州（準州を含む）の制度の概要は，以下のweb

サイト http://www.drugcoverage.caを参照．
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はじめに

今回の比較研究の対象であるカナダ・日本・韓

国は、今日、三か国とも人口動態・家族・労働の

変化と難問に直面している。こうした変化は政策

課題やさらには政策の方向性までも先行して示し

ているのではないか、との主張もあろう。あるい

はまた、人口動態・社会の変化と政策の選択肢や

機会との関係をもっと複雑にとらえる向きもある。

カナダ・日本・韓国の三か国を考えた場合、人口

動態・家族・労働の変化と社会経済的位置づけ・

展望との関係について、従来の理解を一段と深め

る好機である。本稿の目的は 3点ある。すなわち、

カナダを中心として、①カナダにおける人口・家

族・労働の主要な変化について、日韓の基本的指

標と比較し、概要を示す、②こうした変化とダイ

ナミックスおよび相互関係に関する知識が、資源

の再分配を行う政策能力と一体となって形成され

る過程を考察する、③知識形成と政策能力につい

て、カナダ・日本・韓国の状況を比較することで

ある。以上 3点に関して、個別にではなく同時並

行的にアプローチする。

１.カナダの高齢化と人口の多様化

カナダの人口は高齢化を続けているが、新しい

人口推計（カナダ統計局, 2007）によれば、世界の

先進諸国の中では若い年齢構造を保っている。カ

ナダの高齢化率は 2005年で 13.1％となっており、

これは世界 22番目の水準である。これに対して日

本は第 1位（高齢化率 20％）、韓国は 28位（同

9.1％）である（表 1）。2002年から 2007年までの

5年間で、カナダの年齢中央値は 37.6歳から 39.0

歳になった。日本の場合、年齢中央値は 2002年の

42.0歳が 2007年には 43.5歳、同じく韓国では 2002

年の 33.2歳から 2007年には 35.8歳になった。
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カナダにおける人口動態・家族・労働の変化に関する行動力としての知識の形成について

スーザン・A・マックダニエル

■ 要 約

ある国における人口動態・家族・労働の変化は、政策的対応やさらには政策課題まで先行して示すものかどうか、判然と

しない。人口・家族・労働の変化は社会経済的・政策的な変化を示すベクトルであって、社会経済的・政策的課題と連動し

て働くのかもしれず、あるいはほかの状況の変化と相殺されるのかもしれない。本稿は、カナダをケーススタディーとして、

世代間の社会的約束、および人口動態・家族・労働の動向と転換に関する知識、新たなネットワークにおける革新的な政策

研究を取り上げ、これらが政策分野におけるカナダの行動能力とどう結びつくかを、特に再分配の観点から検討する。カナ

ダ・日本・韓国を比較し、それぞれに異なる人口動態・家族・労働の変化と概要を示し、知識と政策策定能力との関係にお

ける差異に着目して、潜在的な影響を探る。

■ キーワード

カナダ、家族、高齢化、働き方



人口高齢化の議論に際して捨象されているのは、

高齢化は、若年死や子どもを死に至らしめる病や

生命を奪う貧困、望まない妊娠に対する勝利であ

るという点である。高齢化は進歩と社会の成功の

証しにほかならない。「老いは死よりはましだ」と

いうマーク・トウェインの名言は、若くして死ぬ

ことを望まない私たち一人ひとりにとって真実を

突いている。社会的レベルで見た場合、人口高齢

化は社会歴史的な変化の一環であり、圧倒的多数

にとっては長生きができて暮らしがよくなる、後

戻りできない進歩である。こうした理解に立つと、

日本は人口高齢化が持つプラスの面での意味では、

世界の大多数の国々よりはるかに大きな勝利を勝

ち得てきたことになる。韓国は 21世紀半ばまでに

急速な人口構成の変化を遂げ、高齢化率がほぼ日

本並みに高くなると予測される。一方カナダの場

合、高齢化はするものの、日本・韓国に比べてま

だ相当程度若い年齢層で推移するだろう。

この変化はどのように起きているのだろうか。

三か国の主な人口動態指標は表 2に示した。これ

らの数値の背景には、三か国の人口ピラミッドは、

2000年代はカナダと日本が釣鐘型、韓国がピラミッ

ド型なのに対し、2025年までにすべて釣鐘型に移

行し、2050年までにはつぼ型に変化していくとい

う見通しがある。最も劇的な変化を遂げるのは韓

国である。これらの変化は単独では生じない。人

口動態の変化は社会の社会経済的発展の所産であ

る。

２.家族の変化

家族の変化はつねに人口動態の変化の要をなす。

日本・韓国と並びカナダでも、程度の差はあれ非

常に重要な家族の変化が 3点見られる。すなわち、

ワーキングマザー、子どもの自立、高齢者の生活

環境に注目したい。

⑴ ワーキングマザー

ここ数十年、大半のOECD諸国で女性の雇用が

大幅に増加している（OECD,2005）。この傾向の

要因としては、生活費の上昇・結婚の不安定化・

「扶養手当」の減少・男女平等の追求・女性の権利

意識の向上・政府の政策の変化などが挙げられる。

女性の労働市場への参加はカナダ・日本・韓国

すべてに見られるが、その傾向はカナダが最も強

海外社会保障研究 Summer 2008 No.163

表１ 主要国における高齢化率（％)

順位－国
高齢化率（％)

2005年 2050年

1－日本 20.0  39.6
 

2－イタリア 19.6  33.7
 

3－ドイツ 18.9  29.6
 

22－カナダ 13.1  26.3
 

23－オーストラリア 13.1  25.7
 

24－アメリカ合衆国 12.4  20.6
 

25－ニュージーランド 12.1  26.2
 

28－韓国 9.1  38.2
 

29－トルコ 5.9  17.0
 

30－メキシコ 5.3  21.1

資料：『図表でみる世界の主要統計 OECDファクト

ブック（2007年版）―経済、環境、社会に関す

る統計資料』.

表２ 主な人口動態指標（2007年、2025年)

国・項目 2007年 2025年

人口増加率（％） 0.9  0.6

カナダ
合計特殊出生率

（TFR）
1.6  1.7

平均寿命（歳） 80  82

人口増加率（％） -0.1 -0.7

日本
合計特殊出生率

（TFR）
1.2  1.4

平均寿命（歳） 82  83

人口増加率（％） 0.4 －

韓国
合計特殊出生率

（TFR）
1.3  1.5

平均寿命（歳） 77  80

資料：米国統計局データベース
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い。カナダでは第二次世界大戦前のように結婚退

職する女性はもはやない。なかでも、子どもがい

ることを理由にして仕事に従事しない女性は、カ

ナダの場合ますます減っている。実際、過去 20年

間で最大の伸びを示したのは、5歳未満の子どもを

持つ母親の就業である。就学前の子どもをもつシ

ングルマザーの場合、雇用状況は目立った伸びを

見せていない。しかし子どもが小学校に上がると、

シングルマザーの就業が大幅に増加する。もちろ

んここからは、手頃な料金で質の高い保育を確保

することが外で働くシングルマザーの課題である

ことが読み取れる。

しかし、既婚女性や母親の雇用が拡大したから

と言って、賃金の男女平等や家庭内の責任分担が

進んだわけではない。カナダの女性労働者はいま

だに男性より収入が低く、男性より賃金水準が低

い秘書や販売員、公立校教員などといった「女性

向け」の職業に集中する傾向が見られる。社会的

地位の高い「男性向け」の職業に就いた女性も中

にはいるが、カナダでは依然として職業の男女格

差が根強く残っている。

高齢化するカナダにとって、働く女性の増加は

何を意味するのだろうか。それは、十分な額でな

いことが多いとはいえ、将来は退職後に年金をも

らう女性が増えること、また子ども・高齢者に対

する日常的なケアが一層重要な課題になるという

ことである。カナダの熟年カップルが過去 20年間

に蓄えた退職後の備えと年金給付は、労働市場に

加わった既婚女性の大幅な拡大と、その女性たち

に対する税制適格の企業年金（registered pension
 

plan,RPP）のわずかな増加として、夫たちの給付

の大幅低下を部分的に補うに過ぎない。

日本の労働力の男女差別はさらに明確で、女性

の就業率はカナダより低く、賃金の男女格差はカ

ナダより大きい。この比較で興味深いことがある。

カナダに関する一般的な見解に反して、日本もカ

ナダも比較的小さな福祉国家を目指しており、保

守主義型または自由主義型の社会政策レジームに

向かっているということだ。日本には「家族従業

者」という特殊なカテゴリーの労働者があり、女

性が担うのがその特徴である。1990年代半ばの日

本では約 300万人の女性が「家族従業者」のカテ

ゴリーだった（Clement,2001）。

韓国は、女性の就労という点ではカナダよりも

日本と類似している。若い世代では、就労してい

る女性の割合は高いが、第 1子を育てる時期につ

いては、その程度は、男性よりも低い水準にとど

まっている。

⑵ 子どもの自立

近年に見るカナダの家族の変化の中で最大の激

変のひとつは、成人に達した子どもの自立のし方

である。成人した若いカナダ人が親から自立する

には、親の世代よりもはるかに長い時間がかかっ

ている。いわゆる「ジェネレーションX」が、特

に 1972年から 1976年に生まれた世代が親元にも

どって親と同居する傾向は、ベビーブーマー（団

塊の世代）の 3倍も高かった（Statistics Canada,

2006b）。いったん家を出た若者が親の家に最低 1度

は戻るいわゆる「ブーメランキッド」現象は、確

かに年代を追って増えている。連続する 5年をひ

とつの集団とすると、1947年から 1951年に生まれ

た集団を第 1波として、集団の年代が下るほどブー

メランが増えているのである。その要因はさまざ

まなものが考えられる。まずは早い結婚の不安定

化、高等教育への進学と卒業後も重くのしかかる

学費ローンの負担、経済的問題がある。また、か

つて親との同居は不名誉だと思われていたが、そ

れほど問題にされなくなった。自分の資力だけで

は叶えがたい生活水準を求めており、家庭内の親

子の役割がこれまでと違う新たなものになってい

る。また、大人への移行にますますストレスがか

かるようになり情緒面で親のサポートを望んでい

ることなども考えられる。

カナダにおける人口動態・家族・労働の変化に関する行動力としての知識の形成について
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カナダの子どもの自立における変化がもたらす

影響は少なくない。もし、成人した若者が自立を

達成するまで長くかかるようになり、就学期間が

延びて卒業が遅くなり、親と同居する期間が長く

なり、労働市場に参入する年齢が上がり、結婚と

子育てを先延ばしすると、年金に貢献できる年限

が短くなるということである。親にとっても、成

人した子どもたちを養うために退職後に備えた貯

金が目減りすることになるだろう。若い世代が家

庭形成と子育てを先延ばしすれば、将来の出生率

にも影響が出るのは言うまでもない。

日本と韓国では、東アジアに特徴的な、老親と

成人した子どもとの同居や子どもが離家する時期

の遅さという家族構造を持っている。例えば日本

の場合、1970年代生まれで男性の 15％、女性の

14％が 40歳まで親と同居していると推計されてい

る（Zeng et al.,1992）。東アジアではこうした傾

向が伝統的に続いていたこともあり、子どもの自

立が遅くなっていることは、カナダほど多くの関

心をもたれることはないように思われる。

⑶ 高齢者の生活環境

日本や韓国のように、年老いた親は子どもと同

居する伝統が根強い社会にあっても、伝統的な生

活形態はそれほど一般的でなくなりつつある。か

つて独居老人と言えば、社会から孤立しているか

家族から遺棄されたのと同じことだった。しかし、

多様な文化環境で行われた研究によれば、高齢者

は、一人暮らしの人であっても、自分の家とコミュ

ニティーで暮らす方を選ぶことがわかっている。

こうした選択を支えているのが長寿化であり、さ

らに社会保障の拡大、持家率の上昇、高齢者に優

しい住宅、多くの国で見られるコミュニティー・

ケアの重視である（National Institute of Aging

［NIA］, 2007:p.17）。労働者の移動もまた、年老い

た親が成人した子どもの近くで暮らせる状況がこ

れまでより減ることを意味している。

2001年に行われたカナダの国勢調査によると、

単身世帯は 4人以上の世帯とほぼ同数であった

（Statistics Canada, 2002）。そのうち一人暮らしの

高齢者の割合が格段に増えている。しかしだから

といって、多くの場合、一人暮らしの高齢者が社

会とのつながりをなくしているわけではない。多

くは元気で、家族や友人とのつきあいを維持して

いるが、一人暮らしを選んだのである。ある意味

でこれは一人暮らしをする力に恵まれた結果であ

る。もちろん、カナダの高齢者が全般的に健康だ

ということも関係する。ただし、カナダ生まれの

カナダ人と他国からの移民の間には、高齢期の生

活環境にある程度差があり、移民の高齢者は成人

後の子どもと同居する傾向が強い。

３.労働の変化

労働力全体に占める 50歳以上の労働者の割合

は、2000年から 2050年の間、OECD諸国で軒並

みに上昇していく（Canada.Policy Research Initia-

tive［PRI］, 2005）。しかしこの傾向を、近年続い

た早期退職傾向（カナダはこの傾向がつい先日逆

転した）と合わせてみると、年齢ごとの労働参加

の変化という課題は深刻度を増す。難しさを倍加

しているのは出生率の低下である。つまり、労働

市場に加わる新規労働者が減少することになり、

世代間の知識の伝達と継続のために中高世代の持

つ知識とスキルを保つ必要が生じる。

高齢労働者の退職パターンの比較・予測は周知

のとおりきわめて困難である。国民全体で見た労

働人口の行動パターン・財政状態・年金の有無・

社会における労働の体系化に大きく依存するため

である。例えばカナダの場合、上述の早期退職パ

ターンは最近になって転換期を迎えた。長く仕事

を続ける高齢労働者が増えたことで、結果的に、

団塊の世代の退職が急激な労働力不足を招く恐れ

は緩和したとも言える（Statistics Canada, 2007b）。
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2005年、50代後半のカナダ人の過半数はまだ現役

労働者だった。55歳から 59歳のカナダ人男性のう

ち、4分の 3（76％）は仕事に就いているか求職活

動中だった。この比率は 1976年の最高値 84％を下

回るが、最低を記録した 1998年の 71％より高い。

60歳から64歳の年齢層では現役労働者の割合は低

くなるが、近年は男女とも上昇に転じた。2005年

にはこの年齢層の男性の 53％が在職しているが、

1995年には 43％のみであった。また、同年齢層の

女性については 37％が在職していた。

カナダの高齢者の就業割合は、次の 3つの要因

から、今後も拡大を続けると予測される。第 1は

団塊の世代が男女ともに在職志向が強いこと。第

2は特に女性の著しい教育水準の向上。第 3は、55

歳以上の労働者が、興味や経済上の理由のほか、

カナダの実質的な定年（65歳）廃止などの理由か

ら、働き続ける意欲を明確にしていることである。

2006年には、高齢労働者のなかに自営業などの就

業形態への移行の動きが顕在化し、一部では退職

後に備えて意識的にシフトしていることがうかが

える。また、相当数の高齢者が個人年金を受給し

ながら働き続けており、しかも新しい職に就く場

合が大多数であるという実態から、カナダでは退

職後の生活が再定義されつつあることも明らかで

ある。OECD諸国の多くで、人生は教育・就業・

退職の 3段階を歩むというパターンからの乖離が

見受けられるが、カナダの実態もその傾向を裏づ

けている。

日本とカナダを直接比較することは不可能に近

いとはいえ、日本の退職パターンはカナダのそれ

表３ OECD諸国における事実上および法定上の退職年齢

国
事実上の退職年齢

男性 女性

法定上の退職年齢

男性 女性

年齢差

男性 女性

日本 70  66.2  65  65  5  1.2

アメリカ 64.7  63.6  65  65 -0.3 -1.4

デンマーク 64.3  60.6  65  65 -0.7 -4.4

スウェーデン 63.8  62.5  65  65 -1.2 -2.5

カナダ 62.8  60.8  65  65 -2.2 -4.2

英国 62.4  60.9  65  60 -2.6  0.9

オーストラリア 61.9  59.7  65  61 -3.1 -1.3

オランダ 60.7  59  65  65 -4.3 -6

フィンランド 60.1  59.7  65  65 -4.9 -5.3

フランス 59.6  59.7  60  60 -0.4 -0.3
 

OECD  63  61.3  64.8  63.8 -1.9 -2.4

注：事実上の退職年齢は、1995年～2000年の期間に 40歳以上で退職した労働者の平均年齢に当てはまる。法定上

の退職年齢は、労働者が公的年金を満額受給できる最低年齢をさす。当てはまる国の平均。事実上の退職年齢

のうち、英国については 1998年のデータである。

資料：OECD資料より作成
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と興味深い対比をなしている。日本は有給雇用か

ら「出口」に至る複雑な経路を発展させてきた。

OECD諸国では従来、永続勤務の「表彰」を受け

るまで働くのがどの国でも一般的な生き方だった。

今日のOECD諸国に見られる変化の先駆けが、お

そらく日本であろうと思われる。日本の退職パター

ンはさまざまな選択肢の組み合わせであり、退職

時に保有株式を買い取る社債プラン、出向、段階

的退職などがある。日本では正式の退職年齢まで

正規の雇用形態にとどまる労働者はほとんどいな

い（Clement,2001）。日本の高齢労働者の多様化し

た就業形態の影響については、十分には解明され

ていない。

人口高齢化が生産性に及ぼす影響は、ある程度

今後の研究によらなければならない。憶測では実

証にはならない。しかしながら、この両者の関係

について知られている調査（Praeger, 2002）が結

論づけたところでは、証拠はまちまちで、個人レ

ベルや集団、セクターごとに異なるという。生産

性もまた政治的かつ政策的な問題であり、それぞ

れの要素とのつながりの中で検証しなければなら

ない（McMullin,Cooke and Downie,2004）。個

人レベルの問題、すなわち各自の高齢化に伴う生

産性低下の懸念から一足飛びに、深い考えもなく

社会的なレベルに当てはめるのは危険である。ど

んな労働力であれ、生産性を左右する重要な要素

は、資本・人材への投資、および職場の方針・姿

勢の転換である。人口高齢化と生産性または労働

力不足との間に密接な関係がほとんどないことは、

McMullin,Cooke,Downieの研究（2004）が非常

に明快に示している。生産性や労働力の問題は人

口高齢化それ自体によって一義的に決定されるの

ではなく、さまざまな要素が複雑に絡み合った結

果である。

４.行動力としての知識の形成

研究の知見や現実社会の人口動態・家族・労働

の傾向は、受け身なだけではない。知識はその知

識に基づいて行動する能力を具現化している。ス

ノウ（C.P.Snow）が科学者について述べた言葉の

ように、「（彼らは）未来をその骨に担っている」。

カナダ・韓国・日本三か国では、行動するための

知識と、行動力としての知識との間に違った傾向

があるだけではなく、その関係も違っている。

人口動態・家族・労働の変化についての知識と

は、単にある社会で起きている出来事から洞察や

手がかりを得ることだけにとどまらず、こうした

知識が社会を生成しているのである。言い換えれ

ば、人口動態・家族・労働の変化に関する知識は、

現実を変えてしまう。少子高齢化や人口のマイナ

ス成長について、日本で見られる深刻な懸念の源

泉がこの知識だと言ってもかまわないだろう。こ

の知識は、日本が社会の見方を変える力を持って

いるのである。

マックス・ウェーバー（Max Weber）は、知識

が積極的な役割を果たすのはその知識について行

動を起こす余地がある（または余地が作ることが

できる）ときだけだ、と教えてくれた。またカー

ル・マンハイム（Karl Mannheim）は、特定の状

況で知識を展開するには、行動力と行動できる余

地の把握との相互連結が不可欠である、という洞

察に満ちた見解を述べている。研究や証拠に基づ

く知識は、現実を変える力によって功績をあげる。

しかし、ある状況のどの要素が固定化し、どの要

素が行動に向かって開かれているかを見ることこ

そ、大切なカギである。その評価には、これらの

要素のつながりが大いに重要である。

５.カナダの政策課題と今後

政策課題は人口動態や人口構造そのものが決め
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るのではない。人口動向・経済社会・国内および

世界の変化を、これらの相互関係と照らし合わせ、

変化してゆくプロセスの流れとの相互作用によっ

て決められる。カギを握る要因は、社会歴史的な

時期、社会文化的習慣・慣行、地政学的要因であ

り、とりわけ世代の予測が重要である。例えば、

大量の若い労働者から得る経済的利益や、逆に大

量の労働者が定年退職することによる経済的損失

などは、政策環境に決定的に依存する。政策と経

済を通じて、労働市場に参入する労働者に生産的

な仕事を提供し、かつ退職後の労働者、つまり労

働力商品でなくなった労働者の生計を支える社会

の力量が、人口動態と全般的な社会福祉との関係

を規定する。

以上で見てきたように、人口高齢化は人間の進

歩の成果である。この意味で、高齢化社会は経済

発展に伴うものである。「人口転換理論」は、人口

と経済の発展プロセスは 4段階であると規定した。

この理論では、人口転換は「第 1段階」から「第

4段階」まで時を追って変化するが、それぞれの段

階にかかる時間は対象である特定人口に応じて大

幅に違ってくる可能性がある。次の段階に向かう

条件が整わなければ、ある国がひとつの段階から

「抜け出せない」ことすらありえる。これらの 4段

階は次の式から簡単に求められる。

γ＝β－δ＋ι－ε6

こ こ で β＝B －1，δ＝ Δ －1，ι＝

I －1，ε＝E －1 は順に出生率、死亡率、

移民入国率、移民出国率（通常は人口 1000人あた

りの比率）を表す。

各段階は以下の通り。

第 1段階：高いβと高いδ γはふつう正の小

さな値

第 2段階：高いβとδの低下 γは上昇

第 3段階：βの低下と低いδ γは低下

第 4段階：低いβと低いδ γはふつう正の小

さな値

一部の国で近年生じた事象（人口の一層の高齢化・

日本など）から判断すると、本理論に次の段階を

追加した方が適正であろう。

第 5段階：低いβとδの上昇 γは負の値

第 5段階に達した日本は、ほかのどこにも例が

ない人口のマイナス成長に直面している。ロシア

も同じように人口が減少しているが、減少の理由

は違う。日本では「少子・高齢化社会」問題への

危機感が根強く、ジェンダー・家族・職場の組織・

これらの問題に対処する最善の政策的アプローチ

をめぐって、国民の間で活発な論議が交わされて

いる（Boling,1998）。これは、行動を喚起する能

力としての知識を示すわかりやすい例である。こ

の点で日本は興味深い研究を提示している。すな

わち、特有の伝統や社会的価値観を持ち、国と社

会の関係を理解し、政策プロセスを有する政治経

済大国が、いかに政策課題に取り組み始めたのか、

というテーマである。具体的には 1994年、当時の

厚生省・労働省・建設省・文部省の 4省合意のも

とで、「エンゼルプラン」が策定され、これに対応

する具体的な計画として、「緊急保育対策等 5か年

事業」が策定され、保育サービスの改善が目標と

された。育児休業法が施行され、育児休暇の取得

が男女とも可能になった。政策の重点は高齢者ケ

アに移行しつつあるが、今日でも高齢者ケアは公

的事業というより家庭が担うべきだとする傾向が

強い。この前提で女性を介護の担い手としており、

カナダなどほかの国々でも一般的なやり方である。

性別役割分業の考え方は、日本でもカナダをは

じめとする多くの国々と同じく、男女雇用機会均

等を推進する現代の社会政策と対立している。日

本の政策策定者は、カナダの多くの場合と違って

活動家や政策研究者ではない。高度な知性と教養

のある官僚が、情勢と世論を分析して彼らが有益

と考える政策を策定するのである。これは、知識

に基づく行動プロセスの一例である。そこには確
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かに利点もあるが、欠点もある。例えば、男性優

位の職場で育児休業を取りたい女性が直面する問

題について、政策担当の官僚はややもすると見逃

すか、認識が不十分である。こうした問題は彼ら

の策定する政策的措置の範囲外だと見なす可能性

もあるからである。

その上日本では、高度経済成長の追求のかげで

社会インフラ整備がないがしろになり、人口動態

の知識から生じた行動そのものが解決策に不利に

作用している。子どもが遊べる公園緑地の欠如、

レジャー施設・道路施設・ケアしやすい住宅の不

足などがその例である。

これに対してカナダでは、協議をすればしただ

け、そしてさまざまな利益団体の圧力がバランス

を取ったとされるところまで、身動きできない。

知識は往々にして棚上げされたまま行動に移され

ない。とはいえ、1年間の育児休業を推進する政策

については事情が異なった。しかし育児に関して

は、たとえその政策行動に必要な知識が何十年も

検討されてきたとしても、行動にいたらず約束に

終わったものがはるかに多い。

６.カナダ・韓国・日本の比較

言うまでもなく、カナダ・韓国・日本はそれぞ

れ人口・家族と労働の形態・変化と課題が上述の

ように異なっている。人口転換の段階も違えば、

社会経済の発展レベルも違い、政策的・家族/個人

型の社会福祉制度、政策の策定方法その他、多く

の違いがある。

顕著な違いを 2点あげよう。第 1は、日韓に比

べてカナダの高齢者の方が民族・人種が多様なこ

とだ。最近のデータによれば、現在 65歳以上のカ

ナダ人の 28.4％がカナダ国外で生まれている（Durst,

2008）。ヨーロッパ出身のカナダ移民の約 31％が 65

歳以上である。東アジア・南アジア・アフリカ出

身の高齢世代もまた急増している。この傾向が政

策課題に与える問題はまだはっきりしないが、医

療と社会福祉の変更および年金支給の調整が必要

になると見込まれる。移民もまたカナダの生活の

質と国際競争力に貢献してきた。ある面で移民は

熟練労働者の移入手段でもあった。しかしながら、

最近の移民の技能については、カナダの受容力は

それほど大きいとは言えない。高度熟練移民が能

力に見合った雇用をされていない現状では、人口

高齢化による労働力不足は懸念材料になりにくい。

多様な高齢化社会としてのカナダと日韓の第 2の

違いはさらに大きく、変化し続ける地政学的要素

に関係している。グローバル化は、そしてこれは

多くの側面があるのだが、アメリカの影響力が及

ぶ経済支配の崩壊――今日、急速に起きつつある

との主張が多い――と見ることもできる。その証

拠は例えば、サブプライムローンの失敗で揺れ動

く経済不安、アメリカの製造業の衰退、アメリカ

の民間・政府両部門の持つ巨額の財政赤字などで

ある。世界におけるアメリカの威信の衰退は言う

までもない。カナダの経済はアメリカより基盤が

安定しており、財政赤字ゼロ、国際通貨市場でも

米ドルより強いとはいえ、やはりアメリカ経済と

のつながりが深い。今後の政策課題は、経済的観

点を中心に検討されなくてはならない。

最近、ニューヨークタイムズ紙は端的に「アジ

アが世界の命運を握る」と述べた（Khanna,2008:

p.62）。ほとんど疑義はあるまい。アジアは、突出

した人口・マネーを抱えており、発展・達成の「壮

大な物語」に見るイノベーション能力も持ち合わ

せている。戦後日本の復興と、最近では韓国の成

功が如実に示しているとおりである。カンナ

（Khanna）の示唆に富むイメージどおり、グローバ

リゼーションの推進役が 3つあるとすれば、それ

はアメリカ・ヨーロッパ・アジアの三者である。

このうちヨーロッパ（EU）とアジアの地理的経済

的位置は、アメリカを凌駕している。アメリカは

かつてのような世界との結びつきを失った。さら
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に、ヨーロッパ（EU）とアジアに比べて、アメリ

カがはるかに危うい経済状況にあることは間違い

ない。

カナダはアメリカ合衆国の一部ではないが、地

理的にも経済的にもアメリカの勢力圏内にある。

しかしカナダは環太平洋諸国の一つとして、アジ

ア諸国との強固な関係の構築を積極的に推進して

いる。この関係はさまざまな面でカナダの強みに

なる。その中からひとつ、非常に意味深い面を指

摘しよう。カナダはアジア人留学生の受け入れに

ついて積極的姿勢に転じた。そのためカナダの各

大学には大学生、大学院生、ポスドクが増えてい

る。大学を通じたつながりは生涯続くことも多く、

将来にわたってカナダに貢献するはずである。と

はいえ、アメリカの勢力範囲が縮小すれば、カナ

ダの将来に影響が及ぶ。その影響はおそらく人口

高齢化より甚大であると思われる。
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はじめに

韓国の社会保障制度はかつてない多様な圧力と

課題に直面している。不安定な雇用が拡大してい

るが、その要因は労働市場の大幅な弾力化、仕事

の質とスキル開発機会の二極化、家庭機能の衰退

と核家族世帯等の増加、仕事と家庭の両立を妨げ

る深刻な障害、OECD諸国で最低の出生率と最速

の人口高齢化、不安で不十分な年金、連携を欠く

サービス実態などである。

従来にないタイプの社会的リスクの存在を示す

これらの大きな課題がきっかけで、一連の議論が

スタートした。論点とされたのは社会サービスの

危機的状況、家庭と国の責任の再構築とジェンダー

関係の再形成、韓国および国外の福祉国家におけ

る労働市場政策と社会政策の統合である。

退職や病気、貧困、失業など、多くの家庭が直

面してきた従来の社会的リスクは消失したわけで

はなく、今日ではいわゆる「新たな社会的リスク」

までもが絡み合っている。そのため韓国の社会保

障制度は、複数の政策分野で多元的な改革課題に

直面しているのである。

本研究は、このような韓国の政策課題の現況と

背景を詳述し、過去 10年間に韓国の社会保障制度

改革をもたらした多様な推進力に的を絞って検討

したい。また、韓国の家庭が直面する重大なリス

クについて理解を深め、リスク対策として韓国が

近年取り組んできた社会保障制度改革の特徴を明

らかにする。あらゆる新たな社会的リスクのなか

で、主に、仕事と家庭生活の両立と少子化、労働

市場の二極化、そこから生じる所得の不平等を取

り上げる。

１.仕事と家庭の両立と少子化

女性にとって仕事と育児の両立が難しい原因は、

2つの面から論じることができる。第 1に、韓国は

子育ての社会化の度合いが比較的低く、家庭内で
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も夫が子育てを分担しないため女性の負担が重い。

第 2に、安定した職に就く機会が男性より少ない

ために、女性が妊娠と出産を先延ばしすることで

ある。韓国において出産という女性の役割が経済

活動に大きく不利になることは、厳しい現実であ

る。韓国の女性の労働力率はOECD諸国の中で最

低レベルである。高等教育を受けた女性のそれは、

男性に比べるときわめて低い（図 1）。

子どもを持ちながら働く既婚女性は、仕事と育

児に関して、どのような選択をしているのだろう

か。この問いに答えるには、2003年に“Korean
 

Women Link”が実施した調査を見てみよう。調査

対象は、12歳以下の子どもを持つ既婚男性・女性

労働者である（Jang and Bu 2003）。調査では、2

つの質問―「妊娠や出産を理由に仕事を辞めようと

考えたことがあるか」「仕事のために子どもの数を

調整したことがあるか」―をたずね、得られた回

答を 4つのタイプに分類した（表 1）。女性の回答

を示した。

まず、仕事を辞めようと考えたことがあり、か

つ子どもの数を調整したことのある女性は、仕事

と育児に大きな葛藤があったと考えられる。この

タイプは全回答者の約 30％だった。仕事を辞めよ

うとは思わなかったが、子どもの数を調整した女

性は 17.8％であった。女性全体の中でわずか 1/4だ

けが、仕事を辞めたり子どもの数を調整したをし

たりせずに、仕事と育児を両立させていた。

出生率・結婚・家庭生活に関する 2005年の調査

によると、女性の就業形態はライフサイクルによっ

て違う。すなわち、子どものない夫婦（グループ

1）、就学前の子どものいる夫婦（グループ 2）、学

齢期の子どものいる夫婦（グループ 3）で差がある。

全般として、どのグループにおいても、就業形態

の大半は賃金労働である。しかしその割合は、ラ

イフスタイルの変化に伴い変動する。グループ 1の

雇用率は 79.6％だが、グループ 2では 54.4％に減

少し、自営業や家内労働の割合が増加している。

グループ 3は、自営業や家内労働の割合がグルー

プ 2よりやや多い。ライフサイクル全体を通じて、

役員として働く女性の割合は一貫して低い（図 2）。

ある興味深い比較研究（Chang,2005）もまた、

1990年代のOECD諸国において、雇用のジェン
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注：高等教育を受けた男女間の「就業者÷人口」比率（％）の差

資料：OECD “Employment Outlook 2004”

図１ 男女の就業率格差（高等教育を受けた者)
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ダー平等が進んでいるほど、合計特殊出生率（TFR）

が高いことを示している。この分析の重要な意味

は、子育ての対価を政府が直接に支給するよりも、

子育て支援を向上させる方が、家庭の負担を軽減

する、ということである。家庭の子育て負担の軽

減を促進し、女性の働く権利を重視して雇用のジェ

ンダー平等を推進する政策パラダイムは、ほかの

パラダイムに比べ、合計特殊出生率の向上にはる

かに優れているように思われる。こうした政策パ

ラダイムが、経済活動への女性の参加を促進する

上でも高い効果を上げることは明らかである。

労働市場におけるジェンダー平等の度合いと出

生率との関係について、理論は確立されていない

が、多くの研究は合計特殊出生率と女性の労働力

率に強い相関を見出している。

ある調査では、回答した女性全体のわずか 25％

が職場復帰の不安なしに産休を取ったのに対し、

75％は何らかの問題を心配したという。不安を持っ

た女性の多くは、産休後に以前の仕事に戻れるか

どうか確信がなく、また昇進や職場での配置に潜

在的な不利益を被るのではないかと懸念していた。

この結果が示唆するのは、産休が法律によって確

実に保障された権利であるにもかかわらず、労働

市場にある女性労働者にとって、現実にはキャリ

アアップの妨げになるという事実である。

韓国の合計特殊出生率は 2005年に史上最低の

韓国の新たな社会的リスク：仕事と家庭の両立、所得格差

表１ 子育てをしながら働く女性の選択：理想のタイプと回答

仕事を辞めようと考えた

はい いいえ

子どもの数を調整した
はい

葛藤

29.5％

仕事中心

17.8％

いいえ
子ども中心

27.6％

安定

25.1％

出典：Jang and Bu (2003)

資料： 出生率・結婚・家庭生活に関する調査」（2005年)

図２ ライフサイクル別女性の就業形態
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1.08に落ち込み1)、国家的な少子化対策の策定に取

り組んでいる。一部の研究者によれば、出生率低

下の原因は価値観の変化にあるという。確かにこ

れを裏付ける理論や論考は多い。例えばある理論

では、ポスト工業化社会への移行にともない社会

の連帯が弱体化し、個人の自立と責任がより重視

されるなかで、社会的・経済的な安全が危うくな

ると、人は子どもの数を減らす傾向が強まるとい

う（McDonald 2005）。また、消費者中心の社会で

は子育てと消費がトレードオフの関係にあること

を示唆する説もある（Longman 2004）。

もちろん、価値観が変化すれば、理想とする子

どもの数が、それ以前よりも格段に低下すること

は考えられる。実際この理論によって、韓国の子

どもの数が 1960年～1970年代に比べて激減した現

象を説明できる。しかし、実際の子どもの数が理

想とするそれよりも少ない場合がよくあるのがな

ぜなのか、この理論では十分に説明できない。こ

の疑問を解明するため、本節では、女性の仕事と

家庭の両立に重要な手段として、「保育」に焦点を

当てる。

子育てに伴い発生する機会費用は保育サービス

によって軽減する。この事実から示唆されるのは、

保育は、親のキャリア中断や労働市場からの退出

を防ぐということである。言い換えれば、仕事と

家庭の両立に役立つのが保育である。確かに、理

想を言えば、仕事と家庭の両立には企業慣行や雇

用パターンの変化、家庭に優しい多様な諸手当が

なければならないが、それは本稿の範囲を超える。

以下本節では、子どもを持つことと就労との関係、

および子どもがキャリアに及ぼすマイナス面につ

いて検討する。さらに、子育て支援策としての韓

国の保育サービスの現状を述べたい。

既婚男女が経済活動に参加するかどうかは、留

保賃金が市場で得られる賃金レベルより高いか低

いかによる。ここでおもしろいのは、既婚男性の

労働力供給が主に賃金と不労所得と相関関係があ

るのに対して、既婚女性の労働力供給は子どもの

人数と年齢に大きく影響される点である（Blau et
 

al. 1998）。つまり、子育てにかかる時間とコスト

は、既婚女性の労働力供給に著しい影響を及ぼす

のである。経済的サポートに加え、アクセスしや

すい保育施設の供給が、既婚女性の労働力供給に

おける就業の決定と存続（維持）に密接にかかわ

ると言える。

女性の労働力供給に関する労働市場理論では、

保育の対象に 3～6歳児だけでなく、3歳未満児も

含む保育施設が、特に重視された。キャリア中断

の大半が幼い子どもを持つ母親に生じることを念

頭に置くと、こうした保育所の重視はよく理解で

きる。同時に、現金給付よりも、保育サービスと

いう現物支給の方に効果があるという報告もある。

ノルウェーでは、2歳未満の乳幼児のいる家庭に対

し、家族手当の支給を 1998年に開始した。ノル

ウェーの経験は教訓になる。この現金給付政策を

導入して以来、既婚女性の労働力率は短期間で 7

～8％低下したうえ、長期的には 16％もの低下が見

込まれているのである（Kornstad and Thoresen
 

2002）。

その通りならば、子育て専業ではなく仕事と子

育ての両立を追求するには、育児休業給付金を支

給するより保育サービス拡大に力を入れて取り組

むべきだ、という結論に達する。実際、子どもと

女性の経済活動の関係を掘り下げたOECD諸国に

おける研究の多くは、いくつかの問題点を提示し

ている。表 2は保育政策の質について、利用でき

るか、利用しやすい価格かどうかという観点から

取り上げ、3つの社会保障体制に区分して比較した。

ここからわかるのは、子どもを持つマイナス面は、

社会的サポートが弱い国と強い国とで、程度に違

いがあることだ。英語圏の国ではいずれも子ども

の存在は母親の就業の障壁であり、ノルウェーの

女性の就職はほかの北欧諸国に比べてさらに難し

い。ノルウェーでは総合的な保育サービスが不足
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しているためである。

以上の実証的研究の結果から明らかなのは、子

どもの存在と子どもの人数の両方が雇用にマイナ

スの影響を及ぼすこと、また、マイナス影響の軽

減╱排除には保育と子育て支援政策が効果をあげ

ていることである。この因果関係は、留保賃金が

下がると労働力率が上がり、また時間集約的な保

育に社会が関心をもち、適切な支援をすると、労

働市場が拡大する、という理論にある程度沿って

いる。既婚女性の労働力率を引き上げるため、韓

国は 3歳未満の乳幼児・3～6歳児を対象とする公

的保育の提供と保育費用の支援を通じて、留保賃

金を下げるべく、連携を強化した取り組みを行う

必要がある。

調査の結果、2004年の保育所の充足率は乳児の

わずか 46.6％、幼児の 85.4％であり、全体では

72.3％だった（表 3、図 3参照）。1歳未満の乳児の

充足率が最も低い。1年以内に乳幼児を保育所に預

けると答えた回答者に基づくと、中期的追加需要

は乳児 25万人、幼児 15万人が見込まれる。

子どもの年齢によって保育支援施設の利用度と

母親の就業率とに大きな開きがある点に特に注目

する必要がある。幼い子どもを持つ母親は、就業

率が著しく低い（表 4参照）。

要するに、子育ての社会化の遅れ、労働市場に

おける女性差別といった状況下で、史上最低の出

生率と女性の労働市場参加率の低さとが相互に事

態の悪化を助長するという悪循環が見られる（図

4参照）。

出生率と女性の就業率に正の相関を持たせる最

表２ ECEC（乳幼児教育・保育）プログラムと母親の就業との関係

（H：高，I：中，L：低）

社会における ECECの分布

（利用できるか/利用しやすい価格か）

子どもを理由とした母親の就業の不利

益1)

0～2歳 3～5歳 母親の就業の減少

（0～2歳児）

母親の就業の減少

（3～5歳児）

社会民主主義国

デンマーク

フィンランド

ノルウェー

スウェーデン

H/H
 
I/H
 
I/H
 
H/H

 

H/H
 
I/H
 
I/H
 
H/H

 

0％

0％

-29％

0％

0％

0％

-27％

0％

保守主義国

ベルギー

フランス

ドイツ

イタリア

ルクセンブルク

オランダ

I/H
 
I/H
 
L/L
 
L/L
 
L/L
 
L/L

 

H/H
 
H/H
 
I/I
 
H/H
 
H/H
 
H/H

 

0％

0％

-25％

データなし

0％

-25％

0％

0％

-117％

データなし

0％

-21％

自由主義国

オーストラリア

カナダ

イギリス

米国

L/L
 
L/L
 
L/L
 
L/L

 

I/I
 
I/I
 
I/I
 
I/I

-35％

-15％

-45％

-22％

-15％

-10％

-31％

-15％

注：1) 就業の予想減少率（％）（不利益）の算出は、幼い子を持つ既婚女性の配偶者の有無・子どもの人数・母

親の年齢と学歴・世帯収入など多くの因子を考慮して行った。

資料：Meyers and Gornick (2003)
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表３ 乳幼児教育・保育に対する中期的追加需要予測（年齢別)

（単位：％）

区分

乳幼児保育

利用率

(A)

追加希望

率（B）

需要率

(C＝A＋

B)

充足率

(A/C×

100)

幼児教育

利用率

(D)

追加希望

率（E）

需要率

(F＝D＋

E)

充足率

(D/F×

100)

乳児

0歳

1歳

2歳

小計

2.3
 
12.4
 
28.5
 
15.1

 

7.8
 
13.0
 
29.3
(17.3)

10.1
 
25.4
 
57.7
 
32.4

 

29.8
 
48.8
 
49.4
 
46.6

幼児

3歳

4歳

5歳

小計

45.7
 
42.9
 
28.9
 
38.5

 

19.1
 
5.8
 
0.6
(6.6)

64.8
 
48.7
 
29.5
 
45.1

 

70.5
 
88.1
 
98.0
 
85.4

 

13.5
 
25.7
 
50.1
 
31.1

 

23.2
 
29.3
 
10.5
 
18.9

 

36.7
 
55.0
 
60.6
 
50.0

 

36.8
 
46.7
 
82.7
 
62.2

総数 28.5 (10.9) 39.4  72.3  31.1  18.9  50.0  62.2

注：ここで用いた人口は、韓国統計庁「将来人口特別推計」（2005年）による。

資料：保育の利用と需要に関する全国調査 2004年（最新調査）

資料：d’Addio,A.and M.Mira d’Ercole(2005)

図３ 正規保育プログラムを利用する乳幼児の年齢層別割合
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も重要な方策は、仕事と家庭生活の両立をはかる

ことである。これは、出生率の落ち込んだOECD

諸国が家庭と女性に優しい雇用および社会サービ

ス環境を創り出すことで出生率を回復した経験か

ら、われわれが学びとれる教訓でもある。具体的

に以下の政策努力が必要である。

●保育施設へのアクセスを改善する。

●保育施設におけるサービスの質を向上させる。

●育児休暇を父親休暇と母親休暇とに分けて取

得する。

社会が、家庭の伝統的な機能を強調し従来の性

別役割分業に固執すればするほど、また経済成長

と労働生産性という政策パラダイムを一方的に固

持すればするほど、女性や親は、子育てと労働市

場で働くことの間に横たわるギャップを日々痛感

することになる。さらに視野を広げれば、政策は、

市場・家庭・国が相互にとるべき責任構造の変化

に応じて、また韓国社会が長きにわたり守ってき

た深層構造である男性と女性の責任構造の変容に

応じて、効果的に策定されるべきである。

この点で、われわれがどのタイプの社会保障体

制を追求すべきか、熟慮を迫られている。例えば、

デンマークとスウェーデンをリーダーとする北欧

モデルは、完全雇用や女性の労働市場参加、ジェ

ンダー平等を主要な政策目標としている。フラン

スは、出生率向上と家庭支援に関して 1世紀に及

資料：Jang (2005)

図４ 低出生率と低労働力率との関係

表４ 保育支援施設の利用

区分 2004年人口
保育施設

（2004年 6月）

幼稚園

（2004年 4月）
小計

母親の就業率

(％)（2004年）

0歳 481,264  15,567(3.2) - 15,567(3.2) 20.2
 

1歳 480,140  64,219(13.3) - 64,219(13.3) 24.5
 

2歳 514,835  159,443(31.0) - 159,443(31.0) 35.9
小計（0-2歳） 1,476,239  239,229(16.2) - 239,229(16.2) 26.8

 
3歳 595,786  225,229(40.4） 76,829(12.9） 302,058(53.3) 43.4

 
4歳 614,730  214,110(34.8） 168,613(27.4） 382,723(62.1) 40.1

 
5歳 621,373  182,562(29.3） 296,271(47.7） 478,833(77.0) 44.9
小計（3-5歳） 1,831,889  621,901(34.0） 541,713(29.6） 1,163,614(63.6) 42.6

 
6歳

7歳

8歳

小計（6-8歳）

638,889
 

668,287
 

688,387
 

1,995,563

小学校の下校後に教室を利用する： 7％

私立学校を含む民間施設を利用する： 71.6％
44.8
 
51.2
 
47.1
 
47.6

資料：韓国統計庁「将来人口特別推計」（2005年）；教育人的資源部「幼稚園統計」（2004年 6月）；女性家族部「保

育統計」（2004年 6月）

－ －71

韓国の新たな社会的リスク：仕事と家庭の両立、所得格差



ぶ歴史がある。他方ドイツは、いまだに伝統的な

母の役割を堅持し、家庭への国の介入を最小限に

抑えている。英米モデルは、非介入または低所得

家庭に対する限定的介入のみとしている。韓国が

取るべき社会保障体制についてコンセンサスが形

成できたとしても、ほかの制度・政策の見直しや

調整を通し、効果的かつ総合的な政策パラダイム

を構築するという、広範囲に及ぶむずかしい課題

が残されている。

２.労働市場の不安定化と所得格差

労働市場は、グローバル化2)と科学技術の進歩と

いう二重の力によって、世界中で激変をとげつつ

ある。従って、今日の労働市場はもはや、かつて

の雇用と社会保障を提供することはできない、と

言われることが多い。それでは、韓国の労働市場

の不安定さは避けられないと、擁護しうるだろう

か。同様によく言われるのは、ポスト工業化社会

にあって、被雇用者を保護するには、新たな保障

が要るということである。韓国政府はこの課題に

対して何らかの前進をしただろうか。本節では、

以上 2点の重要な問いに答えたいと思う。

1997年の金融危機以来、韓国で最も使われてき

た専門用語に、「二極化」がある。二極化のいくつ

かの側面の証左になってきたのが、所得、労働市

場、産業、教育などである。最も深刻なのは所得

格差と、賃金と安定雇用の両面における労働市場

の二極化であると言ってもよかろう。特に労働市

場の二極化は、より深刻な問題である。というの

も労働市場の二極化が、所得格差をもたらし、さ

らなる悪化を招いているからである。Forster and
 

Pearson（2002）もまた、OECDにおける所得格差

の主因は雇用の二極化であり、そのためにワーキ

ングプア世帯の割合が増えている、と指摘した。

韓国の主たる問題は、終身雇用制度の衰退に加

え、不安定な非正規労働者の規模をめぐって提起

されてきた。事実、一時雇用や日雇い労働が安定

した正規雇用に取って代わるようになったが、新

たな雇用の創出にはつながっていない。こうした

状況下で、韓国の現状はほかのどこよりも悪いと

いう主張がある。なぜなら、不安定な非典型的雇

用形態のために正規雇用の削減がさらに過酷に、

さらに顕著になっているからである（Schmidt 2007）。

OECD（2002）によると、OECD諸国で非正規雇

用が雇用全体に占める割合は平均で 1985年が

11％、2000年には 14％だったのに対し、韓国では

1997年から 2000年までの 4年間に 45.6％から

52.1％に拡大した。韓国経済はその間に 8万 8000

人を上回る正規雇用を失い、8万 6000人超の非正

規雇用を生みだしている（表 5参照）。従って、労

働市場の二極化または労働市場の二重構造は、新

規雇用を創出することなく進行し、不安定な雇用

が安定雇用に取って代わっているだけである、と

言っても差し支えない。

2002年における韓国の平均在職年数はわずか5.6

年にすぎず、これに対し日本は 12.2年、高い流動

性と柔軟性で知られるデンマークは 8.4年だった。

雇用の安定性と柔軟性に関する ILOの比較研究

（Auer and Cazes 2003）によると、労働力の在職

期間が短く流動性が高い場合、企業の利益は低下

しうる。なぜなら、離職率の高さと転職の多さは、

人的資本と組織力の蓄積が急速に減じていく可能

性を意味するためである。従って、一定レベルの

安定した雇用関係が、雇用者・被雇用者の双方に

とって長期的に必要とされる。長期的な安定雇用

がなければ、投資の減速と長期的成長の終焉は不

可避であり、すでに韓国ではこの兆候が見られる。

もちろん雇用の安定は在職年数だけでなく、完

全失業率、レイオフの規模と頻度、所得の安定と

就職率から見たレイオフの影響などといった、多

くのファクターによって変動する（OECD 1997）。

社会的リスクマネジメントとして最善の雇用保護

を行い、かつ市場要因を調整して上記の全ファク
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ターに対応することで雇用の安定を図るのは、政

府の役割である。

非正規労働者にとって一番深刻な問題は賃金の

低さである。非正規労働者の 2004年の平均賃金は、

正規労働者のほぼ 50～70％にとどまった。その上、

企業の福利厚生からも除外されることが多い。

また、非正規労働者への被用者向けの社会保険

の適用は限定的である。国民年金に加入している

のは非正規労働者の 47％に過ぎず、医療保険はわ

ずか 49％、雇用保険も 45％に過ぎない。1997年の

金融危機は、主として非正規労働者の労働市場で

不安定さを強めた。既存の社会保護システムでは、

彼らの脆弱さに十分に対応することができなかっ

たのである。

表 6は、家計所得上位 20％と残り 80％が占める

所得の比率を金融危機の前後で比較している。こ

こからわかるのは、富裕層がさらに所得を増やし、

非富裕層の占める所得の割合が減少した結果、所

得の二極化が進行したということである。金融危

機後、ジニ係数が上昇したのは言うまでもない。

表 7は、雇用保護法制と社会保護の関係の概略

を示したものである。デンマークと米国は在職期

間が比較的短く（デンマークの方が米国よりかな

り長い）、流動性の高い国である。しかし両国の労

働市場制度はまったく違う。米国が低レベルの雇

用保護法制（EPL）と低レベルの社会保護を組み

合わせているのに対し、デンマークでは低レベル

の EPLと引き換えに社会保護を高めている。フラ

ンスは、最も安定した被雇用者が、失業時に受け

る保護も最も手厚い例である。日本は雇用保護レ

ベルが高い国の好例だが、純粋に法制に基づく保

護というよりも、雇用慣行・慣例による保護であ

る。他方で、部外者や周縁化された労働者に対し

ては社会保護のレベルが低い。

以上の 4タイプと韓国を大まかに比べてみると、

何点かのマイナス要素が複合的に存在する。すな

表５ 雇用形態別労働者数の変化（1996-2001)

（単位：1,000人）

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

常用雇用 7499  7282  6534  6135  6395  6714

有期雇用 3907  4236  4042  4255  4608  4726

日雇い 1794  1868  1720  2274  2357  2218

資料：韓国統計庁

表６ 金融危機と所得比率の変化

金融危機の前 金融危機の後

下位 80％の所得比率 上位 20％の所得比率 下位 80％の所得比率 上位 20％の所得比率

61.2％ 38.8％ 58.3％ 41.7％

資料：Schmidt (2007) p.24の抜粋

表７ 雇用保護法制（EPL）と社会保護の簡易比較

高レベルの社会保護 低レベルの社会保護

高レベルの EPL フランス 日本

低レベルの EPL デンマーク 米国

資料：Auer and Cazes(2003)p.12
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わち、高レベルの雇用保護の有無、部内者と部外

者との大きな格差、あるいは日本に見る在職年数

の長さである。保護レベルが比較的低い雇用保護

法制をとる代わりに、比較的手厚い社会保護を行

うというやり方は、デンマークに見られる。した

がってデンマーク方式は、制度の外に押し出され

る部外者の割合が比較的少ない。それでは、労働

市場柔軟化の名の下に、韓国の労働者は何を手に

しようとしているのだろうか。韓国の労働市場で

は、社会保護のレベルが総体的に低く、保護の手

厚い安定雇用は部内者にのみ供給されている。部

内者の形成する労働市場は比較的硬直化している

ため、翻って韓国経済の雇用創出力を弱めている。

われわれは、実際のところ何を引き替えにしてい

るのだろうか。何を手に入れ、何を失っているの

だろうか。

相対的貧困者の割合（貧困率）は、所得が家計

所得の中央値の半分に満たない家計の割合で示さ

れるが、労働市場が二極化した結果、その割合は

コンスタントに増え続け、1994年の8.38％から2005

年には 11.86％になった。OECD指標（家計所得の

60％）を当てはめると、2005年の貧困率は 18.40％

に増加する。さらに根幹にかかわることがある。

雇用の不安定化と賃金の低下は、国内消費者の購

買力を長期的に弱体化させるのである（Yoon and
 

Lee 2004）。当然、経済には有害である。

長期的で安定した労働市場への帰属も、生涯に

わたる労使関係もすでにない以上、新たな社会保

護が雇用から切り離されるのはますます明白であ

る。雇用から十分な保護を受けることのできない

労働力は増え続ける。そこで労働者には、職歴や

雇用以外の、例えば市民権に基づく基本的保障な

どの保障が必要になる。われわれにその用意はま

だない。

３.韓国政府の政策とコメント

⑴ 韓国政府の政策が戦略的に追求するもの

図 5はこれまでなかった社会リスクの出現に対

応した政策目標を示している。これらの政策は引

き続き機能しているが、歩みは遅い。盧武 （ノ・

ムヒョン）政権が策定した「ビジョン 2030」も、

イノベーションが主導する経済の潜在成長力を引

き上げることを目指したもので、経済成長には社

会投資が必要であると定めている。

⑵ 韓国政府が現在実施している政策

新規に立法化された非正規労働者保護法が 2007

年 7月から施行された。この法律の下で、雇用者

は有期労働者を、2年間の契約期間の終了後直ち

に、安定した雇用関係を有する正規労働者として

再雇用するよう求めている。労働者側は、2年間の

雇用が終わる前に大量解雇を生み出すだけの手段

になりかねないとして、この法律の施行に強く反

対している。逆に雇用側は、派遣などの直接の雇

用によらない外部からの労働力をこれまでより広

範囲に使用する許可を要求している。直近の 100日

間に、一部の企業は非正規労働者の多数を賃金凍

結の条件で正規雇用した（ex：ウリ銀行）が、同じ

時期に、多くの有期労働者が解雇され、こうした

労働者の周縁化の程度は深化している（ex：株式会

社イーランド）。しかし近い将来どちらの対応が主

流になるのかは明確ではない。

2007年 8月、改正国民年金法が成立した。この

新法は、年金財政維持のために年金給付額の所得

代替率を引き下げた。しかしこの変更によって、

脆弱な高齢者や貧困ラインすれすれの人口が、近

い将来、増える可能性がある。引き下げに向けた

長い論議のプロセスで、国民は、国が果たすべき、

荒々しい市場の力に対する防波堤としての役割、

また基本的生活水準の調整役としての役割への信

頼を失っているように見受けられる。
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資本主義はさまざまな顔を持つ。だからこそ、

資本主義国家と資本主義経済は制度的にも多様で

ある。調整型市場経済では、主に非市場型の組織

構造を通じて経済的関係が調整される。賃金はセ

クターまたは業界で調整しつつ交渉が行われ、個々

の企業に限定されない。また長期雇用の可能性が

高い。研修制度は、会社独自の資格と産業界の資

格とを連携させている（Hall and Soskice 2001）。

これに対し、非調整型市場経済には重大な欠点が

ある。企業は短期的利益を出すことに専念するあ

まり、長期的影響に十分に目を向けないのである。

戦略的な慣行と制度のみが、資本・労働・国の関

係に本質的に内在する矛盾にうまく対処し、適切

なバランスを取ることができる。

従って、われわれに必要なのは、適正な市場の

規制である。全面的な規制緩和ではなく、少なく

とも労働市場の規制が必要である。比較研究によ

ると、韓国の労働市場の柔軟性は各国よりも高く、

米国にほぼ匹敵する。通常、各企業は短期利益を

追求し、最近では従業員研修・教育に投資しない。

こうした弱点を補うため、公的な訓練制度を強化

して、不利な立場にある労働者のために人的資本

の形成を担うべきである。

全体として、韓国の社会保障制度はヨーロッパ

の社会保障制度に比べると制度構築の途上にある。

政治の民主化がここ 20年の争点だった。最近 10年

資料：Lee(2005)p.114

図５ 社会連帯に向けた韓国政府の政策（2004)
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は金融危機の克服が、最優先課題だった。その間、

社会保障に関する国民の関心と政策課題は棚上げ

にされてきた。韓国では、従来の社会的リスクは

消えてもいないし、薄らいでもいない。そのうえ

新たな社会的リスクが登場し、国は問題の解決に

いっそうの努力を強いられている。一方で、現行

の社会保険と公的扶助のもとで無保険・無保障の

国民が膨大に存在することは、韓国の社会保障制

度の重大な欠陥である、との主張がなされてきた。

福祉推進派」と言われることの多い盧武 政権

が明白に打ち出した政策の方向性に、いくぶん慰

めを得ることもあろう。しかしながら、確かに韓

国政府は社会保障の論議を広く求め、社会保障と

経済成長の同伴成長についてアジェンダを構築し

てきてはいるが、これまでのところその成果はほ

とんどあがっていない。

こうした困難の一因には、従来の社会的リスク

に新型の社会的リスクが重なり合い、あまりに多

くの問題を生み出しているために、政府は同時に

処理しきれないという事実があるだろう。労働市

場の二極化や広がり続ける所得格差から生じる多

くの問題は、再分配のメカニズムである社会保障

制度だけでは是正できない。労働市場システムそ

のものの変化のうちに解決策を見出す必要がある。

もうひとつの要因として、現行の税制では財源

が限られていることが挙げられるだろう。従来型

と新型の社会リスクに同時に対応し、一挙に解決

する近道はあるのだろうか。残念ながら、韓国の

未成熟な社会保障制度を考えれば、「ない」と言わ

ざるをえない。韓国は保守的・労使協調の社会保

険体制3)をとり、保険に加入していない国民の割合

が多い。労働市場が二極化しており、社会サービ

ス4)のインフラがない。また、その支出は比較的低

水準である。こうした診断のもとで、われわれに

残された選択肢はいくらもない。すなわち、税基

盤を拡大し、盧武 政権がなしえなかった新たな

方向について、国民のコンセンサスを形成するこ

とが緊急の課題なのである。前者、税基盤の拡大

は財政面の障害（見込み）に対処し、後者は政治

面の障害（見込み）に対応している。1997年、金

融危機にみまわれる前の社会保障関連支出は、対

GDP比 4.3％ にすぎなかった。それが 2005年に

は 6.1％に上昇した。しかしながら、ほかのOECD

諸国に比べればまだ低い。社会保障への財政支出

をもっと引き上げなければならない。市場には役

割があり、税金と政府にも果たすべき役目がある。

韓国の新たな社会的リスクの二つの側面につい

ては上述したが、これに加え、韓国の家庭と国民

の全般的な社会保障に、今日も、また将来にわたっ

ても影響し続ける変化がほかにも何点かある。ま

ず、多くのプログラムを中央から地方政府に委譲

したが、地方の税収は一様ではない5)。また、社会

サービスの民営化が積極的に進められている。10

月 2日には所得税減税法案が上程された6)。さらに、

右派連合が韓国のいわゆる「革新陣営」と比べて

これまでになく強力になっているように見える。

加えて、「伝統的家庭に回帰し、家庭の強さと回

復力をサポートする」という考えが韓国にも存在

する。実際にこれまで、家庭の役割と機能、多様

性、家庭と国の責任について、保守陣営と革新陣

営の間には深刻な対立があった。もっと深刻なこ

とに、反福祉（国家）の姿勢をとる保守的なエリー

トや一部の政治家・政策立案者、成長を重視する

学者がいる。もちろん、保守的なメディアもそう

である。とはいえ、政策立案のプロセスで現政府

の社会保障政策の底流をなすものは、伝統的家庭

への強い志向や、多くの学者が東アジア型社会保

障体制の特徴として指摘している、家族を中心と

した社会保障ではないと言えよう。過重な負担を

負わされた家族が、今ではケアの責任を国と第三

セクター（NPO）と分け合って担い始めている事

実を、ここで述べておきたい。

基本的に、グローバル化は企業に、労働者に対

する強大な優位性と交渉力を与えている。当然こ
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の状況は、保守的な社会保障制度と相まって、資

本と企業の利益を労働者と労働組合から守ってい

る。さらに金大中（キム・デジュン）政権は、率

直に振り返れば、新自由主義・市場重視の労働市

場政策を採用し実施した。この政策は必然的に、

社会の多様なセグメントにさまざまな影響を与え

ている。資本・労働・国家の三者の社会的関係は、

もっぱら資本（企業）に有利に形成された。その

うえ盧武 政権は、前政権の政策と違う方向へ漕

ぎ出すことも、過去の遺産を凌駕することもでき

なかったように見える。この政権は、短期利益の

最大化を目ざすビジネス界の戦略にも十分に対処

していない。企業と労働者との力の不均衡も変え

るに至っていない。

結論

図 6は、総合的かつ普遍的な社会保障に向け、

多様な保障の構成要素が効果的に循環するさまを

表している。第一に政府は、職歴ではなくニーズ

に基づいた社会サービスを拡大すべきである。本

来、社会サービスは社会全体の統合に寄与しうる

ものであり、韓国社会で新規雇用を創出する大き

な潜在力にもなる。先に述べたように、雇用の二

極化を緩和するためにも、格段の努力が必要とさ

れる。これは働く男女の仕事と家庭の両立に不可

欠であり、就労率の向上と共働き世帯モデルの促

進にこれ以上適したものはない。それによって税

基盤の拡充を助けるのである。納税逃れを効果的

に予防し、税務当局の透明性が改善されれば、税

基盤は今より拡大することになる。これらの対策

が総合的に補い合い、支え合うのである。

必然的に、将来の韓国の社会保障制度は労働市

場の状況に強く依存している。労働市場の二極化

と結果的な所得の二極化をわれわれはいかにして

克服できるだろうか。われわれは労働市場のビジ

ネスにどっぷりつかっている。だからこそ、これ

まで以上に積極的なリスクマネジメントが、社会

保障そのものにおいてではなく、労働市場で必要

になるのである。

われわれは、協調型市場メカニズムをもちジェ

ンダー平等な本格的な先進福祉国家に追いつこう

としているのだろうか。あるいは、非協調型市場

と家族主義の遺産が残る社会保障の道にいまだに

固執しているのだろうか。盧武 政権は能力を上

回る数々の取り組みにチャレンジしたのだ、とい

う主張も一部にはあるだろう。韓国政府が立案し

策定した政策すべてを実施するには、さらなる時

間が必要なだけなのかもしれない。われわれは、

増え続ける難問に対処できるだろうか。そして、

包括的な、社会サービスを重視した、普遍的福祉

国家に到達できるだろうか。答えは今後に委ねら

れている。
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注

1) 2006年には 1.13に微増した．この原因については

精査中である．

2) 韓国政府（金泳三（キム・ヨンサム）大統領（当

時））は 1990年代半ばから積極的にグローバル化

戦略の追求を始めた．

3) これは，市場での位置に基づく当初の社会階層を

維持しており，保険の適用範囲・給付水準・社会

保護全般を強化した．

4) 2003年現在，支出総額のうち社会サービスに対す

る公共支出はわずかに 14.7％，これに対し基本所

得保障は 15.4％，4つの社会保険は 69.9％である．

社会サービス支出の対 GDP比はわずか 0.4％にす

ぎない．

5) このために，社会保障供給の不平等がいっそう進

むとともに，多くは地方のトップが決定するプロ

グラムの実施が不安定になっている．

6) 税率が比較的低い現状と，現政府の社会保障対策

案のいくつかを考慮すると，この二重のメッセー

ジは，国民を迷わせたり誤解させたりしかねない．

しかも総合的な社会保障の実現可能性をつぶして

しまうこともありうる．
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Ⅰ はじめに

わが国で児童手当制度が創設されたのは、1971

年のことである（児童手当法〔昭和 46年法律第 73

号〕）。一方、所得税法の児童に関する扶養控除の

規定は、これより半世紀前から置かれていた（所

得税法〔大正 9年法律第 11号〕第 16条）。児童手

当制度と税制上の扶養控除は、目的は異なるもの

の、「子育てに係る経済的な支援という機能面では」、

「同様の機能を有するものと考えることができる」

ため〔児童手当制度研究会 2004, p.49〕、両者の

関係については児童手当法の制定時から議論が行

われていたが、近年では、少子化という状況を背

景にして議論が活発化している。2007年 11月 20

日に決定した税制調査会の答申では、児童手当制

度と税制上の控除の関係が特に問題にされたわけ

ではないが、本文で「いわゆる『給付つき税額控

除』（税制を活用した給付措置）の議論」という項

目が取り上げられ、「諸外国の実施状況等を参考に

しながら、その制度化の可能性や課題について議

論が進められていく必要がある。」と記載された〔税

制調査会 2007, pp.15-16〕。児童手当制度と税制

上の控除の関係については、かつては、児童手当

制度と扶養控除の関係が問題にされていたが、現

在は、扶養控除だけでなく税額控除も念頭に置く

必要があり、その税額控除には、払戻（還付）型

の税額控除と非払戻（非還付）型の税額控除があ

ることから、検討しなければならない問題は複雑

化している1)。

カナダでは、1918年に児童扶養控除が導入され、

1944年に家族手当法が成立した。カナダの連邦児

童給付制度2)は、児童扶養控除、家族手当、払戻型

児童税クレジット3)、非払戻型児童税クレジットの

諸制度のいくつかの組合せを経験して現在に至っ

ている。本稿では、諸制度とそのさまざまな組合

せを経験したカナダの連邦児童給付制度の展開と
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カナダの連邦児童給付制度の展開と日本への示唆

尾澤 恵

■ 要 約

カナダの連邦児童給付制度は、児童扶養控除、家族手当、払戻型児童税クレジット、非払戻型児童税クレジットの諸制度

のいくつかの組合せを経験して現在に至っている。本稿は、諸制度とそのさまざまな組合せを経験したカナダの連邦児童給

付制度の展開とその意義を、家族手当法を廃止し、児童税給付を創設した1992年改正に焦点を当てて検討し、わが国への示

唆を述べた。1992年改正では、⒜低所得世帯と所得の多くない世帯、特に就労低所得世帯への経済的支援の強化と、⒝児童

給付の簡素化が目指されたが、2006年以降、これに逆行するような制度改正も行われている。カナダの連邦児童給付制度の

展開は、扶養児童のいる世帯への経済的支援について、普遍性と累進性の関係、親の就労の有無と支援のあり方などを考え

させるものである。わが国の児童給付制度も、水平的平等だけでなく垂直的平等にも目を向ける必要がある。

■ キーワード

カナダの児童給付、児童手当（家族手当）、扶養控除、税額控除（税クレジット）、普遍性と累進性



その意義について、家族手当法を廃止し、児童税

給付（Child Tax Benefit.以下、「CTB」という。）

を創設した 1992年の改正に焦点を当てて検討し、

児童手当制度と税制上の控除のあり方および両者

の関係が政策課題の 1つになっているわが国への

示唆を考えたい。

Ⅱ カナダ連邦児童給付制度の展開の概要

１ カナダの社会保障制度における連邦政府の

位置づけ

カナダは連邦国家であるので、カナダ連邦児童

給付制度の展開について検討する前に、社会保障

制度に関する連邦政府と州政府の権限の分配につ

いて簡単に確認しておきたい。

現在、10の州と 3つの準州からなるカナダの国

家としての始まりは、1867年英領北アメリカ法（The
 

British North American Act.以下、「BNA法」と

いう。）の制定により自治領カナダが誕生したこと

に遡るが、BNA法における連邦政府と州政府の権

限の分配の原則は、医療と福祉に関することは、

もっぱら州と市町村（municipalities）の責任であ

るというものだった〔Guest 1997, p.8〕4
)。カナダ

で連邦政府が社会保障立法を行い、現在のような

社会保障制度が確立していくのは、主として第 2次

世界大戦後のことであるが、所得保障の分野に連

邦政府が関与し始めたのは 1920年代後半のことで

あり5)、大恐慌が、社会保障の分野に連邦政府が本

格的に関与する契機となった。

1935年 3月、連邦法の失業への対応を制度化す

る雇用および社会保険法（The Employment and
 

Social Insurance Act）が下院を通過したが、この

連邦法は合憲性が問題になり、カナダ連邦最高裁

判所は、1936年、失業保険と医療保険を含むあら

ゆる種類の保険は、BNA法第 92条第 13号の「財

産権および私権」または同条第 16号の「州におけ

るすべての、もっぱら地方的または私的性質の事

項」に基づき、排他的に州の管轄に属するものだ

とし〔Reference Re The Employment and Social
 

Insurance Act,［1936］S.C.R.427〕、当時のカナダ

の最終上訴裁判所であった英国の枢密院も、これ

を是認した〔Attorney-General for Canada v.

Attorney-General for Ontario,［1937］A.C.355〕。

管轄権が排他的に州にあるとされた社会保険制度

の分野では、その後 2回にわたりBNA法が改正さ

れ、連邦政府の権限が拡大された6)。

他方、社会保険制度以外の所得保障制度におけ

る連邦政府と州政府の関係は、BNA法の改正では

なく、連邦政府と州政府の間の財政権限と行政権

限の分配によって確定されてきた。1957年のAngers

対連邦歳入庁長官事件判決〔Angers v.Minister of
 

National Revenue,［1957］Ex.C.R.83〕では、BNA

法第 91条の「カナダの平和、秩序および正しい統

治」のための一般的な立法権に基づき、連邦政府

による家族手当制度の創設は合憲とされた7)。1992

年の改正時、連邦政府が児童給付を行う方法とし

て、家族手当ではなく税制による方法を選択しな

ければならなかった憲法上の制約はなかったと言

える。

２ カナダ連邦児童給付制度の展開の概要

表 1は、カナダ連邦児童給付制度の展開の概要

をまとめたものである。

制度の組合せに着目すると、カナダ連邦児童給

付制度は、おおよそ次の 6期に分けられる。すな

わち、第 1期は、児童扶養控除（child tax exemp-

tion）が導入された 1918年から、1944年家族手当

法が成立する 1944年までの児童扶養控除だけの時

期、第 2期は、家族手当が導入された 1945年から、

払戻型の児童税クレジット（以下、「CTC」という。）

が導入されることになる 1978年までの児童扶養控

除と家族手当の併存期、第 3期は、CTCが導入さ

れた 1979年から、児童のための非払戻型の税クレ

ジットが導入され、児童扶養控除が廃止される1988

カナダの連邦児童給付制度の展開と日本への示唆
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表１ カナダ連邦児童給付制度の展開の概要

期 年 カナダ連邦児童給付制度の展開

扶養控除および非払戻型

税クレジット系列

家族手当系列 払戻型税クレジット

系列

制度改正時

の首相

(政党)1)

第

1

 

1918 1917年戦時所得税法（The
 

Income War Tax Act,

1917）を改正するための法

律成立（児童扶養控除導

入)2)

R.L.

Borden
（保守）

第

2

 

1944
 

1945
 

1944年家族手当法（The
 

Family Allowances Act,

1944）成立3)

W.L.

Mackenzie
 

King
（自由）

1973  1973年家族手当法（The
 

Family Allowances Act,

1973）成立

P.E.

Trudeau
（自由）

1978 児童税クレジットを導入す

るために所得税法を改正し

1973年家族手当法を改正

するための法律成立（CTC
導入）

第

3
 
1979

第

4

 

1988 児童のための税クレジット

（非払戻型）導入、児童扶養

控除廃止

B.

Mulroney
（保守）

1992  1992年改正法成立（CTB
導入。家族手当、児童のた

めの税クレジット、CTC廃

止）第

5

 

1993

 

1998  1998年予算履行法（The
 

Budget  Implementation
 

Act, 1998）成立（CTB、

CCTBへ移行）

J.Chretien
（自由）

2006 普遍的保育給付法（The
 

Universal Child Care
 

Benefit Act）成立（UCCB
導入）

S.Harper
（保守）

第

6
 
2007 2007年予算履行法（The

 
Budget  Implementation

 
Act,2007）成立（非払戻型

の児童税クレジット導入）

注：1) 保守」＝カナダ保守党（Conservative Party of Canada）、「自由」＝カナダ自由党（Liberal Party of Canada）

（日本カナダ学会編 2008, p.334）。

2) この間、児童扶養控除は、1942年から 1946年までの間、一時廃止され（非払戻型税クレジット導入）、1947
年に再導入（非払戻型税クレジット廃止）された。

3) この間、1964年に青年手当法（The Youth Allowances Act）が成立したが、同法は、1973年家族手当法

により廃止された。

出典：Consultation Paper 1985,pp.17-19,Kesselman 1993,p.110,2005年NCB報告書, p.6および法令資料等を

参照し、筆者作成。
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年までの児童扶養控除、家族手当および払戻型児

童税クレジットの併存期、第 4期は、児童のため

の非払戻型の税クレジットが導入された 1988年か

ら 1992年改正までの、家族手当、払戻型児童税ク

レジットおよび非払戻型税クレジットの併存期、

第 5期は、CTBが導入された 1993年から、普遍的

保育給付（Universal Child Care Benefit.以下、

「UCCB」という。）が導入されることになる 2006

年までの払戻型税クレジットに一本化された時期、

第 6期は、1998年にCTBから移行したカナダ児童

税給付（Canada Child Tax Benefit.以下、「CCTB」

という。）と、UCCB等の併存期（2006年～現在）

の 6期である8)。

カナダの連邦児童給付制度は、1992年改正によ

り払戻型の税クレジットに一度は一本化されたが、

その後 2006年にUCCBが創設され、2007年には

非払戻型の児童税クレジット等が導入されたため、

現在は、払戻型の税クレジットである CCTB、普

遍的な給付であるUCCB、非払戻型の児童税クレ

ジット等が併存する状況になっている。1992年改

正は、連邦児童給付制度の集約と拡散の分岐点だ

と言える。以下、1992年改正に焦点を当てて、カ

ナダの連邦児童給付制度の展開の意義について検

討する。

Ⅲ カナダ連邦児童給付制度における1992

年改正

１ 1992年改正の概要

1992年 2月 25日、D.Mazankowski財務大臣は

1992年度の予算案を提示し、同日、B.Bouchard保

健福祉大臣9)は、「児童給付：カナダの新たに統合

された児童税給付に関する白書（The Child
 

Benefit :A White Paper on Canada’s New Inte-

grated Child Tax Benefit）」（以下、「1992年白書」

という。）を公表した。そして、第 34議会法律案

第 80号10)が提出され、同年 10月 15日、所得税を

改正する等のための法律（An Act to amend the
 

Income Tax Act,to enact the Children’s Special
 

Allowances Act, to amend certain other Acts in
 

consequence thereof and to repeal the Family
 

Allowances Act, 1992, c.48.以下、「1992年改正

法」という。）が成立した。これにより、1993年 1

月 1日から、家族手当、CTC、児童のための非払

戻型の税クレジットは、CTBに置きかえられ、扶

養児童のいる低所得就労家族への付加的な援助を

含む月ごとに支払われる 1つの給付にまとめられ

ることになった。CTBの概要は、以下のとおりで

ある11)。

⑴ 受給資格

CTBは、18歳未満の認定された扶養児童のため

に受給資格を認められた者（親等）に毎月支払わ

れる非課税の給付である。認定された扶養児童 1人

につき、どの月も 1人だけが受給者になることが

できる。受給者は、⒜認定された扶養児童と一緒

に暮らし、⒝認定された扶養児童の世話と養育の

第 1の責任を引き受ける親で、⒞カナダに居住し、

⒟その者かその者の同居の配偶者が、カナダ国民

であるか、移民法で規定された永住者であるか、

移民法で規定された訪問者または許可の保持者で、

過去 18箇月間カナダに居住していたか、移民・難

民局の難民認定部によって認定された協定難民で

なければならない。認定された扶養児童が母親と

暮らしている場合には、母親がその児童の世話と

養育の第 1の責任を引き受ける親だと推定され

る。12)

⑵ 給付

CTBの給付月額は、税還付申請時に申請された

世帯の純所得（受給者とコモンロー上の配偶者を

含む配偶者の純所得の合計）と扶養児童の数に基

づく。給付額は、世帯収入が一定額を上回ると漸

減する。図 1は、1993年 1月現在の 7歳以上の扶

養児童が 2人いる片稼ぎ両親世帯のCTBの給付年

額を示したものである。
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CTBの給付月額は、⒜基礎給付年額と、⒝低所

得就労家族に年 500カナダドル（以下、「ドル」と

いう。）（約 5万円)13
)まで支払われる就労所得補足

（the earned-income supplement）、⒞扶養児童 1人

につき年 213ドル（約 2万円）まで支払われる保

育に関する追加給付の合計（A）から、世帯年収が

25,921ドル（約 233万円）を超えた場合に適用さ

れる減額分（B）を引いた年間合計給付額を 12で

割った額である。

CTBの給付月額＝
1(A－B)

12

上記定式の「A」は、下記⒜、⒝、⒞の合計であ

る。

⒜の基礎給付年額は、1,020ドル（約 9万円）に

認定扶養児童の数を掛けた額と、75ドル（約 7千

円）に 3人目以降の認定扶養児童の数を掛けた額

である。

⒝の就労所得補足は、世帯の勤労年収が 3,750ド

ル（約 34万円）を超えた額の 8％（年 500ドル（約

5万円）まで）（C）である。ただし、世帯の勤労

年収が 20,921ドル（約 188万円）を超えると、20,921

ドル（約 188万円）を超えた額の 10％（D）が減

額される（C－D）。

⒞の保育に関する追加給付は、年 213ドル（約

2万円）に 7歳未満の認定扶養児童の数を掛けた額

（E）から、保育費用に関する所得税法第 63条に基

づく当該認定扶養児童にかかる控除総額の 25％

（F）を引いた額である（E－F）。

前記定式の「B」は、世帯年収が 25,921ドル（約

233万円）を超えた場合に適用される減額分で、世

帯年収が 25,921ドル（約 233万円）を超えた額の

5％（認定扶養児童が 1人だけの場合は 2.5％）で

注：7歳以上の扶養児童が 2人いる片稼ぎ両親世帯の場合（1993年 1月現在）

出典：本稿注 11に掲げた資料を参照し、筆者作成。

図１ CTB給付年額
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ある。

例えば、7歳以上の扶養児童が 1人いて、世帯年

収が 2万ドル（180万円）の家族の CTBの給付年

額は、1,520ドル（約 14万円）である。7歳以上の

扶養児童が 2人いて、世帯年収が 4万ドル（360万

円）の家族の CTBの給付年額は、1,336ドル（約

12万円）である。14
)

CTBの給付月額は、子どもの誕生といった家族

の変化を反映して調整される。受給者の前年の記

録は、税還付申請時に申告される家族の年収等に

基づき、毎年 7月に更新される。CTBの給付水準

等は、消費者物価指数が年 3％を超えて変動した場

合には、物価スライドされる。

受給者は、CTBを毎年申し込む必要はなく、CTB

の額は自動的に計算される。CTBは非課税で、納

税時に給付額の一部または全部に相当する額が取

り戻されるようなことはない15)。

州政府は、CTBのうち基礎給付の部分について

だけ、標準的な給付額を変更することができる。

アルバータ州は扶養児童の年齢に応じて給付額を

変え、ケベック州は、扶養児童の年齢と数に応じ

て給付額を変えた。

⑶ 財源と運営主体

CTBは、還付可能な税クレジットとして設計さ

れており、給付は、連邦政府の整理公債歳入基金

（Consolidated Revenue Fund）から行われ、運営

は、カナダ歳入庁（Revenue Canada)16
)が行って

いた。

２ 1992年改正の背景

表 2は、1992年改正前後のカナダ連邦児童給付

制度の概要を示したものである。1992年改正の前、

連邦政府は、家族手当、CTC、児童のための非払

戻型の税クレジットの 3つの児童給付に年 45億ド

ル（約 4,050億円）を使っていた17)〔1992年白書、

p.3〕。家族手当は、18歳未満の子どものいるすべ

てのカナダの家族に、児童 1人につき月約 35ドル

（約 3千円）（年約 419ドル（約 4万円））を給付し

ていた。家族手当は課税対象の制度で、受給世帯

（約 370万世帯）のうち高所得の約 60万世帯は、

1989年以降、納税時に受給額の一部または全部に

相当する額を返納することになるような仕組みに

なっていた（本稿注 15参照）。CTCは、課税年度

の終わりに、18歳以下の児童 1人につき年 601ド

ル（約 5万円）まで行われていた払戻型の税クレ

ジットで、約 230万世帯が対象になっていた18)。

児童のための非払戻型の税クレジットは、課税年

度の終わりに、18歳以下の扶養児童 1人につき年

71ドル（約 6千円。3人目以降の扶養児童につい

ては、倍額）が認められ、約 330万世帯が対象に

なっていた。

これら 3つの児童給付には、主として次の 5つ

の問題点があったとされる〔Ibid.,pp.3-4〕。第 1は、

それまでの児童給付も低所得世帯に最も多く給付

を行ってはいたが、低所得世帯への支援はそれで

も不十分であったこと、第 2は、3つの児童給付制

度は、受給要件や給付時期などが異なり、制度が

つぎはぎで不便だったこと、第 3は、家族手当は

個人の所得に応じて給付されていたため、世帯の

総所得がほぼ同じでも給付額が異なることがあっ

たこと、第 4は、3つの児童給付制度は、子どもの

いる低所得世帯が働くことにした場合、雇用に関

連する経費が生じるととともに、公的扶助の給付

額が減る可能性に直面するという問題に対応して

いなかったこと、第 5は、多くの家族にとってCTC

は連邦から給付される児童給付の半分以上を占め

ていたが、多くの場合、CTCを満額受け取るまで

に 1年以上待たなければならず、毎月必要になる

児童に関する支出に対応できなかったため、多く

の家族が早期給付を受けるために本来なら受給で

きたはずの給付額の一部を放棄していたことであ

る。こうしたことから、CTBは、⒜給付総額を増

額し、増額した給付を低所得世帯と所得の多くな

い世帯に向けること、⒝就労低所得世帯への支援
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を強化すること、⒞ばらばらに行われていた児童

給付を毎月支払われる 1つの簡素な制度に整理す

ることの 3つを目指したとされる〔Ibid.,pp.1-2〕。

1992年改正は、予算案の提示から改正法の施行

まで 1年たらずで行われた。しかし、1992年改正

の淵源は、貧困問題が政策課題として顕在化し、

カナダの社会保障制度全般の見直しが行われ、多

くの政府資料が出されるようになった 1960年代後

半から 1970年代に遡ることができ、それが現実の

制度として初めて現れたのは、1978年のCTCの導

入だったと思われる19)。以下、CTCの導入後に児

童給付のあり方が本格的に議論されるようになっ

た 1985年以降の政府資料のうち、1985年 1月に出

された「児童と高齢者の給付（Child and Elderly
 

Benefits）」と題された諮問書（以下、「Consultation
 

Paper」という。）と、その後に出された関連する

政府資料のいくつかおよび 1992年改正時の議論を

概観する。

⑴ Consultation Paperの内容

1984年 9月 17日、B.Mulroney首相のもと、約

5年ぶりにカナダ保守党政権が誕生した。同年 11

月 8日、政府は、「カナダのための新たな方向：経

表２ 1992年改正前後のカナダ連邦児童給付制度の概要

1992年改正前（1992年現在) 1992年改正後
（1993年現在）

家族手当 CTC（払戻型
税クレジット)

児童のための
非払戻型税クレジット

CTB（払戻型
税クレジット)

受給要件
（適用要件）

の概要

18歳未満の扶養児童
がいること

課税年度の終わりに18
歳以下の扶養児童がい
ること

課税年度の終わりに18
歳以下の扶養児童がい
ること

18歳未満の扶養児童
がいること

受給者
（適用者）

扶養児童の世話と養育
の第 1の責任を引き受
ける親（通常母親）

家族手当の受給者また
は受給権者

納税時に家族手当の受
給を申告しなければな
らない者（世帯のうち
所得が高い方の親）

扶養児童の世話と養育
の第 1の責任を引き受
ける親（通常母親）

受給世帯
（適用世帯）

数

約 370万世帯 約 230万世帯 約 330万世帯 約 310万世帯1)

支給額（負
担軽減額）

児童 1人につき
約 35ドル/月（419ド
ル/年）

原則として児童 1人に
つき 601ドル/年（世帯
収入が 25,921ドルを上
回ると漸減。7歳未満の
児童のための追加給付
あり）

児童 1人につき

71ドル/年（3人目以降
の児童は倍額）

原則として児童 1人に
つき 1,020ドル/年（世
帯収入が一定額を上回
ると漸減。7歳未満の児
童のための追加給付、
就労所得補足あり）

支給周期
（適用周期）

月 1回 年 1回 年 1回 月 1回

課税の
有無

課税（Clawback制度
あり）

非課税 非課税 非課税

物価
スライド
の有無

消費者物価指数が年

3％を超えて変動した場
合のみ

消費者物価指数が年

3％を超えて変動した場
合のみ

消費者物価指数が年

3％を超えて変動した場
合のみ

消費者物価指数が年

3％を超えて変動した場
合のみ

連邦政府
の純給付
総額

19億ドル 22億ドル 4億ドル

45億ドル
49億ドル2)

注：1) 1992年に家族手当の受給対象になっていた約 370万世帯のうち、高所得の約 60万世帯がCTBの受給対象

から除外されることになるが、これらの世帯は、納税時に家族手当受給額の一部または全部に相当する額

を返納する Clawback制度の対象世帯とほぼ同じだとされる〔National Council of Welfare 1992,p.2〕。

2) 連邦政府は、5年間で 1992年に行われていたよりも 21億ドルの追加支援を行うとしていた〔1992年白書,

p.1〕。

出典：1992年白書, pp.2-3,National Council of Welfare 1992,Woolley,et al.1996,p.27等を参照し、筆者作成。
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済再生のための計画（A New Direction for
 

Canada:An Agenda for Economic Renewal）」と

題された声明（以下、「Agenda Paper」という。）

を発表した。Agenda Paperの基本原則は、⒜財政

赤字と国の債務の削減、⒝経済成長のため、民間

主導と市場を頼みにすること、⒞政府の規模と範

囲を縮小すること、⒟“真にそれを必要とする人”

に支援を向けるようにすることで、基本的な所得

保障制度に関する政府の効率性と持続性を促進す

ることだったとされる〔Moscovitch 1990,p.172〕20
)。

これに先立つ連邦議会下院の選挙期間中の1984年

8月 18日、その後首相になるMulroney氏は、「普

遍的な社会保障制度は、不可侵の託された任務で

あり、みだりに変更されることはない」21)と述べ、

多くの人は、保守党は社会保障制度を変えずに改

革を行うのだと受け取っていたので、Agenda Paper

は、社会保障政策に関する連邦政府の公約に懸念

をひき起こしたとされる〔Moscovitch, op.cit., p.

173〕。こうした中、1985年 1月に J.Epp保健福祉

大臣の名前で出されたのが、Consultation Paperで

ある。これは、Agenda Paperにより提起された児

童と高齢者の給付に関する協議過程への国民の参

加を助けるために作られたとされる〔Consultation
 

Paper,p.1〕。

Consultation Paperは、冒頭で、「1.普遍性

（universality）の概念はカナダ社会のセーフティネッ

トの根本原理であり、その維持は問題にされては

ならず、異議を唱えられることはない。」、「2.選別

的な（selective）給付制度の適格性を認定するのに、

ミーンズ・テストの概念は適切ではない。CTC、

補足所得保障（Guaranteed Income Supplement:

GIS 22
)）などの制度の受給資格は、今後も課税対

象所得に基づいて決められる。」、「3.制度の変更か

ら生じ得る節約分は、財政赤字の削減のためには

使われない。」という児童と高齢者の給付の検討に

際する 3つの原則を表明し〔Ibid.,pp.5-6〕、結論

部分でも、⒜「家族手当と老齢所得保障（Old Age

 

Security:OAS 23
)）の普遍性を保つこと」、⒝「選

別的な給付制度の受給資格の認定の基礎として、

今後もミーンズ・テストではなく所得テストを用

いること」、⒞「制度の見直しから生じる節約分を、

財政赤字の削減ではなく最もニードのある者の保

護を含む社会目的の制度に使うこと」の 3つの公

約を確認している〔Ibid.,p.15〕。この Consultation
 

Paperは、現行制度の公平性に疑問が生じているこ

となどを指摘し24)〔Ibid.,p.8〕、児童給付について

次の 2つの改革案を示した。

A. 児童給付の再配分に関する諮問案（Consulta-

tion Option）〔Ibid.,pp.26-27〕

これは、家族手当は 1985年の水準（児童 1人に

つき月 31.27ドル（約 3千円））を維持し、児童扶

養控除を廃止し、児童税クレジットを 1985年の児

童 1人につき 367ドル（約 3万円）から 595ドル

（約 5万円）に増額するとともに、CTCが漸減を開

始する所得水準を 26,330ドル（約 237万円）から

20,500ドル（約 185万円）に引き下げるという案

である。

この案が採用された場合の各世帯への影響は、

世帯類型、児童の数、どの州に居住しているかに

よって異なるが、給付が増えるのは低所得世帯だ

けであり、所得の多くない世帯を含む大部分の世

帯は給付を失うことが見込まれていた。また、児

童扶養控除の廃止等により、1985年に連邦政府は

8千万ドル（72億円）、州政府は3億 3千万ドル（297

億円）の税収の増加が見込まれていた。

B. 児童給付の再配分に関する代替案（Alternative
 

Option）〔Ibid.,pp.28-29〕

これは、家族手当を 1985年の水準（児童 1人に

つき月 31.27ドル（約 3千円））から児童 1人につ

き月 20ドル（約 2千円）に減額し、児童扶養控除

を児童手当の新水準と同じになるように減額し（児

童 1人につき年 710ドル（約 6万円）から年 240ド

ル（約 2万円））、CTCを 1985年に支払われる児童
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1人につき 367ドル（約 3万円）から 610ドル（約

5万円）に増額するとともに、CTCが漸減を開始

する所得水準を 26,330ドル（約 237万円）から

20,500ドル（約 185万円）に引き下げるという案

である。

この案が採用された場合の各世帯への影響は、

世帯類型、児童の数、どの州に居住しているかに

よって異なるが、低所得世帯への給付の増額はA

案よりも少なくなり、大部分の中所得世帯の給付

額はほとんど変わらず、高所得世帯は、給付の減

額はA案よりも少なくなるものの、ほとんどの給

付を失うことが見込まれていた。また、児童扶養

控除の減額等により、1985年に連邦政府は 1億 3

千万ドル（117億円）、州政府は 1億 5千万ドル（135

億円）の税収の増加が見込まれていた。B案（代替

案）は、A案（諮問案）よりも変化が小規模であっ

たため、「政治的により安全な児童給付改革」だと

評されている〔Battle 1993,p.423〕。

⑵ Consultation Paper後の議論

①カナダ連邦議会下院の報告書

カナダ連邦議会下院の医療・福祉・社会問題に

関する常任委員会は、Consultation Paperで提起さ

れた問題を検討し、1985年 4月、報告書25)（以下、

「下院報告書」という。）をとりまとめた。同委員

会は、冒頭で、⒜カナダの児童福祉に関する問題

の管轄が主として州政府にあることを認識してい

るが、所得保障等の財政において連邦政府が主要

な役割を果たしていること、⒝カナダ統計局によっ

て 1983年の世帯所得の中央値は 30,895ドル（約

278万円）だと推計されているが、カナダの世帯の

半数の所得はそれ以下であること、⒞貧困状態で

暮らしているカナダの 16歳未満の児童の 5人に 1

人（110万人）こそ、最も多くの支援を必要として

いる児童であること、⒟子どものいる女性の多く

が経済的必要性から就労していること、⒠ 1981年

には 10世帯に 1世帯（約 59万世帯）が母子世帯

であったこと、⒡社会全体が単親世帯やすべての

カナダの子どもを支援する責任を有していること

などを述べ〔下院報告書、pp.7-10〕、Consultation
 

Paperでは取り上げられなかった単親に認められる

配偶者相当控除（the Equivalent  to Married
 

Exemption 26
)）と、保育費控除（the Child Care

 
Expense Deduction）にも言及して当時の児童給付

制度を概観した〔Ibid.,pp.11-17〕。そして、⒜カ

ナダのセーフティネットの基本原則である「普遍

性（Universality)」27
)、⒝低所得者が高所得者より

も多くの給付を受けるべきだという「累進性（Pro-

gressivity）」、⒞低所得世帯と中所得世帯の給付水

準を現在よりも上げるべきだとする「適切性

（Adequacy）」、⒟給付は常に生計費に完全に物価ス

ライドさせるべきだとする「物価スライド方式

（Indexation）」、⒠子どものいる世帯だけでなくす

べての者が累進的で公平な所得税制度の中で公平

な負担を行うべきだという「費用負担（Sharing of
 

costs）」、⒡家族手当に所得税特別付加税を課すこ

とが望ましいという証拠は見当たらないという「所

得税特別付加税（Surtax）」（への反対）の 6項目を

カナダの児童給付制度の原則として挙げた〔Ibid.,

p.19〕。

同委員会は、財政赤字を増やすような提案は受

け入れられない、社会支出範囲を減少させないと

いう Consultation Paperが示した 2つの指針を受

け入れた上で、参考人の意見では、Consultation
 

PaperのA案（諮問案）の方向性が望ましいとさ

れ28)、B案（代替案）は受け入れがたいとする意見

が多かった29)と述べ、オンタリオ州に在住する扶

養児童が 2人いる片稼ぎ両親世帯の場合の新制度

の望ましい特徴として、次の 5点を挙げた〔Ibid.,

pp.21-23〕。

⒜低所得世帯は、Consultation PaperのA案（諮

問案）が提案する最高給付額（1,940ドル（約 17

万円））程度以上の額を受給すべきであること30)。

⒝高所得世帯は、現在の課税後の給付額程度の額

を家族手当から受給すべきであること31)。
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⒞平均的な所得の世帯は、現在受給している給付

に匹敵する額を受給すべきであること32)。

⒟制度変更から生じる連邦政府の節約分は、第 1

に、上記⒜から⒞のために使われるべきである

こと33)。

⒠児童扶養控除の削減から生じる州政府の租税収

入の変化は最小限にすべきであること。

Consultation PaperのA案（諮問案）では、給

付が増えるのは低所得世帯だけであり、所得の多

くない世帯を含む大部分の世帯は給付を失うこと

が見込まれていたが、下院報告書の考え方では、

中所得世帯の給付水準は維持されることになる。

②カナダ連邦議会上院の報告書

Consultation Paperは、連邦議会上院にも 1985

年 2月 5日に上程され、社会問題・科学技術に関

する常任委員会で審議が行われ、同年 12月 16日

には中間報告書34)が、また、1987年 6月 23日には

報告書35)（以下、「上院報告書」という。）がとり

まとめられた36)。

上院報告書は、児童と家族のための給付制度の

創設や変更にあたり、カナダ政府が次の 3つの目

標を表明ないしは含意してきたと述べる〔上院報

告書、pp.3:13-14〕。

⒜一般に、親は個人的な理由で子どもを持つので

あるが、親は将来労働力となる次世代を産み育

てることによって経済にも貢献している。政府

は、子どもを産み育てるという重要な社会的仕

事を認める印として、児童扶養控除、保育費控

除、家族手当などの家族給付を行ってきた。

⒝家族給付は、扶養児童のいる家族といない家族

との間の水平的平等をはかるためにも行われて

きた。例えば、児童扶養控除や保育費控除は、

扶養児童のいる家族の課税所得を減らすことに

よって子育ての追加的費用を認めている。

⒞ほかの世帯よりも経済的支援を必要とする家族

がいる。財源には限りがあるので、経済的支援

はしばしばそうした経済的支援の必要性の大き

い世帯に向けられてきた。1978年以降、連邦の

CTCは貧しい世帯のために家族手当を補充する

ために行われてきたので、家族給付は貧困軽減

の目的にも資してきた。

そして、Consultation Paperでは取り上げられな

かったが下院報告書では取り上げられた配偶者相

当控除と保育費控除に加え、保育に関する政府支

出と、州の公的扶助制度にも言及して児童給付に

関する制度を概観し〔Ibid.,pp.3:15-32〕、考慮すべ

き事項として、⒜ 5人に 1人の子どもが貧困状態

で暮らしているという国家として不名誉な状況に

あること、⒝現行の連邦児童給付制度は異なる時

期に異なる目的で導入され、貧困状態の児童を十

分に救済していないこと、⒞現在、連邦政府によっ

て財政改革が進行中であること、⒟保育政策につ

いては別途検討が行われていることを挙げ、次の

6項目の提言を行った〔Ibid.,p.3:48〕。

⒜最も多くの連邦児童給付は、より貧しい扶養児

童のいる家族に向けられるべきである。

⒝ 18歳未満の扶養児童のいる親のための連邦資金

は、貧困の軽減に資するため、より累進的に使

われる。

⒞この再配分は、最高額の給付を受けるために親

が別々に暮らそうとしたりすることがないよう

に行われるべきである。

⒟児童給付制度に、受給者が就労するようになっ

たり、働き続けたり、再訓練を受けたりするイ

ンセンティブとなる仕組みが組み込まれるべき

である。

⒠障害児などの特別なニードのある児童のための

制度は維持される。

⒡制度は、現行の児童給付制度のいくつかを置き

かえたり再構成して、家計を補助するために設

計される。

上院報告書は、その後の議論に何ら寄与しなかっ

たとされるが〔Moscovitch,op.cit.,p.180〕、1974年

からサスカチュワン州で行われていた家族所得計
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画（Family Income Plan）を参照し、CTC、児童

扶養控除、配偶者相当控除の 3つの制度またはこ

れらに家族手当を加えた 4つの制度を、提言に沿っ

て新たに作られる「補足家族保障（Guaranteed
 

Family Supplement）」制度に置きかえることを構

想した〔上院報告書、pp.3:47-54〕。

⑶ 1992年改正前の状況

Consultation Paperは、不況期の中、財政赤字を

増やさず、社会保障の費用も削らず、その配分を

より優先順位の高いものに向けようという考え方

に立つものだと言える。その後出された下院報告

書は、Consultation Paperの考え方に沿いつつも、

中所得世帯と高所得世帯にも目を向けるとともに、

完全な物価スライドの重要性にも言及した。Consul-

tation Paperと下院報告書は、累進性と並んで普遍

性を同じくらい重視しているが、上院報告書は、

累進性により比重を置き、就労インセンティブに

も言及した。これらの政府資料は、それぞれ異な

る点があるが、累進性を強化しようと考えた点は

共通している。

上院報告書が出された後、1987年 12月には保育

費控除の最高額の増額などを内容とする「国家保

育戦略（National Child Care Strategy）」が公表さ

れ、1988年には児童扶養控除や配偶者相当控除が

非払戻型税クレジットに転換し、1989年には家族

手当等に Clawback制度（本稿注 15参照）が導入

されるなどした。保育費控除の増額は、その時点

ですでに非課税の最も所得の低い世帯には意味の

ないものであるし、児童扶養控除等の非払戻型税

クレジットへの転換と家族手当等へのClawback制

度の導入は、高所得世帯への配分を抑制しようと

するものではあるが、低所得世帯への給付が増え

るものではない。児童扶養控除の廃止は Consulta-

tion Paper等が主張していたことであるが、この

間の変化は、Consultation Paper等が目指したもの

とは異なるものだったと言える。こうした中で、

1992年改正が行われる。

⑷ 1992年改正時の議論

1992年改正の審議が本格的に始められたのは、

第 34議会法律案第 80号（本稿注 10参照）の審議

が連邦議会下院の第 2読会で始められた 1992年 6

月 1日のことである。その冒頭で、副首相および

財務大臣の政務次官だったP.H.Vincent氏は、法文

に書かれていない法案の目的を、家族手当、CTC、

児童のための非払戻型の税クレジットの「3つの制

度を廃止して、1つの制度により多くの財源を投入

すること」だと述べ、簡素化（simpler）と公平化

（fairer,more equitable）をキーワードに、1992年

白書の内容に沿って法案の意義を説明した〔House
 

of Commons Debates, Vol.IX, 1 June 1992, at
 

11170-11171,Mr.Pierre H.Vincent.〕37
)。同氏は、

法案の成立によって年収約 6万 7千ドル（約 600万

円）超の世帯が児童給付を受け取れなくなること

について、「高所得世帯は、子どもを育てることが

金銭的に可能なのだから、連邦政府からのお金を

受け取るべきでないということは、実に公平だと

思う。」と述べ、年収 5万ドル（450万円）未満の

世帯は、扶養児童 1人あたりの児童給付年額が平

均 250ドル（約 2万円）増えるだろうと説明した

〔Ibid.,at 11171〕38
)。

審議過程で議論された同法案の問題点は、おお

むね次の 5点である。

1点目は、就労していない福祉受給者の給付が増

えないことである（本稿図 1の点 aから点 b参照）。

CTBは、就労低所得世帯の支援を重視した制度で

あり（本稿図 1の点 bから点 d参照）、このことは、

支援に値する貧困者（the deserving poor）と支援

に値しない貧困者（the undeserving poor）とを分

けることになるのではないかという懸念が表明さ

れている〔House of Commons Debates, Vol.X,

15 September 1992, at 13160, Mr. Jim Karpoff.,

Proceedings of the Standing Senate Committee
 

on Social Affaires,Science and Technology,No.

22, 8 October 1992, at 22:93, Mr. Lynne
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Toupin.39
)〕。

2点目は、1点目の問題点と関連することで、全

国的な保育制度の整備が児童貧困との戦いの鍵と

なるものであり、貧困な親が働くためには、保育

制度の整備が必要だということである〔Proceedings
 

of the Standing Senate Committee on Social
 

Affaires,Science and Technology,No.22,8 Octo-

ber 1992,at 22:56,Dr.Brigitte Kitchen 40
)
.〕。

3点目は、普遍的な所得保障制度であった家族手

当制度に明白に終止符が打たれること41)である。

多くのカナダ人が共有している「普遍性（universal-

ity）」の考え方は、子育てをカナダのすべての家族

の責任だと考えていることの証左〔House of
 

Commons Debates,Vol.IX,1 June 1992,at 11194,

Mr.Axworthy.〕であるのに、これに終止符を打つ

ことは、カナダの社会保障政策のアメリカ化であ

り〔Ibid.,Vol.X,16 September 1992,at 13230,Ms.

Dawn Black.〕、公的医療保険などのカナダのほか

の普遍的な社会保障制度をも脅かすことになる

〔Debates of the Senate,Vol.134,No.93,14 Octo-

ber 1992,at 2215,Senator Bonnell.〕ということが

述べられている42)。

4点目は、CTBが、消費者物価指数が年 3％を超

えて変動した場合にだけ物価スライドする部分的

な物価スライド制であるため、毎年給付の価値が

目減りしていくということである43)。

5点目は、当該法律案が、保健福祉大臣ではなく

財務大臣によって提案されたため、カナダの児童

に責任を持つのは誰かということである〔House of
 

Commons Debates,Vol.IX,1 June 1992,at 11183,

Mr.David Walker.〕。これに関しては、CTBは、

保健福祉省と財務省が共同で完成させた制度であ

ること〔House of Commons Debates,Vol.IX,1
 

June 1992,at 11197,Mrs.Barbara Sparrow（保健

福祉大臣の政務次官).,Proceedings of the Stand-

ing Senate Committee on Social Affaires,Science
 

and Technology,No.21,7 October 1992,at 21:24-

25, Mr. Ian E.Bennett（財務省税政策部副大臣上

級補佐).〕、CTBについて問題が生じた場合の問い

合わせ先は、基本的にはカナダ歳入庁（本稿注 16

参照）であるが、保健福祉省に関する問題が含ま

れる場合にはカナダ歳入庁が保健福祉省に取り次

ぐこと〔Proceedings of the Standing Senate
 

Committee on Social Affaires,Science and Tech-

nology,No.21,7 October 1992,at 21:41,Mr.Rod
 

Hagglund（保健福祉省所得保障制度局政策立法部

長補佐).〕などが説明されている。

同法案は、これらの問題点を抱えたまま、同年

10月 15日に成立した44)。

３ 1992年改正後の展開

1992年改正で連邦の児童給付額が増えたのは低

所得世帯と所得の多くない世帯であり、減ったの

は中所得以上の世帯であった45)。カナダ連邦児童

給付制度は、その後、1998年に CTBが CCTBに

移行した。CCTBは、18歳未満の扶養児童のいる

低所得世帯と所得の多くない世帯に毎月支払われ

る非課税の給付で、その一部である国民児童給付

補足（the National Child Benefit Supplement.以

下、「NCBS」という。）は、同じく 1998年に導入

された、連邦政府、州政府、準州政府の共同主導

で扶養児童のいる低所得世帯に対して行われる国

民児童給付（the National Child Benefit.以下、

「NCB」という。）の一部を構成している46)。1998

年改正では、連邦児童給付総額がわずかに増額さ

れるとともに、制度設計が変わり、就労していな

い福祉受給世帯も就労低所得世帯と同額のCCTB

を受給できるようになったが（本稿図 1で言うと、

点 aから点 cまでが水平な給付設計になった）、就

労低所得世帯の受給額がわずかに増えたのに対し、

福祉受給世帯は、CCTBの増額分だけ州政府等か

らの福祉給付を減額されたので、1998年改正によっ

て手元に入る金額が増えたわけではなかった

〔National Council of Welfare 1997, p.5, p.10〕。
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2008年 4月現在の CCTBの標準的な基礎給付額

は、児童 1人につき月額 106.91ドル（約 1万円)47
)

である。1992年改正時の主たる問題点の 1つであっ

た完全な物価スライドでないという問題は、残存

している。

また、2006年には、「6歳未満の児童 1人につき

最大年 1,200ドル（約 12万円)48
)の直接的な金銭支

援を通じて保育の選択を助け、家族を支援する」

という目的で、UCCBが導入された。UCCBは、

扶養児童のいる世帯に毎月支払われる点はCCTB

と同じであるが、対象となる扶養児童が低年齢で

ある点、高所得世帯にも支払われる点、課税され

る点などが、CCTBと異なる。

さらに、2007年には、18歳未満の扶養児童のい

る世帯に対して、年 2,000ドル（約 20万円)49
)の非

払戻型の児童税クレジットが導入された。この非

払戻型の児童税クレジットの実質的な価値は、15％

という最も低い所得税率が課された場合、年 300ド

ル（約 3万円）になる〔Battle 2008, p.21〕。これ

は、適用時点ですでに非課税の最も所得の低い世

帯には効果がない。

Ⅳ おわりに―1992年改正の意義とわが国

への示唆―

以上、カナダ連邦児童給付制度の展開を、1992

年改正を中心に概観してきた。最後に、わが国と

カナダの違いを念頭に置きつつ、1992年改正の意

義とわが国への示唆について述べたい。

わが国の児童手当制度は支給対象を低年齢に限

定しているなどの特徴があるが〔尾澤 2005、p.123.

参照〕、制度創設時から所得制限があり、完全な普

遍性は制度創設時からなかったと言える。その点

では、完全に普遍的な家族手当制度から所得制限

つきの制度に移行したカナダとは異なる。しかし、

制度の併存状況だけを見れば、日本はCTCが導入

される前の本稿「Ⅱ－2」の第 2期だと言える。

ベヴァリジ報告〔Sir Beveridge 1942〕の影響を

受けて出されたマーシュ報告〔Marsh 1943〕では、

カナダで大家族に起因する貧困が少なくとも 20％

と推測されたこと〔Ibid.,p.15〕、賃金がすべての

家族の子どもを養うのに十分ではなかったこと

〔Ibid.,p.87〕、子ども 1人につき年間 108ドルの所

得控除が認められていたが、最も支援を必要とす

る非課税の者がその範囲外になってしまうこと

〔Ibid.〕などから、児童手当制度の創設が提唱され

た。1944年に創設された家族手当制度は、マーシュ

報告の考え方に沿って作られたというわけではな

かったが、制度改正を経ながらも 1992年改正まで

存続し、改正前や改正時の議論でその廃止が強く

主張されたわけではなかったし、その廃止に反対

する意見も出されていた。1992年改正時、複数の

連邦児童給付制度と関連する州の制度がばらばら

な状態で併存していたカナダにおいては、制度の

簡素化が望ましかったし、その方向としては、少

子化よりも児童貧困が問題とされていたため、累

進性の強化が妥当であったと思われるが、Consulta-

tion PaperのA案（諮問案）が提示し、下院報告

書が賛成したような、家族手当制度の維持と払戻

型税クレジットの強化という選択肢もあったと思

われる。1992年改正と比べていずれの方法が適切

だったかについては、1992年改正後等の法令資料

および政府資料の分析、制度改正による法的構造

の異同などを含めて引き続き検討したい。

わが国の児童手当制度と税制上の控除の今後の

方向としては、児童扶養控除の逆進性は以前から

指摘されてきたことであり〔尾澤 2005、p.123参

照〕、これを低所得世帯にも支援が届くような制度

に変えていくことが望ましいと考える。

払戻（還付）型の税額控除は、低所得世帯に効

果的な金銭的支援を行える可能性を持つ制度とし

て魅力的であるが、国民の約 7割が税申請を行っ

ているカナダ50)とは税制が異なること、カナダは

1992年改正以前の 1978年に払戻（還付）型の児童
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クレジットを導入していたにもかかわらず、CTB

の導入に際してカナダ歳入庁（本稿注 16参照）は

4千人を雇用し訓練しなければならなかったとされ

ており〔House of Commons Debates,Vol.X,14
 

September 1992, at 13046, Mr. Francis G. LeB-

lanc.〕、運営面で越えなければならない課題は大き

い。

わが国でも払戻（還付）型の税額控除の導入が

可能であるとすれば、その設計の仕方が問題にな

る51)。払戻（還付）型の税額控除は、目的によっ

てさまざまな設計の仕方が可能である52)。設計に

際しては、特に、低所得世帯（または低所得者）

に関する部分（本稿図 1の点 aから点 cの部分）と、

高所得世帯（または高所得者）に関する部分（本

稿図 1の点 eから点 fの部分）の設計をどのように

するかが重要である。

CTBは、低所得世帯に関する部分を、就労等へ

のインセンティブを組み込む形に設計した。これ

については、すでに述べたとおり、支援に値する

貧困者と支援に値しない貧困者とを分けることに

なるのではないかという懸念が表明され、その後

改正も行われた。子どもへの支援は、親の就労の

有無にかかわらず行われるべきであり、就労等へ

のインセンティブの問題は、成人のための払戻（還

付）型の税額控除の場合に考えるべきだと考える

〔Proceedings of the Standing Senate Committee
 

on Social Affaires,Science and Technology,No.

22,8 October 1992, at 22:34,Mr.Ken Battle.参

照〕。

また、CTBは、高所得世帯に関する部分につい

て、年収約 6万 7千ドル（約 600万円）超の世帯

を給付対象から除外するように設計した。カナダ

の連邦児童給付制度における高所得世帯に関する

部分の評価は、1992年改正の対象から除外された

保育費控除等も含めて行わなければならないと考

えるが、所得が一定額以上の高所得世帯を児童の

ための給付制度から完全に除外することは、少子

化という状況にあるわが国の場合、適切ではない

と思われる。

このほか、1992年改正時の議論では、部分的な

物価スライドにより、受給者が気づかないうちに

給付の価値が毎年少しずつ目減りしていく問題な

ども指摘されていた。受給者に不利益になること

も含めて受給者が制度を理解できるようにするこ

とは、制度を利用しやすくすることとともに重要

だと考える。

本稿では取り上げることができなかったが、カ

ナダでは、1992年改正にいたる過程で、児童貧困

が児童の将来に与える影響などについても検討を

行っている。どのような形の児童給付制度が望ま

しいかについてはなお検討が必要であるが、水平

的平等（扶養児童が増えることによる追加的費用

の支援）だけでなく垂直的平等（低所得世帯への

支援）にも目を向け、児童の成長過程を見据えた

制度にしていくことが必要だと考える。

補記

本論文の作成にあたっては、平成 19年度厚生労

働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政

策科学推進研究事業））「所得・資産・消費と社会

保険料・税の関係に着目した社会保障の給付と負

担の在り方に関する研究（H19―政策― 一般

―021）」より助成を受けた。

注

1） わが国の児童手当制度と税制上の控除の概要およ

びこれまでの議論の状況については，尾澤 2005お

よび尾澤 2009参照．なお，払戻（還付）型の税額

控除は，「給付つき税額控除」と表記されたりもす

るが，本稿では，refundable tax creditに相当する

制度を日本について考える場合に，「払戻（還付）

型の税額控除」と表記した（本稿注 3も参照）．

2) ここに言う児童給付制度は，Battle,et al.2001,p.

7.にならい，児童に関する費用の支出を助ける給

付制度または児童が増えることによって世帯が得

られる金銭的支援を言い，税制上の控除の形態を
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とるものも含む．

3) Tax Credit」は，「税額控除」と訳すことも考え

たが，税額≧税額控除の場合でも，税金の減額と

いう方法ではなく，銀行口座への振込みや小切手

などの形で支給される場合もあることなどから，

「税クレジット」と訳すことにした．なお，「Tax
 

Benefit」は，「税給付」と訳した．

4) 1867年憲法法（BNA法は，1982年憲法法別表に

よる改正で，「1867年憲法法」と称されることになっ

た．）は，第 91条で連邦議会の権能を，第 92条で

州立法府の専属的権能を定めている．同法第 92条

第 7号は，州における，かつ，州のための病院，

救護院，養育院および慈善施設の設置，維持およ

び管理が州立法府の専属的権能であることを規定

している．カナダ憲法は，1867年憲法法第 92条各

号等で州の立法府に専属的に帰属するとされる事

項以外は連邦議会の権能とし（同法第 91条第 29

号），列記事項以外をすべて州の権限とするアメリ

カ合衆国憲法の定め方とは対照的な，連邦の権限

が強い規定の仕方になっている．しかし，実際は，

その後の裁判を通じてアメリカが中央集権化に向

かったのに対し，カナダは，州権の強い連邦制に

なっているとされる．〔初宿・辻村編 2006，p.81.

（中村英執筆）など．〕

5) 1927年老齢年金法（The Old Age Pensions Act
 

of 1927）成立など．

6) 最初の改正は失業保険に関してで，失業保険は，

1940年 BNA法で，カナダ連邦議会の専属的立法

権が及ぶものとして第 91条第 2A号に掲げられた．

次の改正は老齢年金および付加給付に関してで，

1964年 BNA法で第 94A条が追加され，老齢年金

および付加給付についてはカナダ連邦議会が法を

制定することができることになった．なお，1940

年には，福祉の一般的な責任は州に残されるべき

だとしつつ，連邦の失業制度と，より貧しい州へ

の平準化補助金制度などを提案した「カナダ自治

領と州の関係に関する王立委員会答申（Report of
 

the Royal Commission on Dominion-Provincial
 

Relations）」が出されている．

7) 連邦政府の介入の合憲性の根拠としては，一般的

な立法権よりも，連邦の支出権能（Spending
 

Power）が用いられることの方が多いとされる

〔Banting 1987,p.52〕．Spending Powerの憲法上

の根拠としては，1867年憲法法第 91条第 1A号

「公債および公有財産」，同条第 3号「方法または

制度のいかんを問わぬ租税による金銭の徴収」，同

法第 106条「公の需要への支出」などが挙げられ

る．

8) Battle 2008, pp.7-14.は，本稿表 1の第 4期と第

5期の部分について，別の分け方をし，非払戻型の

税クレジットが導入された 1988年頃からCTBが

CCTBに移行する 1998年までを第 4期「累進的な

目標の絞込み：いくつかの異なる児童給付を 1つ

の累進的な所得テスト付きの制度にするという合

理化」の時期とし，1998年からUCCBが導入され

ることになる 2006年までを第 5期「統合された児

童給付に向けて：国民児童給付（the National
 

Child Benefit）」の時期としている．

9) the Minister of National Health and Welfare（現

在の人的資源・社会開発大臣〔the Minister of
 

Human Resources and Social Development〕と保

健大臣〔the Minister of Health〕に相当）．

10)Bill C-80,An Act to amend the Income Tax Act,

to enact the Children’s Special Allowances Act,

to amend certain other Acts in consequence there-

of and to repeal the Family Allowances Act,3

Sess.,34 Parl.,1992.

11)1992年改正法，1992年白書，Human Resources
 

Development Canada 1994, pp.39-55.を参照し

た．

12)連邦政府または州政府の子どもを世話する部また

は庁に扶養され，里親の家や施設で生活する 18歳

未満の児童等のためには，CTBではなく，1992年

改正法の一部である「特別児童手当法（The
 

Children’s Special Allowances Act）」に基づく特

別児童手当が支給される．

13)1（カナダ）ドル＝約 90円（1993年 4月 1日現在）

で換算．特にことわらない限り，以下同じ（1993

年 4月 1日現在以前のカナダドルと日本円の為替

レートが分からなかったため，1985年現在等の為

替レートで換算すべき箇所も，1（カナダ）ドル＝

90円（1993年 4月 1日現在）で換算した）．

14)1993年現在の扶養児童のいる片稼ぎ両親世帯の平

均年収（Market Income）は約 4万ドル（360万円），

同共稼ぎ両親世帯の平均年収は，約 6万ドル（540

万円）である〔Statistics Canada＜http://www.

statcan.ca/menu-en.htm＞〕．

15)家族手当制度には，1989年以降，世帯のうち収入

が高い者の純年収が 5万ドル（450万円）以上の場

合にこのような制度が適用されていた（Clawback

制度）．

16)1999年 11月 1日から，Canada Customs and
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Revenue Agency（現 Canada Revenue Agency）．

17)連邦政府は，3つの児童給付のほかにも保育費控除，

失業保険制度の下で行われる育児給付等，カナダ

社会扶助制度法（Canada Assistance Plan Act.

1995年に廃止され，別の制度に移行．）に基づく財

政負担なども行っていたが，児童のための連邦政

府が行う給付制度の主なものは，3つの児童給付で

あったとされる．

18)7歳未満の児童のいる保育費控除を申請していない

家族には，年 213ドル（約 2万円）までの追加給

付が行われ，世帯年収が 25,921ドル（約 233万円）

を超える場合には給付額は漸減していた〔1992年

白書，p.2〕．

19)これより前，1970年から 1972年にかけて，家族手

当を家族所得保障計画（Family Income Security
 

Plan）に移行する動きがあったが，不成立に終わっ

た．

20)当時のカナダは不況期で，1982年から 1984年まで

の間は，大恐慌および第 2次世界大戦期以来初め

て，失業率が 10％を超えた．カナダの失業率は，

1991年から 1994年までの間，再び 10％を超えた

が，その後は下がり，現在は，約 6％になっている．

〔Statistics Canada＜http://www.statcan.ca/start.

html＞〕

21)“Universal social programs are a sacred trust not
 

to be tampered with.”〔House of Commons
 

Debates,Vol.X,15 September 1992,at 13120,Mr.

Jean-Robert Gauthier.〕．

22)カナダの公的年金制度の基礎年金部分の一部．

23)カナダの公的年金制度の基礎年金部分の主要部分．

24)例えば，児童扶養控除が低所得世帯の助けにほと

んどなっていないという現状は公平か，年収 4万

5千ドル（405万円）を超える世帯に児童 1人につ

き 500ドル（約 5万円）超の給付を行っているこ

とは公平か，現在のように年収 1万ドル（90万円）

未満の世帯よりも年収 2万ドル（180万円）から 3

万ドル（270万円）の世帯の方がより多くの給付を

受け取るべきであるのか，CTCは低所得グループ

に焦点を当てて増額すべきか，といったこと．

25)Standing Committee on Health, Welfare and
 

Social Affairs, House of Commons, “Report on
 

Child and Elderly Benefits”,Minutes of Proceed-

ings and Evidence, 1 sess., 33 Parl.,No.11,1
 

and 2 April 1985.報告書のとりまとめに際し，21

団体が証言し，92の団体および個人が意見を具申

した．

26)1988年から“Equivalent-to-married amount”とい

う名称の非払戻型税クレジットに変わり，その後

1993年から“Equivalent-to-spouse amount”，2001

年から“Amount for an eligible dependant”に改

称．

27)家族手当は，この部分で，社会にとっての子ども

の重要性と子育ての価値を認めたものとしてすべ

ての子育て世帯に支給されるものだと位置づけら

れている．

28)ただし，年収 2万 3千ドル（207万円）の扶養児童

が 2人いる片稼ぎ両親世帯の給付水準が減らない

ように制度設計が行われるべきことと，児童扶養

控除の廃止の結果生じる州政府と連邦政府の税収

の増加分の使途について留保があったことが付言

されている．

29)ほとんどの参考人が家族手当の減額に反対であり，

参考人の多くは，低所得者への再配分が十分でな

いと思っており，児童扶養控除の廃止が重要だと

考えていたとされる．

30)具体的には，1,900ドル（約 17万円）から 2,200ド

ル（約 20万円），扶養児童 1人につき 950ドル（約

9万円）から 1,100ドル（約 10万円）．

31)具体的には，350ドル（約 3万円）から 450ドル（約

4万円），扶養児童 1人につき 175ドル（約 2万円）

から 225ドル（約 2万円）．

32)現行制度よりも純給付額が少なくなる世帯の所得

水準については複数の意見が併記されているが，

多数意見では，2万 7千ドル（243万円）から 3万

2千ドル（288万円）の範囲が望ましいとされてい

る．

33)⒜から⒞に使ってもなお残額がある場合の対応に

ついては複数の意見が併記されているが，連邦保

健福祉省所管の制度以外に再配分することは不適

当とされた．

34)Standing Senate Committee on Social Affaires,

Science and Technology,“Analysis of Child and
 

Family Benefits in Canada :A Working Docu-

ment”, Proceedings, 1 sess., 33 Parl., No.9,

Third Report of the Committee, 16 December
 

1985.

35)Standing Senate Committee on Social Affaires,

Science and Technology, “Child Benefits Pro-

posal for a Guaranteed Family Supplement
 

Scheme”,Proceedings, 2 sess., 33 Parl.,No.3,

Seventh Report of the Committee,23 June 1987.

36)これらの報告書が出されるより前の1985年 5月に
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は，⒜児童扶養控除の縮小，⒝ CTCの増額，⒞家

族手当，児童扶養控除，CTC等の物価スライドの

縮小（完全な物価スライドから，消費者物価指数

が年 3％を超えての変動した場合にのみ行われる部

分的な物価スライドへ移行）などを盛り込んだ新

しい保守党政権の初めての予算案が公表された

〔Battle 1993,pp.424-425〕．

37)1992年白書が述べた従来の児童給付制度の問題点

と新しい児童給付制度の意義については，本稿

「Ⅲ－2」冒頭参照．

38)1992年白書，p.8.の「表 3」は，世帯ごとの平均給

付年額の変化を次のように示している．

表３ 世帯ごとの平均給付年額の変化

世帯年収 現行制度 新制度 変化

0－3万ドル未満 1,825ドル 2,075ドル ＋250ドル

3万－5万ドル未満 1,440ドル 1,690ドル ＋250ドル

5万－7万 5千ドル

未満
875ドル 960ドル ＋ 85ドル

7万 5千ドル以上 470ドル 295ドル －175ドル

全世帯 1,150ドル 1,260ドル ＋110ドル

39)参考人として証言した全国反貧困協会（National
 

Anti-Poverty Organization）の代表．

40)参考人として証言した児童貧困活動グループ（The
 

Child Poverty Action Group）の代表．

41)家族手当制度にClawback制度が導入された1989

年を，「普遍性の終わり」と評することもできる

〔National Council of Welfare 1989,p.1〕．

42)アメリカには，普遍的な家族手当（または児童手

当）制度と公的医療保険制度はない．普遍性への

こだわりの強さは，受給にスティグマ感を感じず

にすむということもあるが，大国アメリカに隣接

し，その脅威や影響にさらされながら自国の独自

性を保つことに苦慮してきたカナダの歴史的背景

も影響していると思われる．

43)1986年から 1990年の間に，部分的な物価スライド

制のために児童給付が漸増的に約 35億ドル目減り

したという試算があったことが証言されている

〔Proceedings of the Standing Senate Committee
 

on Social Affaires,Science and Technology,No.

22,8 October 1992,at 22:35,Mr.Ken Battle（参考

人として証言したカレドン社会政策研究所

（Caledon Institute of Social Policy）の代表).〕．

44)1992年改正法は，審議が不十分であるとの指摘が

ある〔Proceedings of the Standing Senate Com-

mittee on Social Affaires, Science and Technol-

ogy, No.22, 8 October 1992, at 22:22, Senator
 

Hebert.〕．CTBの導入がこのタイミングで，予算

案の提示から改正法の施行まで 1年たらずで行わ

れたのは，法律案に 1993年 1月 1日を施行日とす

ることが盛り込まれていたということもあるが，

1993年に連邦議会下院の 5年ぶりの総選挙（1993

年 10月 25日に実施）が予定されていたため，そ

れが影響したのではないかとも言われている〔Ibid.,

at 22:23〕．なお，同選挙ではカナダ保守党が歴史

的な大敗を喫し，約 9年ぶりにカナダ自由党政権

が誕生した．

45)1992年改正で連邦の児童給付額が最も増えたのは，

最も貧しいわけではない年収 1万ドル（90万円）

程度の世帯，最も減ったのは，最も裕福というわ

けではない年収 9万ドル（810万円）程度の世帯で

あったとされる〔Battle 1993,p.435〕．

46)2004年から 2005年にかけてのCCTBの基礎給付

総額は 60億ドル，NCBS の給付総額は 29億ドル

と見積もられている〔2005年NCB報告書，p.2〕．

47)1（カナダ）ドル＝98円（2008年 4月 1日現在）

で換算．

48)1（カナダ）ドル＝102円（2006年 6月 1日現在）

で換算．

49)1（カナダ）ドル＝102円（2007年 4月 1日現在）

で換算．以下，同じ．

50)Statistics Canada＜http://www.statcan.ca/start.

html＞,Battle,et al.2001,p.147.

51)諸外国の家族手当と関連制度の状況および払戻（還

付）型の税クレジットの設計については，尾澤 2009

参照．

52)払戻（還付）型の税額控除は，扶養児童のいない

ワーキングプア層への支援のための制度とするこ

とも可能である．アメリカの勤労所得税クレジッ

ト（Earned Income Tax Credit.EITC）は，扶養

児童のいない低所得者も対象になっている．その

場合には，児童手当制度との関係よりも，生活保

護制度（公的扶助）との関係を見直す必要が出て

くると思われる．

参考文献（「Ⅲ－2」および「Ⅳ」で挙げた議会資料の

ほか，以下のとおり．）

尾澤恵 2005 家族形態の変容と子どもを持つ家族へ

の所得保障―児童手当・扶養控除の対象の考察―」

『季刊社会保障研究』第 41巻第 2号，pp.122-136.
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初宿正典・辻村みよ子編 2006 『新解説 世界憲法

集』三省堂.

児童手当制度研究会 2004『三訂 児童手当法の解

説』中央法規出版.

税制調査会 2007 抜本的な税制改革に向けた基本

的考え方」（平成 19年 11月）＜http://www.cao.
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Ⅰ はじめに

市場経済導入以降、中国社会保障制度改革の必

要性とともにそれに関する研究がますます重要な

意味をもつようになってきた。中国経済の市場化

や民営化に伴い、中国社会保障制度の問題点、あ

り方、今後の発展の方向を明らかにしようとする

研究も少なくない。本誌にも中兼（2000）、劉暁梅

（2000）、沙（2005）、張（1998）といった、中国社

会保障制度の改革の背景や問題点、展望、そして

新制度と旧制度の相違点について論じたものがあ

る。

新中国以降の社会保障制度について論じようと

するとき、「都市と農村の二元構造」の角度から都

市と農村という二元論的角度から論じる傾向や、

中国独特の社会構造としての「単位」とその変容

の角度から考察する傾向が見られる。例えば「農

村では人民公社という『共同体』があり、農民自

身が集団で互助活動を行っていた。都市では『単

位』という、これも一種の共同体があり、そこが

メンバーとその家族にすべての保障を提供してき

た」（中兼,2000：3-4）、という認識が定説となっ

ている。また、中国研究者も同様に「都市と農村

の二元構造」や「単位」の変容の角度から新中国

以降の社会保障制度のあり方を整理する傾向が見

られる。例えば、中国で社会保障研究の権威であ

る鄭功成もまた新中国以降の社会保障制度の特徴

を都市と農村に分けて整理している（鄭,1994：

90-91）し、呉亦明らも、「単位」、「小社会」にお

ける「職工」1)の福利制度という観点から、計画経

済期から市場経済期の変化における改革について

紹介している（呉［編］,2000：353-361）。

このように、改革開放以降、中国社会保障制度

改革への関心が高まり、詳細な資料の提示と分析

がなされている。しかし、主に政策や制度の変化

の考察にとどまる傾向と、さまざまな多様性につ

いてひとつひとつ事例を分析する研究よりはむし

ろ総合的に包括的に整理をし、改革の展望につい

て探求する傾向があると思われる。これに対して

筆者は、そこに住み生活する人々がその政策や制

度をどう認識し、制度と人々がどのように整合し

ているか、あるいは整合していないのか、その原

因は何なのか、といった人類学的視座から、人と

制度の関係に留意しながら論じてみたい。本稿で

は、個別具体的な事例を提示することを通して、

総合的、包括的背景と照らし合わせ、それらとの

共通点と差異について究明することを目的とする。

本稿では、1950年代初めから 1970年代後半の帰

国華僑に対する社会保障政策としての華僑農場

―広東省台山市海宴華僑農場を考察の対象とし、

各種の福利厚生と国営企業「単位」との共通点と

相違点、および改革開放以降、経済体制の変化に

伴い生じてきた問題や、非帰国華僑との不均衡に

も言及していきたい。帰国華僑の社会保障に関す

る事例は特殊なケースではあるが、そこから再び

中国社会に普遍的な社会保障の問題点を映し出す
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ことができるのではないかと筆者は考える。

本論で用いるデータ資料は、基本的に筆者が2005

年 6月から 2006年 10月までの期間に行った現地

調査で得られたものである2)。

Ⅱ 背景

１.中国政府の帰国華僑に対する社会保障政策

の背後に潜む理念

中国政府が最初に本格的に海外から帰国した中

国人の対処問題に直面したのは、1950年代初めか

ら 1970年代後半にかけての時期であった。東南ア

ジア諸国で起こった華僑排斥運動に遭い大量に帰

国した海外中国人を受け入れる必要に迫られたの

である。彼（彼女）らは政府から「帰国華僑」や

「難僑」（難民華僑）と呼ばれた。王蒼柏は「帰国

華僑」と、改革開放以降の「海帰」3)を比較して次

のように述べている。

1950年代初めから 1970年代後半の「帰国華僑」

に対する政府の基本方針は中国を中心としたもの

で、海外中国移民は周辺から中心（中国大陸）に

向って、一方向的に移動するものだと考えるのが

一般的であった。その動機と言えば、民族主義と

愛国主義で、帰国した者の価値を計る唯一の基準

は彼（彼女）らが「国家利益」に値するか否かと

いうものであった。このような価値観は帰国者を

「帰国→他者化→感情的距離感→去る」という方向

に導く結果となった。大部分の人々は主流社会に

入ることができず、ただ周辺的な「他者」として

見られたのであった。そして注目すべきは、改革

開放以降の「海帰」にもそのような中国政府の帰

国華僑に対する考え方や政策の繰り返しが見られ

るということである（王,2007：107-114）。

つまり、中国政府の帰国華僑に対する社会保障

政策の背景にある根本的理念は、目先の「国家利

益」を優先させることであった。当時、中央政府

の帰国華僑政策最大の目的は、海外華僑華人に社

会主義建設のための投資をしてもらうことにあっ

た。そのために、政府は帰国華僑を優遇し、海外

華僑華人に祖国に対して関心を持たせ、投資を促

すために、政府が帰国華僑に好意的であるという

できるだけ良いイメージを与えるように努めた（田

中,2002、庄,2001）。具体的な優遇政策として、

政府（国務院華僑事務委員会）は「華僑農場」と

いう国営農場を創設し、そこへ帰国華僑を集中的

に落ち着かせ、住宅、職業、医療、年金などの各

方面に渡る生活保障を与えた。いわば、この華僑

農場というコミュニティー全体が社会保障そのも

のである。そして、改革開放後、中国社会全体の

経済体制および人々の生活が変化する中で、政府

は改革法案を提唱する一方で、その体制と人々の

意識をなかなか変えることができず、依然として

帰国華僑のみに対する特別扱い的社会保障が続い

ている。それは、「計画経済体制の残滓」とも表現

され、同じ華僑農場内に住む非帰国華僑との間に

も格差をもたらし、不公平な状況を招いている。

２.広東台山海宴華僑農場の概要

1949年以降、東南アジア地域を中心とするホス

ト国内の政治運動などの影響を受けて、華僑が次々

と中国大陸に帰国し始めた。中でも 1960年代初め、

インドネシア政府が突然大量の華僑を迫害したこ

とを受けて、1960年 2月 2日、中国国務院は『帰

国華僑の接待と安置について』を発布し、福建、

広東の各地域に帰国華僑接待・安置委員会を設置

することを命じた。1960年から 1961年の間に広東

省に安置された帰国華僑は 54,000人にも上った。

1960年以降、政府は広東、福建、広西、雲南を中

心に 30の国営華僑農場を創設した（庄,2001：

278）。2008年現在、依然として中国全国に 84か所、

広東省には 23か所の華僑農場がある4)。

台山海宴華僑農場は、その中の 1つで、広東省

台山市西南沿海部に位置する。1963年 9月国務院

華僑事務委員会によって設立された。2003年 3月、

帰国華僑の社会保障に関する一考察
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台山市政府の批准を経て「海僑経済開発区」とな

り、行政上、鎮と同レベルの地区となったが、内

部で生活する人々は日常生活の中では今もなお「農

場」の語を用いている。本稿では以下、台山海宴

華僑農場を「農場」と称することにする（以下農

場と表記する）。2000年の総世帯数は 1,672世帯、

総人口は 6,573人、その内男性は 3,366人、女性は

3,207人であり、帰国華僑は 2,087人となっている

（海宴華僑農場編,2004：26-40）。2004年 8月最

新の行政改革が行われ、行政上、1つの居委会（Q

管理区）と 3つの村委会（W村委会、N村委会、

とX村委会）からなる。そのうちW村は以前のH

村を合併し、N村は以前のA村、B村を合併した。

しかし、人々の意識上、それぞれの自然村を分け

て認識しており、現在の農場の人々の視点から言

うと、W村、N村、A村、B村、Q管理区、H村、

X村が用いられている。本研究では帰国華僑が集

中的に居住しているW村、N村を調査対象の中心

とした。

農場の性質について、農場を支援している団体

から見てみると、農場の病院、小中学校の公共施

設建設に当たって、UNHCR（国連難民高等弁務官

事務所）から 1988年に 8万米ドル、1994年に 10

万米ドルの支援を受けるとともに、香港台山商会

から 1997年に 40万人民元、1999年に 90万香港ド

ル、2000年に 40万人民元の寄付を受けた。この事

実から、農場は難民キャンプとしての性質を有し

ていること、そして地理的に僑郷（華僑華人の故

郷）に位置していることから、台山籍の華僑華人

の関心も窺える。

帰国華僑のために創設された華僑農場であるが、

その人口構成を見ると、帰国華僑ばかりではなく、

複数の集団から成る（以下表 1を参照）。

まず、農場に住む人々は大きく帰国華僑と非帰

国華僑に分けることができる。帰国華僑の中では

インドネシア帰国華僑とベトナム帰国華僑の占め
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表１ 海宴華僑農場の人口構成一覧表

年代 人口の類型 人口の出所 現在の居住地

1963年 インドネシア帰国華僑中心

その他タイ、シンガポール、

マレーシア、ミャンマー、

フィリピンなどの国から帰国

した少数

広東省大南山華僑農場、

花県華僑農場、英徳華僑農場、

興隆華僑農場（現在海南省）

農場W村、N村、QS村

1964年 9月至 10月 学校で勉強していた帰国華僑

（インドネシア帰国華僑中心）

知識青年

スワトー、広州 農場に残っている人は少

数で、大部分は広州など

外地へ

1965年 「本地人」 海宴鎮Ｘ村（合併による） 農場X村

1976年 外地人 潮州地区（人口分散政策のた

め）

農場に残っているのは三

人のみ 他は故郷に帰る

か、深圳などの外地へ

1977、78年 ベトナム帰国華僑 ベトナム北部の広寧、海防な

ど

農場W村、N村、QS村

「本地人」 海宴鎮H村（合併による） 農場H村

1981年 砂糖工場の技術者 珠海平沙華僑農場の砂糖工場 農場QS村

1984年 ベトナム帰国華僑 台山鶴山華僑農場 農場HF下囲村

資料：海宴華僑農場編『農場誌（初稿）』（2004：37-40）及び、幹部と住民の聞き取りに基づき筆者作成
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る割合が多い。村委員会幹部によると、2004年の

W村の総人口は 807人、その内帰国華僑は 520人、

非帰国華僑は 287人である。総世帯数は 274世帯、

その内帰国華僑世帯は 157世帯、非帰国華僑世帯

は 117世帯である。2004年のN村の総人口は 579

人、その内帰国華僑は 436人、非帰国華僑は 143人

である。総世帯数は 182世帯、その内帰国華僑世

帯は 147世帯、非帰国華僑世帯は 35世帯である。

非帰国華僑は「本地人」、「臨工」（臨時労働者）と

その他に分けられる。「本地人」の概念は曖昧であ

るが、もともと周辺の農村で、後から農場に合併

されたH村とX村の人々や、農場周辺の海宴鎮内

の村人を指していう。「臨工」はサトウキビ生産や

サトウキビ収穫期に砂糖工場の臨時労働者として

農場へ来た人々を指す。

Ⅲ 帰国華僑に対する社会保障

農場は創立当初、国営農場としてスタートした。

それはいくつかの生産隊によって組織的に農作業

を行う「人民公社」であった。しかし、1982年に

農場内に砂糖工場が建設され、農場は 1984年以降

サトウキビの単一生産によって生計を立てていく

「企業単位」としての体制へと変えられた。改革開

放以降、幾度か農場の経済体制に関する改革法案

が出されたが、依然として「単位」的性質を残し

ている。しかし、ここで強調したいのは、農場内

の人々の経済生活と各種の福利厚生は、完全に都

市における「単位」のそれと一致するわけではな

く、また戸籍制度と雇用制度の「都市と農村の二

元構造」という概念に当てはめて考察するのも無

理があるということである。これにかかわって、

農場に住む帰国華僑の戸籍が「農業戸籍」ではな

く「非農業戸籍」であるという点にも注目すべき

である。

１.経済生活と養老年金

農場は 1つの「企業単位」である、というのが

中国において公的な認識である。「単位」（danwei）

とはもともと毛沢東時代に人々の政治的忠誠の状

況を監視するために組織されたものであるが、い

くつかの特徴を挙げることができる。第一に、人

事的な権利を備えていること、具体的には「 案」

（dang’an）という個人の身上調書を管理しているこ

とである。この調書には生年月日、本籍地、民族、

学歴などの一般的な経歴にとどまらず、出身階級、

所属政党などについても書かれており、本人が見

ることはできない。第二に、学校や病院といった

公共施設を備えていること。第三に、独立した予

算や会計を有していること。第四に、都市あるい

は非農業の範囲にあること。第五に、「単位」はも

ともと政治機関あるいは公共に組織された職場で

あったが、次第にそれは政治的機能だけでなく、

社会的機能にもおよび、経済上物質的な支援も行

い、人々の生活を保障する公共の場となっていっ

た（Lu and Elizabeth,1997:3-17）。「単位」とは

国家と個人を直接的につなぐ場であり、個人は「単

位」に完全に依存しながら生活してきたのである

（劉建軍,2000）。

農場内部の体制は「政企不分」、即ち政治と企業

が分離していない状態であり、計画経済体制期の

構造が色濃く残されている。改革開放以降、中国

農村は生産請負制が導入され、農場もまた能力に

応じて土地が割り当てられるようになった。しか

し、その生産体制は中国農村と比べると違いが見

られる。農村の土地は各家族の人数によって土地

が分配されるいわゆる「分田落戸」と呼ばれる制

度が採られており、人々は「農民」としての身分

で耕作物の種類を自由に決めることができる。し

かし、同時に全責任は自分で負わねばならず、肥

料などの生産に必要なものは自己負担である。退

職年齢や養老年金もない。一方、農場の場合、土

地は国家（農場本部）が所有し、それぞれの能力
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に応じて分配する。ただし、生産能力のある者は

多くの土地が与えられ、生産する権利がある。人々

の身分は「職工」と呼ばれ、農場という企業の従

業員という意味である。「職工」の条件と待遇は、

戸籍が農場にあること、彼（彼女）らのために医

療保険と養老年金を用意すること、国が毎月給料

を支払うことである。職業は農場本部という農場

の政治を司る中心の幹部によってできる限り手配

される。その主な職業の内訳と収入は表 2の通り

である。

農場では耕作物は個人が自由に決めることはで

きず、サトウキビ以外の作物を生産することは許

されない。その上、収穫したサトウキビは自由に

売買することも許されておらず、農場内の砂糖工

場に売ることのみが許されている。サトウキビ生

産に従事しているある婦人（N村、女性、1963年

生まれ、ベトナム帰国華僑）はこのような情況に

ついて筆者に次のように語った。「もしサトウキビ

を外で売ることができれば 50グラム 2、3角だけ

ど、砂糖工場に売ると 50グラムたったの 1角にし

かならない。私たちは『半工農民』だ。自由がな

い。農村は自由だ」5)。この中の「半工農民」とい

う表現が農場の経済体制の特徴をよく表現してい

る。つまり国営企業に勤めている者と同様の身分

を有しながら農作業に従事している者という意味

である。しかし農村の農民と異なるのは、定年退

職年齢（男性 55歳、女性 50歳）があり、その後

各自の勤務年数によって異なるが毎月約 400元か

ら 500元の養老年金を受け取ることができるとい

う点である。従って、最低限の生活は保障されて

いるといえる。

農場の養老年金について、農場の養老年金の管

理をなさっている副農場長 G氏によると次のよう

になる。1994年以前は「職工」個人による月々の

掛け金はなく、定年退職年齢に達すると、農場か

ら毎月養老年金を支給していた。金額は勤務年数

によって個別に決められたが、月給の 70％から 90％

の間である。つまり、それまでは「養老保険制度」

というのは存在しなかった。ところが、1994年以

降、「養老保険制度」が適用され始めた。2007年度

の最新データを基に見ると、農場では 2種類に分

かれている。1つは、「職工」を対象にして、「養老

表２ 農場内の主な職業と平均収入一覧表

農場内の職業 収入

W村：7079.70元/年（2004年）
サトウキビ栽培

N村：7784.20元/年（2004年）

作業期間：基本給 600-700元/月 ボーナスを含めると 2500-3000元/月
砂糖工場

休暇期間：基本給の 70％支給

風情園」のダンサー 班長：588元/月、一級：538元/月、二級：488元/月、三級：388元/月 ボーナスな

し

託児所保母 500-600元/月 ボーナスなし

小中学校教師 1000元前後/月 ボーナスあり

村委会：500-1000元前後/月 ボーナスあり
幹部

農場本部：1000-3000元前後/月 ボーナスあり

作業員（電気工など) 400-500元/月 ボーナスなし

年金 400-500元/月

注： 風情園」は東南アジア風情の建築様式を用いたパフォーマンス場である．2002年「五一労働節」の時から農

場は観光業に着手し、その時に創設された．東南アジアの歌や踊り、楽器演奏を観光客に披露している．

資料：関係者への聞き取りを基に筆者作成
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保険費」として毎月個人が 97人民元を、農場が 230

人民元を負担する。もう 1つは、「臨工」（臨時労

働者）やその他の人を対象にしたものである。「養

老保険費」は 100％自己負担となっており、毎月 198

人民元を個人で負担することとなっている。どち

らの場合も、定年退職後は、個人の勤務年数など

の条件によって養老年金額が決められ、毎月支給

される。

２.住宅扶助

住宅について見てみると、これまで 2回の帰国

華僑を対象とした住宅改革が行われ、帰国華僑は

安値で家屋を手に入れることができた。まず、1991

年から 2002年にかけて 1回目の住宅改革が行われ

た。この改革は「八五」期間、農場は免税の特別

待遇を受けていたが、その税分を基金に用いて行

われた。対象は主に 1960年代から 70年代にかけ

て農場に住み始めた帰国華僑の古い平屋の住宅で、

以下の基準に基づいて改革が進められた。

⒜ 現在住んでいる家屋を購入したい場合は、210

人民元/mであるが、帰国華僑はその内の 28％を

負担するのみでよい。非帰国華僑6)は 35％を負担

する。

⒝ 自分で新しい家屋を建てる場合は、400人民元/

㎡であるが、帰国華僑はその内の 28％を負担す

るのみでよい。非帰国華僑は 35％を負担する。

⒞ 退職した者には 6m無料提供する。

⒟ 自分で家屋を建て、それを他人に売って外地

へ引っ越す場合は、値段は双方で相談して決め

ることとするが、その家屋を購入した者には 30

年の使用権が与えられる。

この改革を通して、1人当たりの住居面積はそれ

以前の 7mから 30mにまで拡大することができた。

次に、2006年に 2回目の住宅改革が行われた。

1970年代後半に建てられた主に 2階建て家屋の改

築が目的とされた。改築する家の者が個人で 10,000

人民元を負担し、その他にも広東省僑務弁公室、

江門僑務弁公室、台山僑務弁公室そして農場本部

が補助金を提供した。

このように帰国華僑は生活の要の 1つである住

宅面の援助を受けてきた。住宅に関連する生活設

備においても政府の補助が見られる。例えば、そ

れまで水圧が弱く電器ポンプを使用する必要があっ

たが、2006年 9月には農場全体の水道管工事が行

われ、改善された。この工事に当たって、水道管

4mまでは農場本部が負担し、それを超えた場合の

み差額を自己負担とした。

３.医療保険

1998年 12月、『城鎮職工基本医療保険制度の決

定について』（［1998］44号）が発布された。これ

は「すべての城鎮（都市部）の『単位』及びその

『職工』が加入できる医療保険で、保険料は『単位』

と『職工』の双方が共同で負担する」という内容

である7)。農場の帰国華僑を中心とする「職工」は

2003年 1月より「台山市城鎮職工基本医療保険」

に参加できるようになった。それ以前は、農場の

病院が医療費を負担し、帰国華僑に医療を無料提

供していた。

更に、2003年 1月、『国務院弁公庁から衛生部等

の部門へ転送された新型農村合作医療制度意見の

通知』（［2003］3号）が発布された。その規定には、

「農民が家庭を単位として自発的に参加する」こと、

そして「郷鎮企業の『職工』が新型農村合作医療

に参加するかどうかは県レベルの人民政府によっ

て決定する」とある8)。これを受け、台山市も 2005

年 1月から「新型農村合作医療」の宣伝および加

入者募集を始めた。その内容は最低 10人民元の掛

け金を支払えば、最高 3,500元の保険金が下りると

いうものである。この対象者は上述の通り「家庭

を単位とした農民」や地方政府によって判断され

た「郷鎮企業の『職工』」であるが、台山市政府は

帰国華僑の人々にも加入することを勧めている。

つまり、帰国華僑は農場で受給できる無料型の
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医療保険に加えてもう 1つの医療保険に加入する

ことができるのである。これは国務院僑務弁公室

の発布した『華僑農場経済体制改革についての意

見』（［1995］61号）に「華僑農場は地元政府に還

元した後、これまで農場によって管理されてきた

教育、衛生、政治と法律などの社会的業務を地元

政府の専門部門に引き渡すようにする。華僑農場

の定年退職金や医療費の負担の深刻な問題を解決

するために、社会保障制度を建設する。農場は積

極的に地元の医療、養老保険などの社会保障制度

に参加するようにする」9)とあるように、これまで

の農場の財政負担を軽減し、徐々に地元の台山政

府に還元していくプロセスの一環と見ることがで

きる。しかし、村民委員会幹部からの聞き取りに

よると、残念ながら帰国華僑者の加入者は少ない

という。なぜなら彼（彼女）らは既に医療保険が

あるのに、更に自分でお金をかけて別の保険にも

加入する必要がないという考えを持った人が多い

からである。「人々の意識はなかなか変えることは

できない」と村民委員会主任は話していた。

こうして見てみると、帰国華僑の「非農業戸籍」

であるという点が重要になってくる。「非農業戸籍」

でありながら農業に従事している帰国華僑、本来

は「農業戸籍」の者を対象にした「新型農村医療

保険」に「非農業戸籍」である帰国華僑が加入で

きるという点において特殊である。このような有

利な条件が帰国華僑の優越感を強めている。

Ⅳ 問題点

１.不均衡

以上で見てきた通り、帰国華僑（「職工」）は、

サトウキビ栽培という農業に従事している者であっ

ても、「農業戸籍」ではなく、「非農業戸籍」をも

ち、都市「単位」の「職工」と同等の待遇を受け

ている。しかし、「臨工」は帰国華僑と同じように

農場で生活をし、サトウキビ栽培に従事している

にもかかわらず、「農業戸籍」であり、同様の待遇

を受けることができない。つまり、同一のコミュ

ニティーにおいて、人々の間に不均衡を生みだし

ているのである。

サトウキビ生産は農場の生命線である。しかし

老齢化と人口の流出によって労働不足が深刻化し

ている。労働不足を補うために、農場は 1980年代

後半から「臨工」（臨時労働者）を積極的に探すよ

うになった。「臨工」の多くは主に広西の来賓県、

容県、梧州、岑渓から来た人々である。村民委員

会幹部によると、現在、サトウキビ栽培の 90％は

「臨工」が従事している。「臨工」は、既に戸籍を

農場に移している者と、戸籍を本籍地に置いたま

まにしている者に分けられる。前者は農場に来て

既に十数年になる人が多く、その多くが農場に新

居を建てている。後者は農場が提供した家屋に住

んでいる。「臨工」の生活は不安定で、もし生産が

思わしくなければ半年で去っていく者もいる。こ

こ数年、サトウキビ栽培の他に、砂糖工場でも「臨

工」を雇うようになったが、彼らの仕事は全工程

の中でも最もきつい部分で、工場の外でサトウキ

ビの粉にまみれて行う仕分け作業などがほとんど

である。しかし給料は 1ヶ月 400元程度であり、「職

工」よりも少ない（表 2を参照のこと）。

今や「臨工」が農場の経済と帰国華僑の生活を

支えていると言っても過言ではない。しかし、「臨

工」の生活環境はとても劣悪で、農場に戸籍のな

い者は 1960年代に建てられ、改築されていない粗

末な約 20m、家賃月 7元の家屋が与えられるが、

そこで家族平均 4、5人が生活している。多くの家

庭が節約のためにガスは使用せず、サトウキビの

葉を燃やして調理をしているため、食事の時には

家の中が煙で満ちてしまう。「臨工」は子どもを託

児所に預ける場合、通常 1人当たり 50元の費用を

12元にしてもらえるが、それ以外の医療保険など

はない。一方、戸籍を農場に移し、新居を構えた

者について見てみると、家を建てる際、農場は 50
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元/mの値段で土地を売り、家の設計と下水道、排

水溝及び家の前の道路整備は農場がそれらの工事

を引き受けた。しかし、家を新築した「臨工」は

社会保障の面で農場に強い不満を持っている。

臨工」が農場に家を建てる場合の条件は、戸籍

を農場に移すことであった。こうすることによっ

て農場は労働力を確保することができるからであ

る。しかし、彼（彼女）らの身分は「村民」に変

るだけであり、上述したように「職工」である帰

国華僑と違って、月々の養老年金制度の支払いは

100％自己負担である。

帰国華僑は自分たちが農場で「主人公」である

という意識を持っており、「臨工」を馬鹿にする態

度も見られる。社会保障の不均衡は、日常生活に

おける人間関係においても不均衡を生じさせてい

る。帰国華僑は「臨工」のことを広東語で「土地

を耕す奴ら」の意味の「包地 」と呼ぶことが多

いが、「 」には相手を見下す差別的な意味合いが

ある。また、帰国華僑は「あの子たちは不潔だか

ら」などといった理由で、自分の子どもを「臨工」

の子どもと遊ばせるのを嫌がる。これらの状況か

ら、帰国華僑は養われる者、「臨工」は養う者、と

いった階層意識と不均衡が生じていることがわか

る。

農場の経済と帰国華僑の生活を支えるために貢

献している「臨工」の保障が十分に考慮されてい

ないという矛盾とどう向き合い、対処していくか

ということが大きな課題の 1つであり、これは農

場の存続ともかかわる重要な問題である。

２.構造と意識の問題

経済的角度から見ると、華僑農場はこれといっ

た成果を出すこともなく、海外華僑の関心を引く

ことも期待できない。1960年代、中国政府は華僑

農場を重視し、かつては華僑政策の中心であった

が、文革期になると、華僑政策そのものが崩壊状

態となった。改革開放後は、華僑農場の存在意義

も低下し、現在は次第に解体の方向に向っている

（田中,2002：286）。このような情況の中で、国家

は華僑農場経済体制改革に関する文書を発布した。

例えば『中共中央、国務院による華僑農場経済体

制改革に関する決定』（［1985］26号）や『国務院

弁公庁から国務院僑務弁公室の華僑農場体制改革

に関する意見の通知』（［1995］61号）などである。

1985年 26号の中で、「華僑農場問題の核心は、所

有制の経済体制と管理モデルのために、経営管理

権が過度に集中し、産業構造が単一的で、『親方赤

旗』状態にあることである。この体制は労働者の

積極性と主体性を発揮するのに不利な状況をつく

り、生産力の発展を遅らせているのである」と指

摘している10)。この解決策として、これまで中央

政府と省レベルの僑務部門を中心に主導権を握っ

てきた体制から、地方人民政府幹部へとその主導

権を移行させることが挙げられ始めている（楊な

ど,2003）。これらの報告からも華僑農場は経済改

革の必要に迫られていることがわかる。実際、1996

年の時点で、南方 80か所の華僑農場のうち 64か

所が赤字であることが報告されている（田中,

2002：286）。

本稿で見てきた広東台山海宴華僑農場は、砂糖

生産で黒字を出している経済的に成功を収めてい

る農場として注目されている。しかし、上述した

ように、福利厚生において、100％農場が負担する

体制から、地元の台山政府や個人にも一部負担し

てもらう体制へと改めている。2003年 3月に「台

山海僑経済開発区」となってからは、経済的独立

を維持しつつ、農場の小中学校や病院といった公

共施設にかかわる財政も、それ以前の農場が 100％

負担する体制から、地元政府の台山市の教育部や

衛生部などの機関に職員の給料を負担してもらう

というように、農場の支出を減らす方向に向かっ

ている。

しかし、農場の経済体制には問題も多い。農場

幹部とサトウキビ生産者との間には衝突や摩擦も
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見られる。中でもサトウキビ収穫期になると、村

民委員会の幹部が収穫日を決めて、貨物車を手配

し、砂糖工場に運搬するが、その際、村民委員会

の幹部から生産者に許可券が渡される。この券を

巡ってしばしば不正が見られ、幹部と良い「関係」

（guanxi）を持つ者がより多くの券を得ることがで

きる。また、砂糖工場の幹部の権力手中にある許

可券を直接生産者に売る場合もある。これは「覇

王券」と呼ばれ、幹部のポケットマネーとなる。

このように、一部の幹部への権力の集中と幹部の

腐敗、生産者にたいする不平等な情況が見られる

のである。この他、砂糖工場は 1982年から設備投

資がほとんどなされておらず、機械の故障が常に

起こっている。そして余剰労働力に加え、労働意

欲があまり見られず、勤務時間中新聞を読んだり、

お茶を飲んだり、居眠りをしたり、といった光景

も日常茶飯事である。これらの問題は、農場の構

造的問題である。改革開放後も帰国華僑は政府が

自分たちのために生活の保障をするのが当然のこ

とだと思っており、失業するという不安もほとん

ど抱いていない。

このような経済構造とそこからくる問題、人々

の意識を変革することと、社会保障とは密接な関

係にある。改革開放後、市場経済制度が導入され

ると、それまでの国家がすべてを引き受けるとい

う構造には無理が出てきた。農場も例外ではない。

帰国華僑の意識上の問題は、改革開放以前の社会

保障体制から抜け出せないという都市や農村の中

国人と同様の意識があるだけでなく、田中も指摘

している通り、海外から帰国する際に「我々は愛

国主義精神のために新しい社会主義中国建設を支

持するがために戻ってきてあげた（田中,2002：

285-314）。従って国家が自分たちの生活を保障す

るのは当たり前だ」という一般的な中国人とは異

なる意識も持っているのである。農場は周辺地域

とは異なる経済体制を持ち、特殊なコミュニティー

として孤立していることもこの意識を強めている

と思われる。周辺地域から孤立したコミュニティー

の中で優遇されて何十年も生活してきた帰国華僑

の意識を変えるのは非常に難しい。

農場に依存する態度は、農場で生まれた帰国華

僑の子女たちの間にも見られる。農場には小学校

と中学校しかないため、高校に進学する場合は台

山の中心地である台城に出て行く。しかし、進学

できず、農場に残る（残らざるをえない）若者は、

教育レベルが低く、外地では仕事を探すことが難

しいために、両親に依存して生活しているのがほ

とんどである。農場幹部は帰国華僑の子女の農場

における就職についても配慮しているため、農場

にある「風情園」というパフォーマンス場で観光

客に向けて歌や踊りを披露するダンサーの職や農

場本部の仕事を紹介することもしばしばある。し

かし親に依存して、何もせずに毎日を過ごしてい

る若者の姿も目にする。この現象もまた、政府が

農場内の帰国華僑のみを優遇していることの悪影

響の現れであると筆者は考える。

Ⅴ まとめ

社会保障とは、個人の生活面での安全、具体的

には健康や退職後の生活、それに最低生活を社会

全体が引き受ける制度のことである（中兼,2000：

3）。以上で見てきたように、農場というコミュニ

ティーそのものが社会保障の総体として機能し、

帰国華僑の最低生活を社会全体が引き受けている

ととらえることができる。しかし、帰国華僑に対

する社会保障と、実際に農場の経済を支えている

「臨工」との長期的な関係やバランスを考慮してい

ないために、不満の声が上がり、不均衡な状況を

生み出している。これは 1960年代当初、政府によ

る目先の「国家利益」を重視するという理念の下

に、帰国華僑に特別な社会保障に関する優遇政策

を取ったことの後遺症ともとらえることができる

のではないだろうか。
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農場は確かに帰国華僑という特殊な集団の居住

区であるという点は一般の中国社会とは異なる。

しかし、現在の中国社会に普遍的に見られる「単

位」縮減の動きとの間に共通性も見られる。中村

が「社会保障制度をはじめ、国有企業改革の過程

を吟味する際、『単位』制度の縮減を前提にしなが

らも、それらの仕組みと、それらを補うためのフォー

マルな、『単位』外の制度群とが、どういった補完

関係にあるのかを検討することは、未だに有効な

視点の一つではないだろうか」（中村,2004：84）

と指摘しているが、「企業単位」である農場も、地

元の福利厚生制度を利用する方向へ転換している

ように、「単位」外の制度群と補完関係を築きなが

ら経済的には隣の海宴鎮とは一線を置き、独立し

た体制を維持している。

以上の考察からいえるのは、華僑農場における

帰国華僑の社会保障とは、単に住宅、養老年金や

医療保険などといった政府が直接与える物理的政

策だけが大切なのではなく、農場というコミュニ

ティーそのものが政治的にも経済的にもうまく機

能するかどうか、あるいは人間関係が円滑に営ま

れているか、といった社会的機能ともかかわって

くる。つまり、華僑農場における社会保障は、国

家の政策、農場の運営とそこに居住する人々の総

体で成り立っているのである。農場そのものの発

展や存続が危ぶまれることがあれば、それは住民

の社会保障を直接脅かすことになるのである。

市場経済の波に伴い、農場全体が計画経済体制

の残滓と化しつつあり、農場の運営と帰国華僑中

心の社会保障のあり方に歪みが出始めている。帰

国してから既に 40年以上も経った今も、果たして

帰国華僑に対する特別な社会保障が必要なのだろ

うか。政府の特別扱いが、今もなお、帰国華僑を

自分たちは特別な存在で各方面において保障され

て当然という優越感に執着させている。そして、

一方では農場そのものの発展と存続を支える人々

への社会保障が疎かになっている。この矛盾と不

均衡をどのように改善していくのか、今後の展開

が注目される。

投稿受理（平成 19年 8月）

採用決定（平成 20年 3月）

注

1） 職工」は従業員や職員と訳される傾向にあるが，

中国特有の社会組織である「単位」に生活し，仕

事だけでなく社会保障サービスも受けられる人を

指す．従って，中国特有の概念であるため，本稿

では「職工」とそのまま表記することにしたい．

2） 筆者は 2005年 3月から 2006年 4月にかけて海宴

華僑農場に部屋を借り住み込んで調査を行った．

2005年 6月から 9月の間華僑農場内のW村で調

査を行い，主にインドネシア帰国華僑を対象に，

彼らの生活経験や文化，習慣について理解した．

その後，2005年 10月から 2006年 4月にかけて，

N村で調査を行い，ベトナム帰国華僑を対象に，

彼らの生活経験や文化，習慣，及び日常生活にお

けるグループ間関係について理解した．調査中，

農場幹部，村民委員会幹部といった上層部だけで

なく，民間に深く入り込み，一般大衆との交流を

重視し，同種の人々とのみ接触することを避けた．

調査を通してしばしば交流した人々はW村N村合

わせた総人口の約 3分の 2，非常に親しく付き合っ

た家庭は約 20世帯である．本稿の 1次資料は主に

副農場長であるG氏とN村民委員会の主任である

L氏から提供していただいた情報に拠る．特に，

副農場長 G氏は，農場の医療保険や養老保険など

の社会保障に関する仕事を担当されており，本稿

執筆に当たり，不確かな部分について何度も電話

と電子メールで確認を取らせていただいた．尚，

仮名は任意のローマ字表記を使用し，実名との関

係はないことを断っておきたい．

3） 改革開放以降，海外の大学へ留学し，修士号や博

士号の高い学位を取得して帰国し，中国の大学で

教鞭を執る人々や，先端技術や経営理念を身につ

けて帰国し，中国で事業を興した人々を指す．

4） 中国僑網」の「中国華僑農場」のウェブサイトを

参照した．http://www.chinaqw.com.cn/，2008年

1月 20日．

5） 2005年 11月，筆者は彼女のサトウキビ収穫を手

伝った．この話は彼女のサトウキビ畑で収穫作業
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をしながら聞いたものである．

6） ここでいう非帰国華僑とは，後述する「臨工」（1980

年代から農場にやってきた臨時労働者）は含まず，

表 1に示したような，「本地人」，人口分散政策に

よって移動してきた者，砂糖工場の技術者，そし

て大学を卒業後，政府から仕事を割り与えられて

病院などで働く人々を指す．

7） 中華人民共和国労働和社会保障部」ウェブサイト

を参照した．http://www.molss.gov.cn/was40/

mainframe.htm，2008年 1月 4日．

8） 中華人民共和国労働和社会保障部」ウェブサイト

を参照した．http://www.molss.gov.cn/was40/

mainframe.htm，2008年 1月 4日．

9） 広東僑網」http://gocn.southcn.com/，2008年 1

月 4日．

10） 中国僑網」の「中国華僑農場」のウェブサイトを

参照した．http://www.chinaqw.com.cn/，2008年

1月 20 日．
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はじめに

メキシコにおける人口の少子高齢化は急速に進

行する。女性 1人当たりの平均出産数は 1960年か

ら 2000年の間に 7.0人から 2.4人に低下し、総人

口に占める 60歳以上の高齢者の比率は 2000年か

ら 2050年の間に 6.8％から 28.0％に上昇すると予

測されている（CONAPO 2004:19,22,45）。

メキシコにとって、以上の変化は貧困高齢者の

急増を意味するであろう。高齢者のうち年金を受

給しているのは 20.3％（2000年）にとどまり

（CONAPO 2004:34）、将来その状況が劇的に改善

されることはない1)。そして、基本的な食糧さえ満

たせない極貧状態にある高齢者が全体の 21.2％

（2000年）に上る（Partida Bush 2004:21-22）。高

齢者の多くは、同居・別居にかかわらず、その親

族から経済的支援を受けている。しかし、少子高

齢化はそのような支援の需要を拡大させる一方、

その供給能力を縮小させる（Ham Chande 1999:

17-20;CONAPO 2001:122-123;De Vos, Solıs
 

and Montes de Oca 2004;Zuniga Herrera 2004:

38-40;World Bank 2005:433-435）。

国家は領土と人民に対する支配を主張する組織

であり、その基本的利害が秩序の維持にあるとす

れば（Skocpol 1985:9）、困窮する高齢者とその家

族の急増は統治機構にとって見過ごすことのでき

ない事態であろう。近年、人口の高齢化の認識が

広まるにしたがって2)、中央政府や地方公共団体は

高齢者の支援を目的とした政策（高齢者政策）を

拡充しつつある3)。そのなかで、ある条件を満たし

た高齢者に一定の額の金銭を給付する公的プログ

ラムが急速な展開をみせている4)。本稿の目的は中

央政府・州政府レベルにおけるその現状を明らか

にすることである。

ここでは、まず連邦特別区（首都）の事例と連

邦政府（中央政府）の事例を取り上げる。前者は

高齢者金銭給付プログラムを先駆的に導入し、対

象者をその経済状況によって選別しないユニバー

サル型給付を採用している。後者は主に困窮者に

対象を絞るターゲット型給付を維持している。そ

して、各州の動向を踏まえながら、高齢者政策に

おける金銭給付プログラム導入の要因を論じる。

また、そのプログラムの今後の課題も指摘する。

Ⅰ ユニバーサル型給付とターゲット型給付

１.連邦特別区によるプログラム

首都での高齢者金銭給付プログラムの先駆的導

入とその特徴は政治指導者の意向を強く反映して

いる。2000年 12月に連邦特別区行政長官に就任し

たロペス・オブラドール（Andres Manuel Lopez
 

Obrador）は、任期中に実施するべき開発計画のな

かで、対象者の経済状況にかかわらず支給される

ユニバーサル型の（非拠出制）老齢年金制度の確

立を目指すことを明らかにした5)。そして、その第

1段階として、悪条件に置かれた 70歳以上の高齢

－ －109

動 向

メキシコにおける高齢者金銭給付プログラムの展開

山口 英彦・松岡 広子



者に経済支援を行なうと表明した（GDF 2000）。

高齢者は首都メキシコシティにおいてもっとも

保護されていない人々であり、その多くが栄養不

良や慢性疾患に苦しんでいる。70歳以上の高齢者

の平均収入は最低賃金レベルであり、その生活は

不安定である。ロペス・オブラドールはこのよう

な事情を根拠にして、2001年 3月に「連邦特別区

在住 70歳以上高齢者のための食糧支援、医療ケア、

医薬品無償提供プログラム」を開始した。その対

象は連邦特別区に 3年以上定住しており、社会開

発が比較的遅れた地区に居住している高齢者であっ

た。対象者には主に食糧購入のための月額 600ペ

ソが電子マネーによって給付されるほか、健康増

進活動とともに必要な医薬品が提供されるという

内容であった。ただし、予算の制約により 2001年

の対象者は 20万人に限定された（APDF 2001a）。

2001年 11月、ロペス・オブラドールは上記プロ

グラムの年内の対象者を 25万人に拡大することを

発表した。これにより、連邦特別区に在住する 70

歳以上の高齢者の 79％がカバーされて、ユニバー

サル型給付の実現に一歩近づくとされた6)。また、

翌年以降に給付額が物価上昇に応じて引き上げら

れる予定も示された（APDF 2001b）。

2003年 11月、高齢者金銭給付プログラムはロペ

ス・オブラドールによって法制化されて、「食糧年

金（pension alimentaria）」制度が確立された7)。こ

の制度化はユニバーサル型給付を実施するための

支出を予算に織り込むことを連邦特別区行政長官

に、その十分な支出額の承認を連邦特別区議会に

それぞれ義務付けることを意味した（ALDF 2003）。

「食糧年金」制度は次のようなものである。連邦特

別区に 3年以上定住している 70歳以上のすべての

高齢者は、その基本的経済保障のための年金を受

給する権利を有する。対象者の経済状況はその受

給の条件にならない。給付額は最低賃金の 50％

（2004年月額約 680ペソ8)）とし、主要店舗で使用

可能な電子マネーで給付される。実施開始は 2004

年 1月 1日とする（APDF 2003）。

以上のように、首都ではユニバーサル型の高齢

者金銭給付プログラムがロペス・オブラドールと

いう政治指導者の主導のもとで先駆的に採用され

た。その後、ロペス・オブラドールは民主革命党

（Partido de la Revolucion Democratica:PRD）

をはじめとする政党連合の候補として、ユニバー

サル型「食糧年金」の全国展開を公約の 1つに掲

げて（Coalicion“Por el bien de todos”2005:29-

30）、2006年 7月の大統領選挙に出馬したが、対立

候補に非常な僅差で敗れた。

２.連邦政府によるプログラム

ロペス・オブラドールがある一定の年齢に達し

た人々に例外なく給付するユニバーサル型の非拠

出制老齢年金制度の確立を目指したのに対して、

フォックス（Vicente Fox Quesada）大統領が率い

る国民行動党（Partido Accion Nacional:PAN）

中央政権はそれには同調せず、受給者をより絞り

込むターゲット型の高齢者金銭給付プログラムを

遅れて導入した。

2003年 9月、農村部支援策の一部として「高齢

者支援プログラム」が開始された。その根拠とし

て、全国の農村部過疎地域には約 200万人の高齢

者（60歳以上）が生活しているが、その約半数が

極貧状態にあるということが指摘された9)。このプ

ログラムの対象は人口 2,500人以下の社会開発が遅

れた村落に在住して、基本的な食糧を満たすため

の十分な収入のない世帯の 60歳以上の高齢者で

あった。給付内容は月額 700ペソの現金であった。

ただし、類似する公的支援を受けている高齢者は

対象から除外された（SEDESOL 2003）。また、2003

年の対象者数は 20万人とされた（SEDESOL
 

2004a:26-27）。

1年後の 2004年 9月、上記「高齢者支援プログ

ラム」は改定されて、支援の内容が大きく変更さ

れた。給付額は年額 2,100ペソと大幅に引き下げら
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れて、代わりに栄養指導が給付項目に加わった。

また、このプログラムが対象とするべき、貧困状

態にありかつ公的食糧支援を受けていない農村部

高齢者は約 50万人いると指摘されながら、受給者

数は予算の制約次第であるとされた（SEDESOL
 

2004b）。

連邦政府が行なう貧困対策のなかで特に重要な

ものが「人間開発プログラム“オポルトゥニダー

デス（Oportunidades＝機会）”」である。これは極

貧状態にある家族を教育、医療、食糧の面で支援

する施策である。2006年 1月、このプログラムの

対象世帯の高齢者に対して金銭給付が開始された。

70歳以上の高齢者 1人につき、月額 250ペソ（2006

年上半期の給付額）が支給されることとなった

（SEDESOL 2006a）。同年中の対象者数は 90万人

と計画された（PR 2006:96)10
)。

2006年 7月の大統領選挙には、カルデロン

（Felipe de Jesus Calderon Hinojosa）が与党 PAN

の候補として出馬して、PRDのロペス・オブラドー

ルに僅差で競り勝った。カルデロンの選挙戦時の

公約は高齢者に対する金銭給付にも言及している

が、その対象を貧困状態にある者に限定していた。

そして、長期的に持続可能で、支援を本当に必要

とする人々を支援するシステムの構築を目指すと

していた（PAN 2005:27)11
)。

2007年 3月、カルデロン政権下で「農村部 70歳

以上高齢者支援プログラム」が開始された。これ

は人口 2,500人以下の村落に在住する 70歳以上の

高齢者に月額 500ペソを給付するというものであ

る。受給者個々の経済状況やその在住地区の社会

開発状況は対象者選別の条件ではなくなった。“オ

ポルトゥニダーデス”の高齢者給付や既存の「高

齢者支援プログラム」などの連邦政府が実施する

類似プログラムの受益者は、このプログラムから

除外されるが、重複しないように対象となるプロ

グラムのうちいずれか 1つを選択することができ

る12)。このプログラムを開始する理由として、農

村部過疎地域は一般に貧困にあえぎ、社会開発が

遅れており、そこに生活する 70歳以上の高齢者約

100万人はもっともその影響を受けているというこ

とが指摘された。ただし、支援内容は予算の制約

を受けるとされた（SEDESOL 2007a）。だが、2007

年連邦政府予算において、対象者数は全国で130万

人までと計画された（SHCP 2006)13
)。他方、既存

の「高齢者支援プログラム」への新規加入は停止

されることとなった（SEDESOL 2007b）。

連邦政府による高齢者金銭給付プログラムの展

開はこれまで紆余曲折を経てきたが、対象を困窮

者に絞るというターゲット型給付が維持されてき

たといえよう。フォックス政権は金銭給付の対象

を基本的な食糧さえ満たせない極貧状態の高齢者

に厳しく限定した14)。カルデロン政権は対象者選

別の条件を簡素化したが、給付対象を農村部過疎

地域（より多くの困窮者が集中しているといえる

地域）に明確に限定している。

３.それぞれの問題点

連邦特別区のプログラムのようなユニバーサル

型給付はその管理運営が単純であるという利点を

持つが、非常に大きな財政負担を強いるものであ

る（World Bank 2005:489-490）。「食糧年金」の

受給者およびその予算執行額は2004年 35万 2,000

人・約 29億ペソ、2005年 38万 1,500人・約 32億

ペソ、2006年計画値 40万人・約 34億ペソとなっ

ている（GDF 2006a:67-68;2006b:145）。今後の

さらなる人口の高齢化は受給者の増加と受給期間

の長期化をもたらして、ますます大きな資金を要

求する。また、上記の 2006年の予算額は社会開発

支出（高齢者のほかに住宅、零細企業、失業者、

障害者、児童、農業などの支援に充てられる）の

約 52.6％を占めて、連邦特別区総予算の約 3.8％に

匹敵する（GDF 2006a:24,67)15
)。

連邦特別区当局は「食糧年金」の財源に関して、

支出の抑制がもたらす余剰金によって賄われてい

メキシコにおける高齢者金銭給付プログラムの展開
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ると説明している16)。また、高齢化の進行にとも

なう財政負担の増加については、従属人口比率の

点で高齢者支援に有利となる「人口ボーナス」を

2030年まで享受できるという見解を示している

（SSDF 2006:16-17)17
)。しかし、支出の抑制には

限界があり、他の貧困対策や社会開発政策が財政

上駆逐される恐れが指摘できよう。また、メキシ

コの場合は「人口ボーナス」を現実には享受でき

ないという指摘もある。つまり、労働力人口の伸

びはフォーマル部門雇用（納税や社会保険への拠

出において貢献する）の伸びを大きく上回り、そ

の差は今後さらに拡大して、失業やインフォーマ

ル雇用の問題がますます深刻化する可能性が高い

のである（Valencia Armas 2004:83-84)18
)。

他方、連邦政府が展開してきたターゲット型給

付の最大の問題点はその対象者の選別にあるとい

えよう19)。2003年に開始された「高齢者支援プロ

グラム」においては、（選別に必要な）人材・資材

の不足により対象候補者の経済状況の確認に支障

が生じたり、農業団体の干渉により受益者に不平

等が生じたりした。また、もっとも優先されるべ

き地域（もっとも社会開発が遅れた地域）が実際

には必ずしも優先されなかった。さらに、ほとん

どの州で受益者の過半数を男性が占めており、女

性に著しく不利な州が多かった（Haro Erika et al.

2005:8-14）。

2007年に開始された「農村部 70歳以上高齢者支

援プログラム」は対象者を居住地のみで選別する

という単純化を図っており、該当者すべてをカバー

し得る十分な予算があれば20)、上記のような問題

は軽減されるであろう。しかし、都市部や中間部

において貧困に苦しむ高齢者を無視しているとい

う重大な問題は残されたままである。

Ⅱ 各州における金銭給付プログラムの導入

１.導入の現状

各州政府も人口の高齢化にともない高齢者政策

を拡充しつつある。だが、高齢者に対する金銭給

付プログラムを各州がこぞって一斉に導入してい

るわけではない。2007年上半期までの時点で、全

国 32の州・特別区のうち、同プログラムの導入が

確認できたのはその 3分の 1に当たる 11である。

そのうち、基本的にある一定の年齢のみを対象条

件とするユニバーサル型給付を実施しているのは

連邦特別区のほかにチアパス州（IDHE-Chiapas
 

2007）のみである。残りは対象を貧困者、無収入

者、社会保障システムの非受益者などに絞るター

ゲット型給付を採用している（表 1）。

２.導入の要因

高齢者に対する経済的支援の選択肢は金銭給付

プログラムだけではない。高齢者の経済的自活を

重視すれば、技術教育、職業紹介、公共事業にお

ける雇用といった就業支援や就労している高齢者

の労働条件の改善につながる施策などがあげられ

るであろう。また、各州では貧困高齢者に対する

手当てとして食糧配給プログラムが以前より実施

されている21)。金銭給付プログラムは就業支援と

異なり、対象者数に比例して確実にその費用が増

大する。そして、その支給額によっては対象者数

が同じであっても、既存の食糧配給プログラムよ

りもはるかに大きな財政負担を強いる場合がある22)。

しかし、金銭給付プログラムはその受給者にとっ

て自由度の高いより魅力ある支援であり、特に就

労できない高齢者にとっては貧困状態を緩和する

大きな助けとなる。

社会からの圧力が政策を決定するという見方を

するならば、例えば人口の高齢化率や社会低開発

の程度、極貧高齢者の比率などが高いほど、より

寛大な高齢者政策を求める圧力は高まり、金銭給
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表
１

高
齢
者
金
銭
給
付
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
状
況
（
州
政
府
・
中
央
政
府
レ
ベ
ル
、
20
06
～
20
07
年
)

行
政
単
位

60
歳
以
上

人
口
1)

高
齢
化
率

(％
)2
)

低
開
発
の

程
度
3)

極
貧
高
齢
者

率
（
％
)4
)

高
齢
者
に
対
す
る
金
銭
給
付

(を
含
む
）
現
行
プ
ロ
グ
ラ
ム
5)

対
象
年
齢

（
歳
以
上
）

主
な
対
象
条
件

給
付
額

（
月
額
ペ
ソ
）

開
始
年

与
党
6)

20
07
年
7
月

ア
グ
ア
ス
カ
リ
エ
ン
テ
ス
州

86
,0
55

 
7.
7

低
い

10
.0

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

バ
ハ
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州

22
9,
91
4

 
6.
9

か
な
り
低
い

4.
7

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

バ
ハ
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
ス
ー
ル
州

40
,1
81

 
7.
1

低
い

10
.4

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
D

カ
ン
ペ
チ
ェ
州

62
,5
91

 
7.
5

高
い

28
.4

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

チ
ア
パ
ス
州

30
5,
53
6

 
6.
5

か
な
り
高
い

48
.0

“A
m
an
ec
er
”

64
州
内
在
住
者
す
べ
て

50
0

 
20
07

 
P
R
D

チ
ワ
ワ
州

31
8,
72
3

 
8.
6

低
い

9.
5

“V
iv
e 
a 
P
le
n
it
u
d
”

70
極
貧
、
無
収
入

64
0

 
20
05

 
P
R
I

コ
ア
ウ
イ
ラ
州

23
7,
04
5

 
8.
8

か
な
り
低
い

9.
2

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

コ
リ
ー
マ
州

56
,1
52

 
9.
0

低
い

15
.2

 
P
en
si
o
n 
A
li
m
en
ti
ci
a

 
65

年
金
非
受
給
、
扶
養
者
無
、
10
年
在
住

71
4

 
20
05

 
P
R
I

ド
ゥ
ラ
ン
ゴ
州

14
8,
02
3

 
9.
4

中
間

16
.9

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

グ
ア
ナ
フ
ァ
ト
州

42
9,
87
2

 
8.
2

中
間

18
.7

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

ゲ
レ
ー
ロ
州

29
9,
01
2

 
9.
1

か
な
り
高
い

41
.4

“P
en
si
o
n 
G
u
er
re
ro
”

65
貧
困
、
社
会
保
障
非
受
益

40
0

 
20
03

 
P
R
D

イ
ダ
ル
ゴ
州

22
9,
73
6

 
9.
3

高
い

32
.9

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

ハ
リ
ス
コ
州

65
9,
80
0

 
9.
3

低
い

10
.0

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

メ
ヒ
コ
州

1,
21
0,
32
1

 
7.
7

低
い

17
.8

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

ミ
チ
ョ
ア
カ
ン
州

40
8,
44
4

 
9.
6

高
い

21
.9

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
D

モ
レ
ー
ロ
ス
州

17
2,
57
2

 
9.
6

低
い

17
.6

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

ナ
ヤ
リ
州

10
2,
56
3

 
10
.0

中
間

14
.7

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

ヌ
エ
ボ
レ
オ
ン
州

41
3,
94
7

 
9.
1

か
な
り
低
い

6.
8

 
A
p
o
yo
 D
ir
ec
to

 
70

貧
困
地
区
、
年
金
・
扶
助
非
受
給
、
5
年
在
住

50
0

 
20
04

 
P
R
I

オ
ア
ハ
カ
州

37
2,
86
2

 
9.
8

か
な
り
高
い

50
.0

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

プ
エ
ブ
ラ
州

50
9,
86
6

 
8.
8

高
い

36
.4

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

ケ
レ
タ
ロ
州

12
4,
84
5

 
7.
2

中
間

24
.9

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

キ
ン
タ
ー
ナ
ロ
ー
州

62
,4
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4.
9

低
い

28
.4

“A
b
u
el
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o 
E
st
o
y 
C
o
n
ti
go
”

70
困
窮
、
無
収
入
、
年
金
非
受
給
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0
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06

 
P
R
I

サ
ン
ル
イ
ス
ポ
ト
シ
州

23
7,
21
6

 
9.
7

高
い
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.9

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

シ
ナ
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ア
州

26
5,
12
7

 
9.
2
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間
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.0

 
N
.A
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-
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-
-

P
R
I

ソ
ノ
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ラ
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74
7

 
8.
8

低
い

12
.0

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

タ
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ス
コ
州

15
7,
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3

 
7.
2

高
い
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.3

“T
e 
D
a 
M
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”
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無
収
入
、
年
金
非
受
給
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0
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07

 
P
R
I

タ
マ
ウ
リ
ー
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ス
州

29
8,
36
9

 
8.
7

低
い
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.6

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
R
I

ト
ラ
ス
カ
ラ
州
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,8
31

 
8.
0

中
間
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.6

 
A
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o
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n
o
m
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o
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無
収
入
、
年
金
・
扶
助
非
受
給
、
5
年
在
住

約
30
0

 
20
07

 
P
A
N

ベ
ラ
ク
ル
ス
州

76
5,
74
3

 
10
.4

高
い

33
.5

 
P
en
si
o
n 
A
li
m
en
ti
ci
a

 
70

無
収
入
、
社
会
保
障
非
受
益
、
20
年
在
住

71
4

 
20
05

 
P
R
I

ユ
カ
タ
ン
州

18
0,
19
0

 
9.
4

高
い

33
.0

 
N
.A
.

-
-

-
-

P
A
N

サ
カ
テ
カ
ス
州

14
0,
45
7

 
9.
9

中
間

13
.0

“A
l 
re
sc
at
e 
d
e 
lo
s 
ab
u
el
o
s”

75
困
窮

30
0

 
20
05

 
P
R
D

連
邦
特
別
区
（
首
都
）

1,
01
6,
54
9

 
11
.5

か
な
り
低
い

5.
0

 
P
en
si
o
n 
A
li
m
en
ta
ri
a

 
70

 
3
年
以
上
在
住
者
す
べ
て

約
73
0

 
20
04

 
P
R
D

全
国
（
連
邦
政
府
）

9,
86
8,
30
3

 
8.
8

―
21
.2

 
A
te
n
ci
o
n 
a 
lo
s 
A
d
u
lt
o
s 
M
ay
o
re
s

 
70

農
村
部
2,
50
0
人
以
下
集
落
在
住

50
0

 
20
07

 
P
A
N

注
：
1）

2）
20
10
年
の
推
計
値
。
C
O
N
A
P
O
 
20
04
:
45
―
78
よ
り
作
成
。

3）
各
州
に
お
け
る
教
育
、
住
宅
、
都
市
化
、
所
得
の
状
況
に
基
づ
く
（
20
05
年
）。

C
O
N
A
P
O
 
20
06
:
55
よ
り
作
成
。

4）
高
齢
者
の
う
ち
、
基
本
的
な
食
糧
の
必
要
さ
え
満
た
せ
な
い
人
々
の
比
率
、
20
00
年
の
推
計
値
。
P
ar
ti
d
a 
B
u
sh
 2
00
4:
21
- 2
2
よ
り
作
成
。

5）
N
.A
.＝
導
入
せ
ず
、
極
め
て
小
規
模
、
未
確
認
の
い
ず
れ
か
。
金
銭
給
付
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
州
で
は
貧
困
高
齢
者
に
対
す
る
食
糧
配
給
（
現
物
給
付
）
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
開
始
年
は
現
行
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
で
あ
り
、
そ
れ
以
前
か
ら
類
似
プ
ロ

グ
ラ
ム
が
実
施
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
。
主
に
年
次
行
政
報
告
（
In
fo
rm
e 
d
e 
go
b
ie
rn
o
）
を
は
じ
め
と
す
る
各
行
政
機
関
発
行
の
1
次
資
料
よ
り
確
認
・
作
成
。

6）
P
A
N
:
国
民
行
動
党
、
P
R
I:
制
度
的
革
命
党
、
P
R
D
:
民
主
革
命
党
。
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付プログラムは導入されやすくなるといえよう。

逆に財政的には、それらが低いほど、対象者数や

ほかに取り組むべき緊急の政策課題が相対的に少

なくなるために、気前のよい支援策が導入されや

すくなると考えられる。実際に、高齢者金銭給付

プログラムを導入している各州の状況は様々であ

る。ターゲット型給付を採用しているところでは、

ベラクルス州やサカテカス州は高齢化率が比較的

高く、キンターナロー州やタバスコ州はそれが比

較的低い。また、ゲレーロ州は低開発の程度と極

貧高齢者率がかなり高く、ヌエボレオン州は逆に

それらがかなり低い。より対照的なのはユニバー

サル型給付を採用しているチアパス州と連邦特別

区である。両者の状況はまさに両極にあるといえ

る。そして、導入が確認されていない各州の状況

も同様に様々である（表 1）。

したがって、以上のような指標で示される社会

の状況はそれぞれ金銭給付プログラムの導入を説

明するかもしれないが、その決定的な要因にはな

り得ないであろう。高齢者に対する経済的支援と

して金銭給付プログラムを導入するか、その給付

をターゲット型にするか、ユニバーサル型にする

かといった選択により大きな影響を及ぼすのは、

前述の連邦特別区の事例が示すように、政治指導

者の個人的選好ではなかろうか。公職者の選好が

公共政策に反映されるとすれば（Nordlinger 1981:

8）、それにもっとも反映されやすいのが公職者の

なかで指導的地位にある者の選好であると考えら

れる23)。なぜなら、その者が最大の制度的リソー

スを有するからである24)。

政党が共通の政治的選好を持つ政治家によって

構成されているとすれば、ロペス・オブラドール

を大統領候補としたPRDに関係する他の政治家の

多くも、高齢者金銭給付プログラムの早期の導入

に比較的積極的であると考えられる。州政におけ

る与党（州知事が所属する政党もしくはそれを支

援する政党）別に 31州のプログラム導入の状況を

みると、2007年 7月時点でPRDは 5州のうち 3州

（導入率 60％、うち 1州はユニバーサル型給付を採

用）、PANは 9州のうち 1州（同 11％）、制度的革

命党（Partido Revolucionario Institucional:PRI）

は 17州のうち 6州（同 35％）である（表 1)25
)。

おわりに

統治機構は人口の高齢化が大きな社会問題を引

き起こすことを防ごうとする。それはその組織と

しての利害に準じた行動である。高齢者に対する

経済的支援はそのための重要な方策の 1つである。

そして、具体的にどのようなプログラムを選択し、

組み合わせて、そのなかでどれを重視するかの過

程には、政治指導者の個人的選好が介入すると考

えられる。その選好は自らの強い信念に基づくも

のであるかもしれないし、自らへの政治的支持を

集めたいもしくは失いたくないという動機を持っ

ているかもしれない。

したがって、人口の高齢化の進行にともなって

高齢者に対する経済的支援が今後拡充されるのは

間違いないとしても、政治指導者が選挙によって

交替するということを考慮すれば、それがユニバー

サル型金銭給付プログラムの導入拡大を通じて行

なわれるのか26)、ターゲット型金銭給付プログラ

ムの充実を通じて行なわれるのか、金銭給付以外

のプログラムを重視して行なわれるのかなどといっ

た、将来の予測は簡単にはできないであろう。

公的給付は親族間の支え合いのネットワークを

駆逐するかもしれない（World Bank 2005:421）。

将来、前者が打ち切られたときに後者が速やかに

復活する保証がないならば、公的支援は長期に持

続可能なものでなければならない。ユニバーサル

型の高齢者金銭給付プログラムは比較的大きな資

金を必要とする。それを維持するためには、人口

の急速な高齢化に比例して急増するその費用を賄

う財源を確保しなければならない。具体的には増
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税の実施を回避するべきではない。この増税はこ

れまで家族が主体となって担当してきた高齢者の

経済的ケアを国民全体で担当することを意味する。

ターゲット型の高齢者金銭給付プログラムを充

実させるならば、対象者選別のコストを抑えつつ、

よりきめ細かい選別とその精度の向上を実現させ

なければならない。そのためには、地域レベルに

おいて複雑な手続きを的確かつ速やかに遂行でき

る高度な行政能力が求められる。また、対象条件

を単純化して給付形態をユニバーサル型に近づけ

るならば、対象者数の増大に応じて増税の実施を

検討するべきである27)。

さらに、早急に解決するべき課題として、経済

的支援の受益の地域格差や重複が指摘できよう。

経済的に同様に困窮している高齢者であっても、

州によって採用するプログラムが異なるために、

居住地によって受益内容や水準を左右される（表

1）。そして、例えば拠出制年金システムのほかに

さらに「食糧年金」制度の恩恵を受けることので

きる首都の恵まれた高齢者と、金銭給付や食糧配

給プログラムの対象からぎりぎり外れてしまう程

度の貧困状態にある地方の高齢者との受益格差は

あまりにも大きい。また、連邦政府のプログラム

と各州独自のプログラムとの重複の問題、つまり

両者の金銭給付プログラムの対象になった場合に

どちらかをどのように選択するのか、食糧配給プ

ログラムとの重複の場合はどうするのかといった

問題もある。限られたリソースをより多くの困窮

している人々への支援により有効に活かすために

は、各地域の政治指導者の選好に政策決定をまか

せておくだけではなく、中央政府と地方公共団体

との調整や地方公共団体間の連携も必要ではある

まいか。

投稿受理（平成 19年 11月）

採用決定（平成 20年 2月）

［付記］ 本稿は文部科学省科学研究費補助金萌芽

研究（課題番号 18659689）の助成を受けた研究成

果の一部である。

注

1） 現在，社会保険のカバー率は労働力人口の約 4割

である．また，一般的に年金受給額は基本的な必

要を満たすにも不十分な水準である（CONAPO
 

2001:122）．主に民間企業の従業員を対象としたメ

キシコ社会保険機構（Instituto Mexicano del
 

Seguro Social:IMSS）が最大の年金機構であるが，

その加入者の約 6割の年金給付額は給与の低さ（拠

出金の少なさ）により最低賃金の水準になるとい

う試算がなされている（Valencia Armas 2004:84,

89）．

2） 2002年，第 2回高齢化に関する世界会議がスペイ

ンのマドリードで開催された．同年，メキシコで

は高齢者の権利に関する法が制定された．これら

について詳しくは山口・松岡 2006を参照．

3） メキシコにおける国家による高齢者政策の全体像

については山口・松岡 2006を参照．

4） メキシコの（金銭給付を含む）貧困対策はこれま

で児童や青少年に集中して実施されてきた（World
 

Bank 2005:432,471-472）．

5） 所得保障政策において，就労と給付を結び付ける

「ワークフェア」に対して，両者を切り離す「ベー

シックインカム」という考え方がある．「ベーシッ

クインカム」とは所得調査を行なわず，就労義務

を課さない最低保障水準の現金給付である（宮本

2002）．根拠となる 1次資料を確認できないが，ロ

ペス・オブラドールは高齢者支援に関して「ワー

クフェア」よりも「ベーシックインカム」もしく

はそれに類似する考え方を選好していたかもしれ

ない．

6） ロペス・オブラドールの高齢者金銭給付プログラ

ムは「大衆迎合主義」的であるとしばしば批判さ

れた（Cardoso 2001;Grajeda 2003;Cancino
 

2003）．

7） 同年 9月，ロペス・オブラドールはそのための法

案を連邦特別区議会に提出していた（SSDF 2006:

9）．

8） CNSM 2003より算出．最低賃金は毎年見直される．

9） 高齢者の年金受給率には著しい地域格差があるが，

とりわけ農業従事者の多い州でその率は 10％を下

回る（Zuniga Herrera 2004:37）．
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10）2006年 3月には大統領令により，“オポルトゥニダー

デス”対象世帯の 30歳から 69歳までの年金シス

テム非加入者のための，国庫補助付き任意の老後

貯蓄プログラムが開始された（SEDESOL 2006b）．

2006年 7月に国政選挙が控えていたため，“オポル

トゥニダーデス”に付随する一連の新規プログラ

ムは与党 PANによる選挙対策ではないかという批

判にさらされた（CDDHCU 2006;Valadez y
 

Ramos 2006）．

11）カルデロンは大統領候補として，財政的に問題の

あるユニバーサル型給付を公約に掲げることは無

責任であるという意見を表明していた（Saldierna,

Salinas Cesareo y Herrera 2006）．

12）人口 2,500人以下の村落に在住する70歳以上の高

齢者は，もっとも給付額の大きい「農村部 70歳以

上高齢者支援プログラム」を選択することが予想

される．

13）このプログラムのための予算確保にPRDによる圧

力が貢献したといわれる（Damian y Juarez 2006;

Mendez 2007）．その背景には，ユニバーサル型給

付を主張したロペス・オブラドールの大統領選挙

での善戦があると考えられる．

14）フォックス自身，ロペス・オブラドールが導入し

た高齢者金銭給付プログラムについて非常に批判

的であった（Ballinas y Becerril 2005）．

15）この数字は 2030年には少なくとも10％になると予

測されている（Simon y Archundia 2006）．なお，

2006年連邦特別区予算のうち44％は連邦政府から

の交付金によって賄われている（GDF 2006a:10）．

16）汚職と浪費を排除さえすれば，必要な財源は確保

されるというのがロペス・オブラドールの主張で

あった（Romero y Bolanos 2003）．「食糧年金」

の支給開始年齢 70歳は財源に配慮した設定である

と考えられる．法制化の際，議会で PRDはそれを

60歳へ引き下げる提案を却下した（Romero y
 

Llanos 2003a;2003b;Martınez 2003）．

17）15歳以上 60歳未満 100人に対する 15歳未満 60

歳以上の人口は 2000年 67.2人，2010年 55.0人，

2020年 54.0人，2030年 60.8人，2040年 69.8人，

2050年 81.0人（全国値）になると予測されている

（CONAPO 2004:22,45）．

18）ユニバーサル型の非拠出制老齢年金制度は貧困者

すべてをカバーして，対象者選別コストがかから

ないという利点を持ち，メキシコでも財政的に維

持可能であり，導入するべきであるという主張が

ある．だが，それは将来の持続的な経済成長を前

提としている（Ramırez Cuevas 2006;Arteaga
 

2006）．これは楽観的な予想に基づいた議論ではあ

るまいか．

19）他の欠点として，受給額によっては拠出制年金シ

ステムへの加入意欲を人々から奪う恐れがあるこ

とがあげられる（World Bank 2005:488-489）．

20）前述したように，2007年予算においてはおそらく

該当者のほとんどをカバーするであろう分の費用

が認められている．その額は 62億 5千万ペソ，連

邦政府総予算の約 0.3％に当たる（SHCP 2006）．

21）現物給付（食糧配給）から現金給付（金銭給付）

への切り替えについては，次のような反対意見が

提示されるであろう．両者が貧困者のための基本

的食糧の充足を目的とするならば，後者は例えば

タバコやアルコールの購入といった明らかに目的

から逸脱する行為をもたらす危険性をはらんでい

る．

22）例えば，ミチョアカン州おける食糧配給を中心と

した高齢者支援の月額換算額は 56ペソである

（Haro Erika et al.2005:14）．

23）政治指導者の選好が公共政策に与える影響の大き

さについては，多元主義の立場にあるダールも認

めている（ダール 1988）．

24）政治的指導力は公的地位と密接に関連しているの

である（Krasner 1984:228）．

25） 2006年大統領選挙におけるPRIを中心とする政党

連合の公約は，高齢者に対する金銭給付に関して

具体的な方針を示していない（Coalicion“Alianza
 

por Mexico”2005）．同選挙公約で主要 3党（PRD，

PAN，PRI）が掲げる社会政策の主目標はそれぞ

れ，国家主導のもとでの全国民の基本的必要の充

足（Coalicion“Por el bien de todos”2005:22），

機会均等（PAN 2005:7），貧窮者の生活水準の向

上（Coalicion “Alianza por Mexico”2005:60）

である．このような違いは各政党を構成する政治

家の選好をある程度反映しており，各州における

プログラムの導入状況にも部分的に表れていると

考えられる．

26）首都で採用された寛大な高齢者政策がその後中央

政府に導入された事例として，わが国の老人医療

費無料化があげられる．キャンベルはその背景と

して「老人ブーム」，革新政党の躍進と保守政党の

勢力衰退，財政的余裕などを指摘している（キャ

ンベル 1995:170-217）．現在，石油輸出国である

メキシコの財政は国際石油価格の高騰の恩恵を受

けている（Banco de Mexico 2007:45-46）．
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27）開発途上国にとって，増税も行政能力の向上も実

現が容易な課題ではないであろう．したがって，

金銭給付プログラムに偏重することなく，それと

様々な自活支援プログラム（山口・松岡 2006:65-

70）とを併用することがもっとも現実的な対応で

あろう．
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